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１．はじめに 

１．１ 研究背景 

本論文がテーマに水資源を選んだ背景として、主に以下の 3 点がある。 

（１）中国は深刻な水資源を直面している 

 現代社会において、水資源は人類文明の持続可能な発展に欠かせないものである。世界

経済の急速な成長、人口の継続的な増加、そして都市化に伴い、全世界で水資源に対する

需要が増加している。このような状況では、世界的な水資源不足の問題がさらに深刻化す

るようであろう。2015 年の国連世界水発展報告では、全世界の水資源問題について、現在

の水資源の取得、管理、利用方式を変えなければ、2030 年までに全世界人口の 40％が水資

源不足に直面するとの推測がされた1。これは、農業、製造業、家計などの経済活動を制限

するだけでなく、人間の生存を脅しかねない。2018 年の国連世界水発展報告では、人類社

会の発展における淡水資源の適切でない開発と利用問題に焦点を当て、「自然に基づく解

決方法」を提案した。そして、経済社会が資源環境の水資源に及ぼした影響を重視しなが

ら、長期的に水資源の持続可能な利用を確保することを強調した2。したがって、人間社会

の持続可能な発展を実現させるために、限られた水資源を合理的に利用し、効率的に管理

することが求められている。 

 中国は、水資源の保有状況に多くの問題を抱えている。具体的には、水資源が不足し、

水資源の空間的な配分が不均衡で、一人当たりの水資源賦存量が少ないことがあげられる。

中国の水資源の空間的な配分は、南部と東部に多く、北部と西部に少ない状況となってい

る。「中国水利統計年鑑 2018」によると、長江と長江より南部の水系は、全国の 80%以上

の水資源を持つが、その流域面積は国土総面積の約 35%を占めるに過ぎない3。長江より北

部の水系は、全国の20%未満の水資源を持ち、流域面積が国土総面積の65%を占めている。

2000 年から 2018 年にかけて、中国の 1 人当たりの水資源賦存量は 1,730 ㎥から 2,355m³の

間で変動しており、長年にわたる賦存量の平均値は 2,059m³である（図 1-1）。これは、全世

界の平均値の約 3 分の 1 に相当する。 

 中国では、水資源の不足だけでなく、水質汚染の問題も深刻である。表 1-1 は、2006 年

から 2018 年にかけて地表水と地下水の水質状況の変化を示すものである。河川水につい

て、生産と生活に利用できる水質（Ⅰ類・Ⅱ類・Ⅲ類）の割合は 58.3%から 81.6%に上昇し、

河川の水質は好転している。湖水について、生産と生活に利用できる水質の割合は 49.7%

から 25%まで大幅に下落し、2018 年の生産と生活に利用できる湖水は湖水全体の 4 分の 1

                                                        
1 UN-Water Reports(2015).11page． 
2 UN-Water Reports(2018).22~23page． 
3 中華人民共和国水利部（2018）、「2017 年水資源量（按水資源分区分）」（表 1-14）より計

算． 



 

2 
 

に過ぎない。重度汚染（劣Ⅴ類）の湖水の割合は、35%から 16.1%まで減少したが、軽度汚

染の（Ⅳ類・Ⅴ類）湖水の割合は 15.3%から 58.9%まで上昇し、深刻な湖水汚染に陥ってい

る。地下水の水質について、重度汚染はないが、軽度汚染の割合は 61.3%から 76.1%に上

昇し、地下水も汚染されつつある。水質汚染によって、中国の河川水の 4 分の 1、湖水と

地下水の 4 分の 3 がそのまま利用することができなくなっている。以上のように、水資源

不足と水質汚染の問題は、すでに中国の持続可能な発展の実現を妨げている。 

 

図 1-1 中国一人当たり水資源賦存量の推計 

 

出所：「中国水資源公報」（2000～2018）、FAO AQUASTAT Database.「Total internal renewable 

water resources per capita」より作成。 

 

表 1-1 中国の水質構成 

 

出所：「中国水資源公報」（2006～2018）より作成。 
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（２）中国の水資源利用状況 

 近年、中国では、水資源が不足するなかで水資源に対する需要が高まりつつある。図 1-

2 は、2000 年から 2018 年の中国の水資源の利用状況を示すものである。中国では、年間の

水総使用量が徐々に増加しており、2010 年以降、年間の水総使用量は 6,000 億 m³を超えて

いる。そのうち、生活用水使用量と製造業用水使用量が増加し続け、総使用量に占める割

合も徐々に上昇している。農業用水量は、天候条件や耕地の灌漑面積の増減などの影響を

受け、2000 年から 2011 年までは 3,600 億 m³前後で変動し、2012 年以降は緩やかに減少し

ている4。 

 

図 1-2 2000~2018年中国水資源の使用状況 

 

出所：「中国水資源公報」より作成。 

 

 2017 年を例に、中国の水資源の利用状況を見てみる。2017 年の中国の水資源の総使用量

は 6,043.4 億 m³であった。そのうち、農業用水の使用量は 3,766.4 億 m³で、水資源総使用

量の 62.3%を占めている。製造業用水の使用量は 1,277 億㎥で、水資源総使用量の 21.1％

を占めている。建設業とサービス業を含めた生活用水の使用量は 838.1 億 m³で、水資源総

使用量の 13.9％を占めている。この 2017 年の水資源の利用状況によると、農業用水の割合

がまだ大きく、製造業とサービス業用水の割合は小さい。中国の水資源利用の構造はさら

に改善する必要がある。 

 中国では水資源の総使用量が増加し続けているが、水資源の使用効率も向上している。

                                                        
4 2012 年から、中国水資源公告では、畜産業用水量は生活用水使用量から農業用水使用量に
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「中国水資源公報」から GDP（Gross Domestic Product）の 1 万元当たりの水使用量、製造

業付加価値の 1 万元当たりの水使用量と 1 ムー当たりの灌漑用水量を取り上げて、水資源

の使用効率の変化を図 1-3 に示す。GDP の 1 万元当たりの水使用量については、2000 年の

610m³から 2018 年の 66m³までへと約 89%減少しており、中国における全体的な水資源の

使用効率が大幅に向上したことを示している。製造業付加価値の 1 万元当たりの水使用量

も減少しており、2000 年から 2018 年にかけて、288m³から 41.3m³へ約 86％減少した。経

済成長率は用水使用量の増加率より大きいが、これは製造業における水資源の使用効率が

年々向上していることも反映している。農業用水の効率も改善しており、1 ムー当たりの

灌漑用水量は 2000 年の 479m³から 2018 年の 365m³に減少した。 

 

図 1-3 2000~2018年中国水資源の使用効率推移 

 

出所：「中国水資源公報」より作成。 

 

 一言でいえば、いずれにしても、増大し続ける人口と急速に発展する経済を支える中国

が、近年これまでにないほど水資源の制約に直面している。中国がこうした水資源の不足

を緩和する措置を講じるためには定量的なデータの根拠付けが必要である。 

 

（３）中国の水問題・水政策と環境経済勘定 

 持続可能な開発は、全世界において、現在および将来の経済社会を発展させるための基

本的な目標である。中国では、水資源の不足を緩和し、水資源の持続可能な利用を実現す

ることが、既に経済発展における重要な項目の 1 つとなっている。これに基づいて、中国

国務院は 2012 年に「最も厳格な水資源管理制度の実施に関する意見」を発表し、最も厳格
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な水資源管理制度の実施を明確に要求している5。また、2015 年 4 月、「水汚染防止行動計

画」（中国では、“水十条”と略称している。）は中央政治局常務委員会の正式な審議を通し

て、中国では「節水が最優先」という水管理方針を固めた6。“水十条”の第三条は水資源

管理、水使用効率の向上、科学的な水資源保護等により、「水資源の保護と節約に力を入れ

る」ことを強調した。2019 年には、「国家節水行動方案」が中国水利部より公表され、全国

の水総使用量について、2022 年までに 6,700 億㎥以内、2030 年までに 7,000 億 m³以内に抑

えるという目標が設定された7。同時に、水資源の使用効率について、世界の先進水準に近

づくあるいは到達するという目標も設置された。中国は、最も厳格な水資源管理制度の下

で、水資源の総使用量を厳格に管理し、水資源の使用効率を改善し、水資源と水環境の自

然な更新能力を活かし、経済と社会の発展を実現することを目指している。この発展目標

を実現するためには、中国の水資源の賦存・利用状況が分析でき、水資源の不足を緩和す

る措置を講じるためのデータのエビデンスが求められる。このデータのエビデンスとなる

もの一つが、水資源資産勘定表である。 

 通常、特定の地域の水資源の利用状況を測る際は、その地域の農業用水使用量、工業用

水使用量、及び生活用水使用量等の物理的な情報を用いる。社会の発展と生活水準の向上、

そして、持続可能な発展が注目されているが、中国の現行の統計資料では水資源の利用が

環境と経済社会に及ぼす影響を十分に反映できず、その限界が全社会に知られるところと

なっている。したがって、人間社会と経済発展に欠かせない水資源が、どれほどの経済価

値を有しているか、そして利用された水資源が経済社会にどのような影響を与えているか

について、経済システムと統合的に分析することが求められている。経済社会における自

然資源の経済価値と影響を定量的に評価するため、国連は 1993 年に環境・経済統合勘定

（System of Environmental -Economic Accounting、以下 SEEA と略称する）を公表した。ま

た 2012 年には、国連統計局が最新の環境・経済勘定：セントラルフレームワーク（SEEA 

Central Framework、以下 SEEA-CF と略称する）を公表した。水環境について、中国は 2004

年から SEEA 体系に沿って、水環境汚染の定量的貨幣評価を中心に展開した。しかし、水

資源の資産勘定の推計と応用には未着手であり、SEEA-CF に準じた研究は十分に行われて

いなかった。2016 年以降、中国国内では、地域あるいは流域レベルで水資源資産負債表の

推計が複数行われてきたが、全国レベルで推計した例は見当たらなかった。 

                                                        
5 中華人民共和国国務院新聞弁公室 HP、2020/12/15 にアクセス。原文のタイトルは『国务院

关于实行最严格水资源管理制度的意见』である。

（http://www.scio.gov.cn/xwfbh/xwbfbh/wqfbh/37601/37732/xgzc37738/document/1615234/1615234.h
tm） 
6 中華人民共和国中央人民政府 HP、2020/12/15 にアクセス。原文タイトルは『水污染防治行

动计划』である。（http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-04/16/content_9613.htm） 
7 中華人民共和国水利部「国家发展改革委 水利部关于印发《国家节水行动方案》的通知」

HP、2020/12/15 にアクセス。

（http://www.mwr.gov.cn/zw/zcjd/xgwj/201905/t20190521_1208718.html） 

http://www.scio.gov.cn/xwfbh/xwbfbh/wqfbh/37601/37732/xgzc37738/document/1615234/1615234.htm
http://www.scio.gov.cn/xwfbh/xwbfbh/wqfbh/37601/37732/xgzc37738/document/1615234/1615234.htm
http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-04/16/content_9613.htm
http://www.mwr.gov.cn/zw/zcjd/xgwj/201905/t20190521_1208718.html
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 経済生産と家計生活の中には、生産又は飲用のために直接に利用する水資源の他、消費

する商品やサービスに含まれた水資源がある。実際、商品やサービスの生産過程では、原

材料に含まれる水資源が間接的に利用されている。このような水資源は「仮想水」と呼ば

れており、つまり、商品やサービスに含まれる仮想的な形で存在する水資源である。一方、

ある国で生産された商品は、貿易活動を通じて他の国に輸出される。仮想水の考え方から

すれば、商品の輸出に伴って水資源も流出することになる。産業連関分析を利用すれば、

産業ごとに、生産過程で消費した水資源量と商品貿易による水資源の流出入状況を知るこ

とができる。また、これを用いれば、水資源の資産勘定で海外部門の水利用状況を把握で

きない点を補完できる。商品貿易に伴う間接的な水資源の流出入の分析は、中国が水資源

の不足を緩和し、水資源を有効に管理する上で重要な意味を持つであろう。 

 現在の中国において、増加していく水需要が満たせるかどうかは、既存の水資源の管理

と統計方法にかかっている。利用できる水資源を正確に把握することは、水資源の管理と

使用に役立ち、水管理のコストを節約し、水資源の環境効果と経済効果を高める。SEEA-

CF の水資源資産勘定を用いれば、物的及び貨幣的側面から、水資源が経済システムに及ぼ

した影響を解明でき、水資源の利用と保有を分析するデータのエビデンスを提供すること

ができる。商品貿易を通じてなされる国際間の水移動の解明は、中国の水資源不足問題を

解決する手段を提示し、水資源の利用効率の向上につながる。 

 

１．２ 研究目的 

 本論文の研究目的は、以下の通りである。 

 第 1 に、SEEA-CF の応用に関して、環境の産業連関分析に欠かせない投入係数の安定性

をいかに確保するかを検討する。具体的には、商品技術仮定を用いて供給・使用表（Supply 

and Use tables、以下、SUTs と略称する）による産業連関表を作成する際に、いかなる手法

を適用すれば、負の投入係数が発生せず、また推計した投入係数と公式統計値との乖離が

小さくなるかについて、複数の手法を検討することを目的としている。 

 第 2 に、SEEA-CF のフレームワークを中国に適用することを試みる。具体的には、2017

年の中国の水資源資産勘定を作成し、中国の水資源の状況を明らかにし、水資源の非生産

資産としての貨幣価値量を推計する。さらに、水資源の社会会計行列（Social Accounting 

Matrix、以下、SAM と略称する）を用いて、地表水と地下水が経済全体に及ぼす影響を定

量的に分析する。 

 第 3 に、水資源資産勘定のみでは、国内外の水資源の利用状況を把握できないため、本

研究では、日中間の供給・使用表を作成し、商品貿易を通じた水資源の流出入状況を定量

的に明らかにし、物的及び貨幣的側面から日中間の水資源の移動を明らかにする。 
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１．３ 研究意義 

 中国では、従来、現行の水資源及び環境に関連する統計資料から、水資源の保有量と農

業用水量、工業用水量、生活用水量のデータを用いて、水資源の保有と利用状況を測定し

ている。本論文では、環境・経済統合勘定の理論と研究方法を用いて、水資源の資産勘定、

水資源 SAM 分析、日中間の水移動という三つの側面から中国の水資源の利用状況を考察

する。また、水資源不足を緩和する方法の確立と、水資源の使用効率の向上を実現させる

ために合理的な提案を行う。本論文の理論的な意義と現実的な意義は、以下の通りである。 

 

（１）理論上の意義 

 第 1 に、従来、水資源の利用に関する研究では、既存の統計の制約があることに対して

本研究では SEEA-CF のフレームワークに沿って、物的な水資源使用量と水資源の貨幣価

値量を用いつつ、中国の水資源の賦存・利用状況をより正確に分析することが可能となっ

た。従来のハイブリッド型の水使用分析ではなく、利用した水資源を貨幣価値に換算して

経済分析へと展開させ、このように水資源と経済社会の関係を分析する新たな考え方を提

案した。 

 第 2 に、本論文で作成した物的な水資源勘定によって、中国で展開された水資源の資産

負債表のデータの基礎を提供することが可能となると考えられる。本稿で作成を試みた中

国の水資源資産勘定は、中国における SEEA-CF のフレームワークの応用の初の試みとい

うことができる。特に、物的水資源勘定によれば、専門家でなくても、水資源の発生、使

用の状況を正確に把握できるようになる。 

 第 3 に、従来の中国ではグリーン GDP を中心に展開した環境・経済統合勘定であった

のに対して、本論文では水資源 SAM を作成することによって、水資源が経済全体に与え

る影響のみならず、産業・制度部門別の影響の分析を行った。また、従来のハイブリッド

型の産業連関分析に対し、本稿では水資源 SAM を用いることで、物的・貨幣的な両側面

から水資源に関する政策を分析することが可能となったということができる。 

 第 4 に、中国の国民経済計算体系を用いて、供給・使用表および産業連関表を作成する

ことを試みた。また、日中間の国際供給・使用表の作成とこれを用いた国際産業連関表に

ついても推計がなされて、こうした中国表及び日中間の国際表の投入係数の安定性につい

て検証が試みられた。 

 

（２）現実上の意義 

 第 1 に、水資源の賦存・利用状況をより正確に把握することは、水資源を合理的に使用

するのに役立つ。中国では、急速な経済発展、人口増加と都市化の進展に伴って、製造業、
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サービス業と家計等の水資源への需要が高まっており、使用者間の水資源の使用にかかわ

る対立も強まりつつある。そこで、本論文では水資源の資産勘定を作成し、水資源の保有

量と各産業の水資源の使用量及び使用状況を調査し解明した。この水資源資産勘定の結果

に基づいて、各産業への用水量の配分、水資源の使用効率の改善、2022 年と 2035 年の節

水目標の実現に向け、数値の根拠を提供することが可能となった。 

 第 2 に、従来のハイブリッド型の産業連関分析手法のみならず、SAM 乗数分析と産業連

関分析を利用して、同じ問題について物的および貨幣的側面からシミュレーションする。

この結果を示せば、より適切な節水政策を提案でき、政策応用上の意義が大きいといえる。

本研究では、2017 年の水 SAM の乗数、2012 年の水使用係数と国際間の水の流出入量等の

定量的な分析を通じて、中国の水資源の使用状況を明らかにした。これにより、中国の水

資源の使用効率の改善と貿易構造の調整に定量的なエビデンスを提供し、中国の深刻な水

資源問題を解決するための新しい視点を示した。 

 

１．４ 研究内容 

 本論文は、主に SEEA-CF の理論と研究方法を用いて、中国の水資源の利用状況を考察

することを意図している。本論文は、以下の 7 章から構成されている。 

 第 1 章：初めに。この章では、問題提起、研究目的、研究の理論的な意義と現実的な意

義、各章の主要な研究内容、本研究の不足点を叙述している。また、研究の背景として、

以下を述べている。増大し続ける人口と急速に発展する経済を支える中国は、近年これま

でにない水資源の制約に直面している。中国がこうした水資源の不足を緩和する措置を講

じるためには、定量的なデータの根拠付けが必要である。SEEA-CF は、物的および貨幣的

な両側面から、このようなデータのエビデンスを提供することが可能であり、本研究は中

国の社会・政策課題にとって重要な意味を持つことが述べられている。 

 第 2 章：先行研究。この章では、中国の環境・経済統合勘定に関する先行研究を整理し

ている。まず、中国の環境・経済統合勘定に関する理論研究と実証分析のサーベイがなさ

れている。次に、水をテーマとした研究について、水資源勘定、水資源の貨幣価値量計算、

水資源資産負債表等をとりあげた。さらに、SUTs から産業連関表を導出する際に用いる技

術仮定に関する先行研究を整理した。最後に、SEEA-CF と中国で実施された環境・経済統

合勘定との関係をまとめた。 

 第 3 章：投入係数を導出する手法の安定性の検討。この章では、商品技術仮定が負の投

入係数をもたらす問題とその解決策を示し、また技術仮定の国際産業連関表への応用につ

いて、具体的な数値例を用いた推計がなされている。この章の前半では、中国の供給・使

用表を用いて商品技術仮定と産業技術仮定の計算結果を比較しつつ、両仮定の課題を明ら

かにした。これらの課題に対して、独自の比例的産出係数を用いて、中国の産業別の供給
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表をアクティビティ別の供給表に転換することにより、商品技術仮定の負の投入係数が発

生する問題を解決した。その結果として、投入係数がより安定していることを示した。後

半では、日中間の国際供給・使用表を作成し、商品技術仮定と混合技術仮定で導出した投

入係数を比較しつつ、混合技術仮定により導出された投入係数が安定していることを示し

た。 

 第 4 章から第 6 章までは、本論文の主要部である。第 4 章では中国の水資源勘定の作成

を試みた。本章では、まず、SEEA-CF のフレームワークに沿って、中国の水資源の現状と

管理に関する統計データを用い、中国の物的水資源勘定と貨幣的水資源勘定の作成手法が

明らかにされている。次に、上記の統計データを用いて、2017 年の物的・貨幣的資産勘定

と汚染物質排出の勘定を作成した。さらに、水資源の貨幣価値量計算について、中国の実

情に照らし、市場価値法と NPV 法を用いて推計を行った。 

 第 5 章：水 SAM の作成及び乗数分析。第 4 章で行った水資源勘定の応用として、経済

勘定系列と水資源の貨幣価値量の社会会計表（水資源 SAM）を作成した。本章では、まず、

2017 年中国産業連関表と中国統計年鑑等の資料を用いて、経済勘定系列を作成した。次に、

経済勘定系列を用いて、一般的な SAM を作成し、地表水・地下水と水環境・資源マージン

を非生産資産として SAM に組み込み、水資源 SAM を推計した。さらに、推計した水資源

SAM を用いて、2017 年の水資源環境調整済みグリーン GDP を試算し、SAM 乗数分析等

を行った。 

 第 6 章：日中間の水移動分析。本章ではまず、中国の輸出入の状況と日中間の商品貿易

の状況を分析し、次に仮想水貿易理論に基づいて水の輸出入量を計算するモデルを説明す

る。第 3 章で独自に作成した日中間の国際供給・使用表をベースに、2012 年の日中間の水

の輸出入量を推計し、その計算結果について分析を行った。 

 第 7 章：まとめ。博士論文全体の内容がまとめられている。 

 

１．５ 本研究の不足 

 本研究で不足している点は、以下の通りである。 

 第一、中国の水統計が十分に整備されていないこともあり、本論文のデータ収集には困

難を極めた。製造業で排出された汚水の再利用に関するデータは、現在の統計資料では取

得が困難であるため、本論文では地表水と地下水だけを対象とし、リターン水の利用を考

慮していない。今後の研究では、リターン水の使用を水資源の資産勘定に取り込みたい。 

 第二、本論文では、NPV 法で水資源ストックの貨幣価値量を計算したが、実際に汚染さ

れた水も同様の貨幣価値で評価しているため、その計算結果は、実際の価値よりも過大評

価されている可能性がある。水質を反映させた水資源の貨幣価値量の試算は今後の課題と

したい。 
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 第三、水使用量のシェアが最も大きい農林水産業は、データの制限で、耕種農業、林業、

漁業、畜産業に及ぶ詳細な分析までは展開していない。また、生活用水について、都市部

と農村部の水資源の使用量と使用構造の差異には本研究で触れていない。特に、耕種農業

にも関わるため、農村部の水資源利用の分析は、今後の課題として取り組んでいく。 

 他に、SEEA-CF の全体に関して、水資源の物的供給・使用表の作成と水の関連環境財・

サービス（EGSS）部分の推計という課題も残されている。また、水資源 SAM と国際供

給・使用表の応用分析は、これから多分野で展開していく。 
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２．先行研究 

 自然環境の水資源の経済価値を焦点に当てて展開した研究をはじめ、水環境汚染、そし

て水資源・水環境の持続可能な開発と利用に至って、中国での水資源に関する研究と、環

境・経済統合勘定の研究が急速に発展されてきた。本論文の研究内容と研究目的に応じて、

本章では、中国での環境・経済統合勘定の理論研究と実証分析、水資源の資産勘定、水資

源の貨幣価値量評価、水資源資産負債表に関する研究のサーヴェイがなされた。また、SUTs

から産業連関表を導出する際に、用いた技術仮定に関する議論が整理された。最後に、

SEEA-CF のフレームワークと中国で展開した環境・経済統合勘定との関係の整理を行った。 

 

２．１ 中国における環境・経済統合勘定の研究現状 

 中国における環境・経済統合勘定に関する研究は、他の国に比べて遅れている。1992 年、

中国の国民経済計算体系（以下は、CSNA）は、社会主義国の MPS 体系（Material Products 

Balance System）から世界で通用されている国民経済計算体系（Systems of National Accounts、

以下、SNA とする）に転換し始めた。2002 年に、中国国家統計局は「中国国民経済核算体

系（2002）」を公表し、CSNA は全般的に SNA に切り替えた。これと同時に、1993 年に国

連による環境・経済統合勘定体系（A System for Integrated Environmental and Economic 

Accounting、以下、SEEA1993 とする）の公表をきっかけに、中国では 1995 年から SEEA1993

の理論的な研究が展開され、2002 年から中国国家環境保護総局8（現在：生態環境部）が水

汚染を含む環境汚染費用の推計事業（以下、CSEEA とする）と中国グリーン GDP 計算

（China Green National Accounting）が盛んになった9。 

 

（１）中国のグリーン GDP研究 

 周知のように、SNA の諸指標では、環境や資源といった非生産資産要素の状況を適切に

反映していない。そして、この歪みが政府の当局者の判断を誤らせ、環境悪化や資源枯渇

を招いたという批判から、中国政府が 2004 年からグリーン GDP を中心に、環境汚染費用

の計算を試みられた。2015 年から、中国では、鉱物、森林と水等の自然資源の資産勘定が

政府事業として展開された。この事業において、自然資源の貨幣価値を推計し、グリーン

GDP 計算に組み入れた。中国では、2004 年からの環境汚染費用だけを対象としたグリー

                                                        
8 中国国家環境保護総局は、2008 年から中華人民共和国環境保護部に昇格し、2018 年 3 月か

ら他の部局に合わせて中華人民共和国生態環境部に組み替えた。本論文では、「生態環境部」

と統一する。 
9 中国では、国内総生産（GDP）から環境費用と資源減耗を控除したものは、グリーン GDP
と呼ばれ、つまり、環境調整済国内総生産である。これに対し、日本は国内純生産（NDP）か

ら帰属環境費用を控除した「環境調整済国内純生産」（Eco Domestic Product）と呼ばれ、一般

には「グリーン GDP」と呼ばれることがある． 
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ン GDP をグリーン GDP1.0 と呼ばれ、環境汚染費用と自然資源の貨幣価値を対象とした

グリーン GDP 計算がグリーン GDP2.0 と呼ばれている。 

 しかし、このグリーン GDP 計算自身が限界ある。例えば、グリーン GDP1.0 について、

環境汚染帰属費用の計算手法が、国際上で統一でなく、環境劣化費用を適切な計算方法が

確立されなければ、グリーン GDP の国際比較は無意味だと思われる。経済指標としての

「持続可能な所得」は、必ずしも環境や資源の「持続可能性」を保証するものではない。

グリーン GDP2.0 において、自然資源の貨幣価値量は、形式的に「価格×数量」で計算さ

れている。対象とされた自然資源について、現実の市場で取引されたものと、現実の市場

が存在しなくて、仮定によって価格をしたものとは、全く異なるクオリティーなものかも

しれない。自然資源の貨幣価値量を計算する際に用いた正味現在価値法（Net Present Value 

Approach、以下、NPV 法と略称する）は、価格と割引率の水準の変化によって、計算の結

果を大きく影響することもありうる。 

 中国の実経験より、グリーン GDP 計算が中国での適用には、以下の三つの問題があげら

れる。第１は、統計データの制限である。経済統計に対して、環境統計の整備は極めて遅

れている。中国の環境統計において、自然環境に関する取引、例えば、環境税、環境補助

金、資源レント、経済成長の外部不経済などのデータがまだ未整備である。 

 第 2 は、環境と自然資源いかに正確に価格をつけることである。最新の「中国国民経済

計算 2016」において、基本的に市場価値法、再取得原価法と NPV 法を用いて、自然資源

の貨幣価値量を計算する10。環境コストの計算は指定されていないが、環境汚染物質を全

て処理して、自然環境が汚染される前の状況に戻る帰属環境費用、あるいは環境汚染によ

る被害コストを用いて評価する。いかなる手法を用いて同じ基準で、自然資源の貨幣価値

を推計することは、中国におけるグリーン GDP 計算の長期的な難点である。 

 第 3 は、地方政府が政策面で消極的である。現在の中国において、GDP 総量と経済成長

率は依然として、マクロ経済管理の重要な目標であり、各級地方政府の業績を評価する根

拠とされている。グリーン GDP は経済発展の過程での資源減耗、環境費用を差し引くた

め、GDP 総量と経済成長率を低下させることには間違いない。これは、地方政府が経済発

展を促進する自信と当局者の積極性を損ない、政府関係者がグリーン GDP に言及したく

ないほどの抵抗を見られる。 

 

（２）環境経済総合勘定の研究状況 

①環境・経済統合勘定の発展過程 

 国連が 1993 年に国民経済計算体系（SNA1993）に付属される SEEA1993 を発表して以

来、環境・経済統合勘定の実施状況と理論研究の最新結果を踏まえて、2000 年、2003 年と

                                                        
10 国家統計局（2017）、62 頁． 
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2014 年に、前のバージョンの改訂版として SEEA2000、SEEA2003、および SEEA-CF が公

表された。各バージョンの SEEA は、環境・経済統合勘定の実証分析の実績と最新の理論

研究を結び付けると同時に、それぞれの構成内容が変化している。各バージョンの SEEA

の位置付けと主要内容の変化を図 2-1 に示す。SEEA は、勘定枠組みの構築から、応用ガイ

ド及び環境政策を唱えるアプローチ、そして、理論研究が深まりながら独自な勘定体系を

提出し、現在に国際の共通基準として各国に勧めるという四つの段階を経っている。 

 

図 2-1 国連の SEEAの発展過程 

 

出所：筆者作成。 

 

 SEEA は環境・経済統合勘定の作成を目標として、どのような環境と視点を計算対象と

なるかを重点的に検討し、計算内容に応じて、計算のフレームワークと計算の方法の如何

に設定すれば、計算の結果の客観性と正確さを確保できるかの方法を研究する。各バージ

ョンの SEEA は、中国で提起された環境・経済統合勘定研究の前提となり、環境資産勘定

の基本的な概念を理解し、勘定のフレームワークを提供している。 

 

②中国での環境・経済統合勘定の理論研究 

 1990 年代以来、中国における SEEA をテーマとした研究は数多く存在している（表 2-

1）。その中、最初の自然資源の利用をめぐる研究は、1989 年賈芝錫が発表した「開展自然

資源経済問題研究」に遡及できる11。1990 年代の前半から、ノルウェー、スウェーデン、

                                                        
11 賈（1989）は、資源問題、人口問題と環境問題は現代人類が直面する三つの重要な課題で

あるため、中国は自然資源の貨幣価値に基づいて、自然資源と経済学を統合して分析する理論

体系を作るべきと提唱した。 

理論根拠を提供

枠組みを構築

資源勘定体系の導

応用手順を明確

環境政策を唱える

独自な勘定体系

多様な手法を提示

国際共通の標準

概念と対象範囲を

修正

SEEA1993 SEEA2000 SEEA2003 SEEA-CF
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フィンランドなどの北欧諸国の経験を参考にして、森林・鉱物資源等の自然資源が経済発

展との関係に関する研究が開始された12。 

 90 年代の後半では、自然資源の貨幣価値量評価を CSNA に取り組む研究が盛んになっ

た。李（1996）は、自然資源の勘定に関する理論と方法を研究した。高・谷（1998）は、

自然資源の資産勘定を CSNA に組み入れる必要性と実現可能性を分析した。さらに、陳

（1999）は、SEEA1993 に基づいて、中国の自然資源の貨幣価値と環境費用の計算に関す

る理論を分析し、環境勘定を CSNA に組み入れるモデルを提出した。 

 

表 2-1 2000年以来中国における環境・経済統合勘定の主な理論研究13 

 

出所：筆者作成。 

                                                        
12 代表的な研究は、孔（1991）「ノルウェーの自然資源与環境核算」、孔（1994）「スウェーデ

ン、フィンランド森林資源与環境核算考察報告」等があげられる。 
13 表の中、論文の著者とタイトルのみ中国語のままで表記する。 

年 機構・研究者 研究内容

1998～2001 国家統計局 中国、ノルウェーの環境統計及び分析プロジェクト

2000～2003 生態環境部 中国で環境汚染損失の評価方法に関する研究

生態環境部 環境サテライト勘定の作成案に関する研究

张建华 绿色GDP与EDP辨析

李金昌 价值核算是环境核算的关键

2003 中国国務院 「中国国民経済核算体系（2002）」の中に、自然資源実物量勘定表を新たに設置

张　颖 绿色GDP核算的理论与方法

王德发・萧永定 上海市工业绿色增加值的试算极其与传统意义上的增加值的比较

中国环境经济核算技术指南

中国绿色国民经济核算研究报告（2004）

2006 雷　明 中国绿色社会核算矩阵（GSAM）研究

2007～2011 廖明球 グリーンGDPの産業連関分析モデルに関する研究

2008 李金华 中国国民经济核算体系的扩展与延伸

2010～2011 雷　明 中国资源经济环境绿色核算及综合分析

2012 徐渤海 中国环境经济核算体系（CSEEA）研究

陈红蕊 编制自然资源资产负债表的意义及探索

周四军 地区能源—环境社会核算矩阵SAM设计研究

何　静 环境经济核算的最新国际规范——SEEA2012中心框架简介

徐渤海 环境综合质量指标体系的构建及应用

中国国務院 自然資源資産負債表を試作する事業

高敏雪 《环境经济核算体系(2012)》发布对实施环境经济核算的意义

胡文龙 中国自然资源资产负债表框架体系研究

黄溶冰 自然资源核算——从账户到资产负债表:演进与启示

吴　琼 EGSS统计框架:有效测量环保产业发展

高敏雪 扩展的自然资源核算——以自然资源资产负债表为重点

孔含笑 关于自然资源核算的研究进展与争议问题

2017 姚利辉 基于SEEA-2012的综合绿色GDP核算体系构建研究――以湖南省为例

2018 高敏雪
在SNA-SEEA-SEEA/EEA链条上认识生态系统核算――《实验性生态系统核算》文本

解析和延伸探讨

国家統計局
生態環境部

2004～2006

2014

2015

2016

2002

2004
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 2000 年、世界銀行の協力を得て、生態環境部がリーダーとして、中国は環境汚染損失の

評価方法と環境コストの評価モデルを確立した。李（2002）は、貨幣価値量評価は環境・

経済統合勘定の核心的な内容であると唱え、NPV 法を用いて土地資源の貨幣価値量を計算

する手法を提示した。2002 年から、生態環境部と国家統計局のもとで、中国環境規画院、

生態環境部、中国人民大学等複数機関が協力して、SEEA1993 の理論と研究方法に基づい

て、中国の緑色国民経済核算体系（CSEEA）の設立研究を発足し、「中国緑色国民経済核算

体系フレームワーク」、「中国緑色国民経済核算報告」、「中国緑色国民経済核算ソフトウェ

アシステム」、「中国環境経済核算テクニカルガイド」等の一連の研究成果を発表した14。 

 2003 年に SEEA2003 が公表されてから、中国は、SEEA2003 の基本概念、勘定の形式、

貨幣価値量の評価方法等に沿って、森林、水、環境汚染および環境保護に関する環境サテ

ライト勘定の作成がなされた15。2004 年から、SEEA2003 のフレームワークに基づいて、

中国の緑色国民経済計算体系を確立する国際シンポジウムが開催、グリーン GDP を研究

する共同課題チームが設立された。研究の一部として、王・蕭（2004）は、SEEA2003 に基

づく中国計算式を創案し、上海で実施される環境統計、能源統計と産業連関表を結び付け

て、中国での国民経済計算体系と SEEA2003 を接続する発想を提出した。 

 2005 年、中国国家発展改革委員会マクロ経済研究院は、グリーン GDP が環境、資源と

生態系を含むことを明確し、中国のグリーン GDP 計算の枠組みと推計方法を検討した。こ

れは、国の政策機関が初めに環境・経済統合勘定体系を取り組んで、2015 年以降の自然資

源資産負債表を作成する政策につながる16。雷・李（2006）は、中国のグリーン社会会計行

列（Green Social Accounting Matrix）を構築し、環境勘定の枠組み、グリーン GDP と福祉指

標の測定に修正方法を提出し、1997 年の GSAM の編制を試みた。高・許等（2007）は、海

外の研究成果を整理した上で、環境・経済勘定が中国に適用する際に、理論根拠と推計方

法論対する注意すべく問題点を洗い出して、対処の方法を検討した。 

同時期に、王等（2006）は、資源消耗と環境負荷の新しい評価方式として、中国 GDP に基

づいた中国の環境資源ジニ係数の定義と推計方法を提案し、2002 年の環境資源ジニ係数を

試算した。 

 李（2008）は、国連の SNA、SEEA と社会と人口統計を比較した上で、CSNA を拡張す

る構想とその理論的な根拠を提示した。李（2008）は、中国のより広範な国民経済計算体

系を構築し、環境、資源及びそれらに関連経済活動の成果を計算できるような SAM とサ

テライト勘定を設計した。同時期に、過・於等（2009）は環境汚染コストの評価理論と評

価モデル、馮（2009）は環境・資源の貨幣価値量の計算方法及び有効的な管理方法の研究

                                                        
14 これ以外、2006~2008 まで、国家環境保護総局（現在：生態環境部）・国家統計局(2006)、
王・高等(2006)が成果物として公表されている。 
15 高（2015）、50 頁． 
16 国家発展改革委員会マクロ経済研究院課題組（2005）、32～33 頁を参照。 
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を進められた。廖（2009）は、グリーン GDP 産業連関分析モデルを提出した。このモデル

は、産業連関表を用いてグリーン GDP を計算するとともに、環境・経済統合勘定の結果も

活用できると評価された。徐（2012）は、CSEEA と SEEA2003 および SNA2008 との関係

を整理し、SEEA2003 に沿った中国の環境経済勘定のフレームワーク、勘定対象及び経済

内容を提案し、時系列の環境汚染のコストと自然資源の貨幣価値量を試算した。 

 SEEA-CF が公表された以来、中国における環境経済勘定の研究がさらに進められた。何

（2014）は、SEEA-CF のあらすじを紹介し、中国において、SEEA-CF が環境資産の管理、

環境劣化の緩和、環境に関わる経済政策の策定に役立ち、最終的に環境・経済と社会が調

和のとれた持続可能な発展の実現に役に立つと唱えた。邱（2014）は、中国が SEEA-CF に

基づく環境・経済勘定の作成は、先行国の経験を参考にしながら、中国の実際状況に応じ

る必要があると唱えた。物量の自然資源の資産勘定をはじめ、中国の自然資源と環境資産

の保有量を明らかにするのは第一歩である。そのあと、経験を積んで、基礎統計と推計方

法などを改善して、自然資源と環境資産の貨幣価値量を推計する。最後に、これらの資産

の勘定結果が、マクロ経済政策を作成する際のデータ根拠として活用することを提唱した。 

 高（2015）は、SEEA-CF が環境管理で用いられる「Pressure-State-Response （P-S-R）」モ

デルの考え方を現れ、持続可能な発展が実現できるに優れる方法であると述べた。SEEA-

CF は SNA と整合して、従来の「経済のみを見る、環境を無視する」から「経済の視点か

ら環境と経済を見る」に切り替え、フレームワークに柔軟性があり、中国に適用する可能

性が高いと評価した。また、この時期に、自然資源の資産負債表と自然資源の貨幣価値量

の推計方法に関する理論研究も多くなされている。 

 姚（2017）は、SEEA-CF に基づいて、環境、自然資源と生態系サービスを国民経済計算

体系に組み入れ、「綜合グリーン GDP」を推計した。「綜合グリーン GDP」は、NPV 法等

を用いて、環境・自然資源と生態系サービスの物的な指標を貨幣価値に換算した。さらに

これらの貨幣価値を CSNA に接続して、CSNA の推計結果を自然資源、環境と生態系サー

ビスの貨幣価値で調整し、社会の持続可能性の指標として評価された。 

 総じていえば、CSEEA をはじめとした中国の環境・経済勘定は、自然資源、環境汚染、

環境保全等が含まれて、SEEA-CF に移行する際の過渡的勘定体系である。これから、自然

資源と環境資産の貨幣価値を推定する手法の確立や、海外要素の影響を如何に捉えるかを

検討する必要がある。また、CSNA と SNA2008、さらには SEEA-CF との関係を明らかに

することが求められる。 

 

 一方、日本における SEEA-CF に関する研究について、牧野（2014）は、SEEA-CF を構

成する供給・使用表、資産勘定、勘定系列、機能勘定の中身と四つの勘定表の関係を整理

した。SUTs を作成する際に、「市場生産」と「自己勘定生産」を分けて、財・産業によっ

て貨幣的な記録と物的な記録に差があることを留意すべきある。また、SUTs と資産勘定を
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作成する際、実施の可能性及び統計上の必要性を考えたうえ、勘定表の種類と推計の対象

を検討すべきと唱えた。 

 茂野（2014）は、SEEA-CF と SEEA2003 を比較しながら、SEEA-CF の枠組みを説明し

た。日本の政策需要と統計の整備状況に応じて、優先順位を付けて、勘定系列と SUTs を

推計し、日本の特徴が反映できるような表が求められている。また、日本において、資源

レントを計算する方法などの課題が残されていると指摘した。 

 

③中国での環境経済統合勘定の応用研究 

 20 世紀 80 年代、中国は自然資源の貨幣価値量を計算する研究が始まった。90 年度後半

までは、海外で展開した研究と計算経験をフォローし、中国に適する計算方法を検討した。

2000 年、世界銀行の協力を得て生態環境部は、環境コストモデルを用いて、山東省烟台市

と福建省三明市で環境汚染による経済損失を推計した。2002 年、国家統計局は CSNA を、

汚染物質排出の物量データ統計表を作成し、鉱産物・土地・水・森林資源の物量記録表を

増加し、エネルギー資源の資産勘定を作成するように改定した。これは中国の環境・経済

統合勘定の基礎を定めたと評価された17。 

 2004 年、生態環境部は国家統計局等の研究機構に協力して、10 地域で実験的にグリーン

GDP を推計して、最終の研究成果として「中国環境経済核算研究報告 2004」を出版した。

その後、中国環境規画院は、2004 年の推計結果に基づいて、推計対象の範囲を広げ、推計

方法を改善し、2004～2012年の中国グリーンGDPを計算し、「中国環境経済核算研究報告」

を作成した18。 

 SEEA1993 に基づいた実証分析は、以下である。雷（1998）は、SEEA1993 に基づいて、

1992 年の中国グリーン GDP を計算し、雷（1999、2000）は、1995 年の中国環境・経済統

合勘定体系を構築し、1995 年のグリーンを推計した。王（2001）は、SEEA1993 のフレー

ムワークと中国の実際の統計状況を結び付けて、環境と資源の勘定系列を設計し、北京市

の資源減耗費用と環境コストを計算した。趙・孫等（2004）は、市場価値法、収益還元法、

機会費用法等の方法を用いて、吉林省の自然資源減耗額と環境コストを推計し、2010 年の

吉林省のグリーン GDP は GDP 総額の約 6%を低下したと指摘した。徐（2006）は、海南省

の 2004 年の自然資源減耗額が GDP の 24%を占めて、グリーンの控除項目の合計が GDP

の 27.5%も占め、自然資源の利用効率が極めて低いと指摘した。宋（2006）は、2003 年に、

江蘇省は少なくとも 8%の GDP が環境汚染と自然資源減耗の対償であると推計した。 

 SEEA2003 の実証分析は、中国の各省・市レベルで多く展開されている。陳・卜（2007）

は、環境劣化コスト、自然資源減耗と生態系コストをグリーン GDP の費用項目とし、コス

                                                        
17 周（2010）、12～14 頁を参照． 
18 捜狐網「从 1.0 到 2.0：绿色 GDP 十年研究」、 2020/08/18 にアクセス.
（http://roll.sohu.com/20150429/n412082965.shtml） 

http://roll.sohu.com/20150429/n412082965.shtml
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ト費用法、収益還元法等を用いて、環境と資源の貨幣価値を推計した。2004 年の江蘇省の

GDP 総額の 8.44%が資源と環境を犠牲にして取得したと指摘された。李・康等（2007）は、

2002～2005 年の成都市のグリーン GDP を計算して、グリーン GDP の成長速度が GDP の

成長速度を上回ることが判明した。 

 呂（2010）は、雲南省の環境情報と土地資源の実際状況に基づいて、SEEA2003 の計算

方法を調整し、2009 年雲南省の土地資源の劣化コストと土地資源の貨幣価値を推計した。

楊・李（2010）は、環境劣化コストと環境汚染による経済損失に基づいた評価体系を構築

した。楊・李（2010）は、2000～2005 年の山東省の大気汚染と水汚染による経済損失は GDP

の 1.8%~2.9%を占めて、山東省の環境劣化コストに基づく損失総額は汚染による損失総額

をはるかに下回ることが判明した。彭（2013）は、2008～2010 年の浙江省の環境と自然資

源の物的な統計データを用いて、浙江省の工業汚染による環境劣化と自然資源の減耗コス

トを推計し、彭（2014）は、NPV 法を用いて、2010 年末の自然資源ストックの貨幣価値を

推計した。楊（2014）は、江蘇省 1999－2010 年の自然資源減耗額、環境汚染による経済損

失とグリーン GDP を推計し、グリーン GDP は GPD の 85%に占めて、経済発展がエネル

ギー資源への依存度が高いことを分析した。2004 年から自然資源減耗額と環境汚染による

経済損失が GDP に占める割合が減少し、グリーン GDP が GDP に占める割合が上昇し、

環境と自然資源の使用効率が改善したことを示唆した。 

 SEEA-CF の実証分析は理論研究より少なく、自然資源の資産勘定を中心に展開されてい

る。馮・高等（2015）は、環境汚染物質の排出勘定表と環境質量の綜合評価体系を構築し、

2010 年の浙江省湖州市に応用した。この排出勘定表と綜合評価体系は、環境政策を策定す

るエビデンスとなり、政府機関の業績を考察する根拠として活用すると勧められた。姚

（2017）は、2004～2013 年湖南省の綜合グリーン GDP を推計した。湖南省は、グリーン

GDP が GDP に占める割合が増加して、綜合グリーン GDP が対 GDP の比が減少してきた

ことから、湖南省では自然資源の減耗速度が経済発展速度を下回るものの、生態系サービ

スがほぼ改善されていないと推測された。他に、水資源に関連する環境経済勘定の研究は、

孫（2017）は、三亜市の 2013～2015 年の物的な水資源の資産負債表を作成した。 

 

２．２ 中国の水資源に関する研究 

（１）SEEA-Waterと SEEA-CF研究状況 

 中国では、水資源の環境・経済統合勘定に入る前に、水資源が生産資産とした経済価値

の計算を中心に研究が展開された。数十年来、「中国は土地が広くて物が豊富です」の宣伝

の影響を受けて、1980 年代末までは、水資源はずっと“いくら取っても尽きない、いくら

使っても尽きない”という認識で深く心に根ついた。しかし、80 年代末から水資源の不足

や水環境の汚染が目立ち始め、水資源が希少かつ貴重であることが意識されるようになっ
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た。そのあと、水資源の有償使用制度が創立され、水資源の資産化管理の段階に入って、

水資源資産の計算を中心とした水資源勘定が展開されてきた。 

 李（1988）は、中国で水資源の計算活動を展開し、非生産資産として国民経済計算体系

に組み入れることを提案した。朱（1989）は、地下水資源について、資産勘定の必要性を

唱え、地下水資源の価格決定原理と計算方法を検討した。約 10 年後、沈（1998）は、水資

源資産をした。その定義によると、水資源資産とは、現在の技術を通じて水が取得でき、

使用者に経済効果をもたらし、その経済効果を定量的に計算可能な水資源のことである。

この定義は後の水資源資産負債表の研究にも影響を与えた。 

 2006 年に水に関する環境・経済統合勘定（System of Environmental-Economic Accounting 

for Water、以下、SEEA-Water と略称する）が公表された以来、甘・高（2008）は、水に関

する環境・経済統合勘定に意義を明らかにし、中国における水資産勘定の計算内容、計算

指標及び問題点をまとめた。SEEA-Water の実証分析として、簡等（2016）は、張掖市 2010

－2014 年の実物型水資源勘定表を作成し、この実物量に基づいて貨幣価値量計算を行った。

しかし、貨幣価値量の計算方法では、SEEA で提示された NPV 法が利用されなかった。一

方で、この研究は、孫（2017）、唐等（2020）などにとって、水資源資産負債表を作成し研

究する際に理論的な基礎となった。 

 

（２）水資源資産負債表の研究状況 

 2014 年に、中国国務院より「水資源資産負債表」の作成を指示されて以降、甘・汪等（2014）

は、国内外の水環境と水資源の資産勘定の研究の結果を整理し、中国で表を作成する必要

な事前準備事項、水資源資産負債表の基本的な考え方などの作成するに当たり主要な問題

とチャレンジを提出した。この後、水資源資産負債表に関する研究が盛んになり、表の作

成について、統計的なアプローチと会計的なアプローチに分かれている。胡・史（2015）、

高（2016）は、統計的なアプローチの代表であり、SEEA 体系の基本原理に従い、「水資源

由来＝水資源使用」のバランスを保持しながら、地表水、地下水ごとに記載するロジック

に基づいて、マクロ的な観点から水資源資産負債表を作成すると主張した。張・劉等（2014）、

封・楊等（2015）は、会計的なアプローチの代表者であり、企業のバランスシートを参考

に、「資産＝負債＋純資産」というロジックに基づいて、水資源資産負債表を作成すると主

張した。このアプローチを支持する研究者は、さまざまな観点から水資源負債について議

論した。この影響を受け、統計的なアプローチを支持する研究者の中でも、SEEA-CF に存

在しない水資源負債を追加し水資源の勘定表を作成する者も出てきた。だたし、中国では、

先に実物量の勘定表を作成してから貨幣価値量に換算することが共通認識となっている。 
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（３）先行研究成果の整理 

 中国の環境・経済統合勘定の理論研究と実証分析をまとめると、環境・経済統合勘定が

公表された日から、それに関連する理論研究は急速な発展を遂げた。SEEA-CF は中国での

全国レベルの応用が見当たらず、データ制限と統計体系の影響を受けて、グリーン GDP 計

算と自然資源の資産勘定の両側面で展開されている。産業連関表と SAM に接続して分析

は散見されるが、物的供給・使用表の作成は遅れている。水資源に関する研究は、水質汚

染の環境費用の推計から徐々に水資源の資産勘定に移行してきた。現在、中国で展開した

水資源に関する環境・経済勘定は、主に水資源資産負債表を通じた水資源の資産勘定、水

資源の負債の定義と推計方法、グリーン GDP 計算の側面で展開されている。地域レベルの

水資源の利用状況分析と水資源の持続可能な利用の側面で、これらの研究は理論的意義と

現実的意義を持っているが、中国の実際状況から見れば、いくつかの問題が残されている。 

 第一に、研究対象の区域から見ると、現在の水資源資産負債表の作成と水資源使用に関

する研究は、主に北部の水不足の地域または河川の流域に集中している。南部の水資源が

豊富な地区の研究は少なく、全国レベルでの研究は見当たらなかった。 

 第二に、既存の水資源の資産勘定の研究は、製造業やサービスの水資源の使用量が把握

できたが、輸出入の影響が勘定表自体では考慮していない。商品貿易額が大きい中国にと

って、輸出入された商品に使用された水資源を考慮しないと、水資源の使用量を正確に評

価できない。 

 第三に、水資源の使用量の分析について、産業連関表用いたハイブリッド型分析が多く

て、貨幣価値量での分析は稀である。産業連関分析モデルを用いた分析に比べて、SAM を

用いたハイブリッド型分析は少ない。環境・経済統合勘定の大部分は、グリーン GDP の推

計に留まって、水資源の使用が各産業と制度部門に及ぼす影響を分析する例は見当たらな

い。 

 

２．３ SUT体系の導入に関する研究 

 環境の産業連関分析には、投入係数が一つの鍵である。商品技術仮定を用いて供給・使

用表による産業連関表を作成する際に、いかなる手法を適用すれば投入係数の安定性を確

保できるのかについて、多くの研究者がこのテーマを取り組んでいる。 

 中国では直接分解法で産業連関表を作成しているが、欧米諸国では、1970 年代以降 SNA

方式で、即ち、まず供給表（Supply Table、従来、「産業別商品産出表」と呼ばれている V

表を転置した形で表し、以下は S 表）及び使用表（Use Table、従来、「産業別商品使用表」

と呼ばれている、以下は U 表）を作成し、両表から商品技術仮定または産業技術仮定を用

いて、「商品×商品」の対称産業連関表（Symmetrical Input-Output Tables、以下は商品型 SIOT）

を作成する。1968SNA には、「UV 表法」の仮定と推計方式が記述され、1993SNA では、
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一次統計調査と産業連関表との統計概念の整合性を重視しながら、SUTs からの 4 つの技

術仮定による対称型産業連関表の推計方法が提示された。これらの方法は、商品型 SIOT と

産業型 SIOT を導出できるため、極めて現実的な方法と評価されている。 

 中間投入マトリックスの推計方法については、直接分解法と 4 つの技術仮定の他、混合

技術仮定と代表的なものとして Almon（2000）による推計方法があげられる。商品型 SIOT

を求める際に、最も望ましいのは商品技術仮定と混合技術仮定である19。商品技術仮定は、

最も精度が高い推計方法として知られているものの、中間投入マトリックスの列和と U 表

の列和は一致せず、負の投入係数が出るため、その対処が求められる。 

 この負の投入係数への対処について、主に商品技術仮定を使用し、段階的な手順によっ

て負の投入計数が発生しないように工夫を施した Almon（2000）での推計方法や副産物の

比によって再分離する方法等もある。Konijn(1995)は、V 表と U 表を矩形化し一般逆行列

を利用して、商品分類からアクティビティ分類へ変換すると同時に、負の投入係数を除去

する手法を提示した。Eurostat (2008)と大森(2013)は、各産業の主産物には商品技術仮定を、

副産物には産業技術仮定を適用し、それらの推計結果を統合して X 表を作成する混合技術

仮定を提案した。清水・宮川(2008)は、SUTs から副次的生産物を分離することは有効であ

ると述べたが、実際の応用までには至っていない。櫻本(2012)は SUTs の計数を修正するこ

とにより、負の投入係数を除去することを推奨した。張(2002)は、産業連関表の行列を増や

して副産物を主産物から分離する方式で除去することを提案した。 

 

２．４ CSEEAと SEEA-CFの関係 

 CSEEA は、環境汚染物質の物量計算の結果に基づいて、汚染の環境費用を推計し、グ

リーン GDP を推計する。表 2-2 は CSEEA の詳細な環汚染物質の物量計算表と SEEA-CF

との対応関係を示している。CSEEA は、SEEA-CF の環境汚染物質排出勘定（マテリア

ル・フロー勘定）の一部にしか対応しない。 

 以下、SEEA-CF に含まれる供給・使用表、機能勘定、資産勘定、経済勘定系列につい

て、中国の統計資料、CSEEA、CSNA と比較しながら、対応関係を解明すると同時に、各

部分の推計に用いる中国の統計資料を示す20。 

 

                                                        
19 混合技術仮定について、詳細は、福井(1987)、20 頁を参照． 
20 機能勘定は、環境目的で実行された経済活動に関する情報を記録するものであり、環境保

護支出勘定（EPEA）と環境財・サービス（EGSS）統計の 2 種類からなる。EPEA は、経済全

体において生産された「環境保護に特化したサービス」の産出に関する情報と、居住者の「環

境保護のためのすべての財・サービス」に対する支出に関する情報を提供している。EGSS
は、「供給」の視点から環境活動を考慮するものであり、「環境財・サービスの生産」に関する

情報を表示しており、すべての「環境財・サービス」の生産者で構成されている。それ故、環

境保護と資源管理を目的として生産、設計及び製造された生産物はすべて EGSS の範囲内に含

まれる。 



 

22 
 

表 2-2中国環境経済計算試用表の内訳 

 
出所：王・高等（2006）の付表資料より、筆者が作成。 

 

（１）SEEA-CFと中国統計との対応関係 

①供給・使用表（SUT） 

 SEEA-CF における SUT には、貨幣的供給・使用表（MSUT）と物的供給・使用表（PSUT)

が存在し、各種の自然投入、生産物、残留物が記録される。PSUT には、水、エネルギー、

マテリアル・フローという 3 つのサブ勘定が設けられている。また、産業分類として国際

標準産業分類（ISIC）、生産物分類として中央生産物分類（CPC）が適用されている。 

 CSNA では、産業分類が国際標準産業分類を基準とした「国民経済産業分類」を、生産

物分類が「統計用産品分類目録」が用いられる。また、産業連関表には、2017 年から S 表

と U 表が存在している。2017 年以前の MSUT は、表 2-3 に示す資料を用いて作成するこ

と可能であろう。PSUT については、エネルギー勘定のみが一部までに推計できるが、利

用可能な残留物のデータが取れない等の課題が散見される。 

 

表 2-3 SUTの勘定及び表と中国の統計資料 

 

注：筆者作成。 

 

  

物量計算表 CSEEAとの関係 SEEA-CFとの関係

部門別水汚染物質物量計算表

地域別水汚染物質物量計算表

部門別大気汚染物質物量計算表

地域別大気汚染物質物量計算表

部門別工業廃棄物物量計算表

地域別工業廃棄物物量計算表

地域別生活廃棄物物量計算表

水質汚染物質計算
水への排出に関連する経済単位の排出
勘定（3.6.4）

大気汚染物質計算 大気汚染物質の排出勘定（3.6.3）

固体廃棄物計算 固体廃棄物勘定（3.6.5）

勘定及び表 サブ表 統計資料

貨幣的SUT 中国投入産出表
中国統計年鑑　税務年鑑

マテリアル・フローPSUT
国土資源年鑑

環境年鑑
環境統計年鑑等

水資源PSUT 2008年経済センサス

水利年鑑　中国水資源公告

エネルギー資源PSUT
国土資源年鑑
電力統計年鑑

能源統計年鑑　鉱業年鑑

物的SUT
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②資産勘定 

 SEEA-CF における資産勘定は、期首および期末の環境資産のストックと変動とを記録

するものであり、物的勘定と貨幣的勘定が存在する。物的資産勘定には、鉱物・エネルギ

ー資源、土地資源、土壌資源、森林資源、水産資源、その他の生物資源、水資源の 7 つの

サブ勘定が設けられている。他方、貨幣的勘定では物的勘定に対応して同様な 7 つの勘定

が存在し、期首ストック、ストックの増加、ストックの減少、期末ストックの他、価格の

変更による資産価値の変更を示す価値量再評価の部分が加えられている21。 

 中国の自然資源の資産勘定では、自然資源資産負債表を基に、期首の資産負債表に期間

内の資産変化を加えて、期末の資産ストックを計算する。推計期間の資産変化は、非金融

資及び金融資産投資、その他の原因による物量変化と価値量再評価から構成される。 

 自然資源を開発利用するための資金と考えられるため、非金融及び金融資産投資の情報

は、資金循環表から得られる。また、その他の原因による物量変化は、外生的な原因によ

りストックが変化することを意味しており、新しい資源の発見、自然資源の自然成長、地

震などの自然災害あるいは戦争などによる損失、無償没収、分類の変更による資産価値変

化等を含む。価値量再評価では、価格の変更による資産価値の変更を示しており、中国で

「重估価」と呼ばれている22。自然資源の物的資産勘定の推計にあたって、表 2-4 に示す統

計資料が利用できる。 

 

表 2-4 資産勘定と中国の統計資料 

 
注：SEEA-CF の勘定及び表と中国の統計資料をまとめ、筆者が作成。 

 

  

                                                        
21 ストックの増加には、ストックの成長、新規ストックの発見、再査定による上方修正、分

類の変更が含まれる。また、ストックの減少には、採取、ストックの通常減少、破壊と災害に

よる損失、再査定による下方修正、分類の変更が対象とされる。 
22 高（2013）、pp183‐185。 

勘定及び表 サブ勘定 統計資料

鉱産物・
エネルギー資源勘定

国土資源年鑑　工業統計年鑑　鉱業年鑑
　能源統計年鑑　電力年鑑

土地資源勘定 国土資源年鑑　農業年鑑　中国環境年鑑

土壌資源勘定 なし

森林資源勘定 中国環境年鑑　農業年鑑　林業統計年鑑

水産資源勘定 国土資源年鑑　農業年鑑

他の生物資源勘定 中国環境年鑑　農業年鑑　林業統計年鑑

水資源勘定 中国水資源公告　水利年鑑　中国環境年鑑

物的資産勘定
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③経済勘定系列 

 SEEA-CF における経済勘定系列は、貨幣単位で制度部門別に付加価値の流れが示され

ている。SEEA-CF では、天然資源の採取に対するレント、環境税、環境補助金及び環境

援助の支払など、環境に関連するフローとストックを記録しており、SNA と同様に生産勘

定、所得の分配・使用勘定と資本勘定から構成され、所得の分配・使用勘定が所得の発生

勘定、第一次所得の配分勘定、第二次所得の分配勘定、可処分所得の使用勘定を含む。

SEEA-CF の経済勘定系列のバランス項目は、SNA のバランス項目と異なり、「環境調整

済」のバランス項目を用いる。「環境調整済」のバランス項目は、固定資本減耗を除いた後

の純バランス項目と集計値から、さらに天然資源の枯渇・減耗を除いたものである23。表

2-5 は、SEEA-CF の経済勘定系列のバランス項目と集計値を計算するのに利用できる中国

の統計資料をまとめた表である。 

 

 表 2-5 経済勘定系列と中国の統計資料 

 

注：SEEA-CF の勘定及び表と中国の統計資料をまとめ、筆者が作成。 

 

 表 2-5 の各勘定項目について計算の手順を簡単に述べよう。最初の経済勘定系列は生産

勘定であり、貨幣的 SUT の産出項目から、中間消費を引くことによりバランス項目であ

る付加価値を算出する。各産業の付加価値を合計して粗付加価値となり、固定資本減耗を

粗付加価値から控除して、純付加価値となる。ここまでの計算は SNA と異なることがな

く、この純付加価値が SNA では国内純生産となる。さらに、この純付加価値から天然資

                                                        
23 天然資源枯渇・減耗は、物的には、経済単位が資源再生能力を超える程天然資源を採取し

たために、ある会計期間にわたって天然資源のストックが減少したことである。SNA ではそ

の他の資産量変動勘定に含まれるが、SEEA-CF では所得から差し引かれる費用とみなされ

る。 

勘定及び表 記録内容 バランス項目/集計値 統計資料

産出 国内総産出

中間消費 粗付加価値

固定資本減耗 純付加価値

天然資源枯渇・減耗 環境調整済純付加価値

雇用者報酬（支払） 粗営業余剰

税と補助金 純営業余剰

固定資本減耗

天然資源枯渇・減耗

雇用者報酬（受取） 第一次所得バランス

税と補助金

財産所得

純可処分所得

環境調整済純可処分所得

純貯蓄

環境調整済純貯蓄

資本勘定 生産資産・非生産資産の取得 純貸出/ 借入

投入産出表
中国統計年鑑
国土資源年鑑
環境年鑑等

環境調整済純営業余剰

環境調整済第一次所得バランス

生産勘定

第一次所得の配分勘定

第二次所得の分配勘定 経常移転

可処分所得の使用勘定 最終消費支出

所得の発生勘定
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源の枯渇・減耗を控除すると、環境調整済国内純生産の値が得られる。中国における「投

入産出表」と「中国統計年鑑」の「国民経済計算」部分のデータを用いて、総付加価値と

純付加価値を計算し、同年の「環境年鑑」と「国土資源年鑑」に基づいて計算した年間の

自然資源資産の減耗量と環境汚染の価値量を差し引けば、環境調整済国内純生産が得られ

る。 

 所得の分配・使用勘定には、付加価値、並びに税、補助金、利子、レント、環境援助、

その他の所得などのフローに関する情報が記録されている。所得の分配・使用勘定のバラ

ンス項目は、営業余剰、可処分所得と貯蓄からなる。所得の発生勘定では、粗付加価値か

ら雇用者へ支払った雇用者報酬、生産に課されたその他の－補助金、生産物に課された税

－補助金の三つの項目を控除して、粗営業余剰が得られる。また、生産勘定と同様に、固

定資本減耗を控除して純営業余剰が得られ、天然資源の枯渇・減耗を控除して環境調整済

純営業余剰が得られる。 

 今迄の生産勘定と所得の発生勘定の出発点は、自然資源が控除されないものに対し、第

一次所得の配分勘定の出発点は、天然資源の枯渇・減耗を控除した環境調整済純営業余剰

である。この環境調整済純営業余剰に雇用者報酬（受取）、生産に課される税－補助金と財

産所得（受取）を加え、財産所得（支払）を差し引くことにより、環境調整済第一次所得

バランスを得る。 

 第二次所得の分配勘定に関しては、第一次所得の配分勘定の結果である環境調整済第一

次所得バランスに経常移転（受取）を加え、経常移転（支払）を控除して環境調整済純可

処分所得を得る。この環境調整済純可処分所得は最終消費支出の部分と環境調整済純貯蓄

の部分から成っている。可処分所得の使用勘定で、最終消費支出の部分をとり、残りを環

境調整済純貯蓄とする。所得の分配・使用勘定を行うに際して、中国で利用できる資料に

は「投入産出表」、「中国統計年鑑」の「国民経済計算」部分と「中国国土資源年鑑」など

がある。 

 資本勘定では、生産資産と環境資産を取得するため、貯蓄がどのように使われたのかを

記録している。SEEA-CF では、土地や育成生物資源に関わる取引と、環境資産の取得及

び処分が含まれる。資本勘定と金融資産勘定のバランス項目は、純貸出／借入である。バ

ランス項目の導き方は、可処分所得の使用勘定から環境調整済純貯蓄に。所得の発生勘定

から固定資本減耗と自然資源の枯渇・減耗を加える。また資本移転の受取と支払を行う。

得た結果は総固定資本形成、在庫品増加、貴重品の取得－処分、天然資源及び土地の取得

－処分などに回して、残りを純貸付／借入とする。 
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（２）CSEEAの価値量評価方法 

①環境汚染の価値量計算 

 CSEEA のフレームワークでは、価値量計算が環境汚染コストを中心としている。環境汚

染コストは、環境汚染処理費用と環境劣化費用の二部分から構成されている。「技術指南」

で掲げた環境汚染コストは汚染処理費用法と汚染損失費用法がある。汚染処理費用は実際

汚染処理費用と帰属汚染処理費用に区分でき、実際汚染処理費用が既に発生した汚染物の

処理費用であり、帰属処理費用が現在自然環境へ排出された汚染物を全て処理するのに必

要とする費用である。環境劣化費用は現在の処理水準で、商品の生産と消費過程における

排出された汚染物が環境機能を実際に損害したものを価値量で評価する費用を表すもので

ある。 

 実際汚染処理費用は、2015 年までに中国の「環境年鑑」に記載されており、各年度の実

際汚染処理費用を直接利用できる。帰属処理費用について、環境統計資料に限界がある為、

直接に排出された汚染物が環境に影響する費用を計算することが難しい。一方で、もしす

べての汚染物が処理されたとすれば、環境機能の損害がないと考えられる為、すべての汚

染物を処理したのに必要な費用を帰属汚染処理費用が代替できる。実際の汚染物排出につ

いては、処理された部分と排出基準を満たす部分もあり、処理されない部分と排出基準を

満たさない部分もある。帰属汚染処理費用の計算に関しては、処理されない部分と排出基

準を満たさない部分のみ計算する。水汚染物質、大気汚染物質と固体廃棄物の計算方法は、

次の式に示すようである。 

 汚染物の帰属処理費用＝排出総量×（1－処理比率或いは基準達成率）×単位当たり処理

費用 

 この計算式では最も難しいのは単位当たり処理費用の確定であり、理論上では実際の単

位当たり処理費用を利用すべきであるが、実際の計算では、「環境年鑑」の汚染物処理費用

を実際に処理した汚染物の数量で除して、単位当たり処理費用を計算する。 

 環境劣化費用を計算する際には、汚染損失費用法を用いる。汚染損失費用法は大きく分

けて、収入損失型評価方法と維持費用評価法の二種類がある。収入損失型評価法には、生

産効率低下法と数学モデル作り法、医療費用法がある。維持費用評価法には、労働費用法

と潜在価格法、再生費用法がある。これらの方法のモデル、モデルの意味と問題点をまと

めて、下の表 2-6 に示す。 

 実際に汚染損失費用法で環境劣化費用を計算する際には、計算対象の具体的な状況と資

料があるかどうかにより、計算方法を選ぶ。計算対象とした汚染物の悪影響は環境だけに

止まらず、商品にも、資本にも、人間の健康にも及ぶので、環境劣化費用を推測する際に

は、重複計算を注意すべきである。 
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表 2-6 CSEEAの汚染損失費用法 

 

出所：王・高等(2006)により筆者作成。 

 

②自然資源の価値量計算 

 CSEEA では、自然資源の貨幣価値が市場価格表を用いて計算する。CSEEA 自体は、自

然資源の減耗部分は含まれていない。しかし、趙（2004）、宋（2006）、周（2010）、彭（2014）

などの研究では、自然資源の減耗に関する研究方法を述べ、実際の自然資源の減耗分を推

計した。これらの研究で掲げた自然資源の減耗についての評価方法をまとめたものが、表

2-7 である。 

 SEEA-CF では、自然資源の価値量計算について、自然資産の市場価格がある場合に市

場価格を用いるが、市場価格がない場合には償却済み再調達費用による方法と将来収益の

割引価値による方法がある。将来収益の割引価値による方法は、一般に NPV 法）用いて、

将来の資産の採掘・採取率と産出物の価格の予測値を用いて、期待収益を時系列で導出す

方法 モデル・方法説明 モデルの解釈 問題点

生産効
率低下

法

D＝ΔQ×P D：環境資産の劣化コスト

ΔQ:生産効率低下による商品産出量の

減少分
P:単位当たりの商品コスト

環境が産出減少の原因である
かを判断するのが困難。産出
量の減少を知るのが遅れるた
め、利用が難しい。

数学
モデル

法

Q=f(X1,…,Xn,Xn+1,…,Xn+m)

数学モデル法は、環境劣
化のコストを確定するの
に役立つ。数学モデルで
産出量の減少を表わす。

Q：面積当たりの農産物の生産量を表

す

X1,…,Xn：汚染因子（汚染物濃度等）

Xn,…,Xn+m：汚染物質以外の因子

モデルのパラメータを確定す
るため、説明変数に関連する
大量な統計資料を集めなけれ
ばならない。

医療
費用法

L=L1+L2=L1+L21+L22+L23

L：人間の健康被害の経済損失

L1：労働者の生産効率の低下による経済損

失

L21：環境汚染で病気となった人が養病期の

収入損失

L22：定年前退職した環境汚染で病気となっ

た人の給料損失

L23：環境汚染による早死したことによる収入

減少額

環境汚染による人間の健康被
害の損失は、この二種類しか
ないと考えた。

再生
費用法

ある環境資産の環境機能
を永遠に失わせた場合、
この環境資産と似たよう
な機能を果たす代替資産
の新設する際に必要な費
用で環境劣化を評価す
る。

この方法は、永遠に使えなくなった環
境資産の損失を計算する際に適用で
き、簡単で実用的である。

「似た機能を果たす代替工
事」という要求を満たさなけ
ればならない。満たさない
時、環境劣化費用を過小評価
する可能性がある。

労働
費用法

環境資産の劣化を防ぐた
めあるいは環境資産を保
護するために、必要とす
る労働投入量で環境劣化
を評価する。

汚染を防ぐため推計された労働費用を
環境資産の質量損失のコストとする。

汚染を防ぐための労働費用を
選択する際には外部要素に左
右される為、評価の正確性が
欠如する。

潜在
価格法

劣化された環境資産が、
劣化する前の状態に復元
するのに必要とする費用
を経済活動による環境劣
化費用とする。

環境復元コストの推計費用を環境資産
の質量損失のコストとする。

環境復元コストは労働費用と
同じように外部要素に左右さ
れる為、評価の正確性が欠如
する。
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る24。 

 NPV 法では、環境資産の収益は資源の経済的なレントを用いて定義されている。経済的

なレントとは、全ての費用及び通常利益を考慮した後に計算される資産の採取者もしくは

使用者のもとで生じる余剰価値のことである。資源レントの推計方法には、残余価値法、

充当法と取得価格法がある。残余価値法における資源レントは、特定の補助金及び税金の

調整を行った後に生産資産の使用者費用を粗営業余剰から控除することにより推計される

25。充当法では、環境資産の所有者（主に政府機関）に対する実際の支払いを用いて、資源

レントを推計する26。取得価格法とは、資源を取得するためには使用許可証や割り当て量

の購入を通じて統制されているという事実に基づく方法である27。 

 

表 2-7 中国における自然資源価値量計算方法 

 
出所：王・高等(2006)、趙（2004）、周（2010）、彭（2014）等により筆者作成。 

                                                        
24 UN, et. al(2014)、para5.105‐para5.109。 
25 UN, et. al(2014)、para5.122。 
26 UN, et. al(2014)、para5.126。 
27 UN, et. al(2014)、para5.128。 

方法 モデル モデルの解釈 方法の問題点

正味価格法

Vt：t期にある自然資源ストックの価値

量

St：t期の資源の売上高

Ct：t期の資源の採掘コスト

It：t期の資源への合理的な投資収益

Qt：t期の採掘量

現在の技術で、開発価値があ
る資源のみ利用できる。
貨幣の割引率を考えていない
ため、この方法は自然資源の
消耗を過小評価する。

正味現在価
値法

資源が利用できる年限と各年度の
収益の現在価値の合計値とする。

V：資源ストック価値

Rt：各年度の資源レント

r：割引率
n：利用できる年限

大量な既知データを必要。
割引率の選択について論争が
ある。

簡易正味現
在価値法

再生不可能な資源の価値量を評価
する際利用する。

V：資源ストック価値
R：資源レント
r：割引率
n：利用できる年限

毎年の採掘量が同じで、資源
の価格増加率とインフレ率が
同じと仮定している。しか
し、現実に合わない。

収益還元法 自然資源の予想純利益を資源レン
トとして、正味現在価値法の公式
を用いて資源の価値量を評価す
る。

V：自然資源ストックの価値量

St：t期の資源の売上高

Ct：t期の資源の採掘コスト

It：t期の資源への合理的な投資収益

r：割引率
n：利用できる年限

開発価値がある資源のみ利用
できる。
大量のデータが必要とする。

純レント法
再生不可能な資源の価値量を評価
する際に利用する。

V：資源ストック価値
R：資源レント
n：利用できる年限

毎年の採掘量が同じで、資源
の価格増加率と割引率が同じ
と仮定している。現実に合わ
ない。

割引法 自然資源の十分な市場価格がない
時、将来収入の現在価値を計算の
根拠として、自然資源の価値量を
推計する。

V：資源ストック価値
R：資源レント
r：割引率
n：利用できる年限

資源の現時点の価格を推計す
る時のみ利用できる。

生産者コス
ト法

自然資源の価格構成要素により資
源価格を推計する。

V：資源ストック価値
C：生産コスト
P：予想収益
T：予想される税

再生不可能な資源に利用でき
ない。
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（３）SEEA-CFフレームワークの分析上のまとめと問題 

 以上では、CSEEA と SEEA-CF との関係、CSEEA の価値量計算方法を考察した。

CSEEA の勘定体系の長期的枠組にしろ、短期的枠組にしろ、いずれも SEEA-CF が公表

される前の基本構造が整備されていない。国際共通統計基準として推薦された SEEA-CF

勘定体系の物量マテリアル勘定だけが対応する状況であり、CSEEA から SEEA-CF へ移

行するために SEEA-CF に適用する枠組を考え、作成するべきである。 

 また、利用可能なデータの不足がかなり大きな問題となる。水資源の資産勘定について

は、産業別水資源の使用量について 1 年間の情報がしかなく、土壌水や地表水分類の変

更等のデータが欠如するため、完全な勘定表を作成するに支障がある。 

 さらに、CSEEA の価値量評価は、環境汚染の価値量計算手法と自然資源減耗の価値量

計算手法コストをまとめた。特に、環境劣化の価値量計算について、環境劣化の影響は環

境だけに止まらず、同時に商品の生産および人間の健康にも及ぶので、推測する際に重複

計算に注意すべきである。自然資源の価値量計算について、単位当たり資源レント計算

は、中国特有の占用法から NPV 法に移行する方法を検討すべきである。 
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３．SUTより導出した投入係数の安定性 

 清水・宮川（2008）は、日本において、産業連関表から供給・使用表体系に移行する際

の課題を整理して、統計上的な手法で如何に投入係数の安定性を確保できるかを検討した

が、数学的な手法の展開の課題が残ったままである。この章では、SUTs より産業連関表を

導出商品技術仮定、産業技術仮定、そして混合技術仮定を一国の表と国際表に応用して、

数学的な手法でこれらの問題点を明らかにする。 

 前半の第 1 節から第 3 節までは、中国を例として、商品技術仮定を利用する場合にマイ

ナス投入係数の対応手法を提示する。清水・宮川（2008）は、SUTs による産業連関表の導

出では、技術仮定に基づく数学的な調整よりも、詳細なデータに基づいて副産物を分離す

る手法の方が優れていると考えられる。これに対して、本研究では、Konijn(1995)の手法を

応用して、独自の比例的産出係数を用いて、産業別の供給表をアクティビティ別の供給表

に転換することを試みる。さらに中国 SUT を用いて商品技術仮定と産業技術仮定の計算結

果を比較しつつ、両仮定の問題点を明らかにする。第１節では商品技術仮定と産業技術仮

定を概観し、中国 SUT により投入係数を試算しながら問題点を明確にする。第 2 節でアク

ティビティ分類の供給表を導入し、作成手法を明示しながら、第 1 節の問題点を解決する

方法を明らかにする。第 3 節では実際に推計したアクティビティ分類の産業連関表と中国

IOT の投入係数の比較を行う。 

 後半の第４節から第６節までは、独自に作成した国際 SUTs から国際産業連関表を導出

する際に、商品技術仮定と混合技術仮定の計算結果を比較しつつ、国際間の水移動の分析

に適切な投入係数を推計する手法を明らかにする。第 4 節は国際供給・使用表を作成する

必要性を述べ、第 5 節は日中間国際供給・使用表のひな形と作成方法を説明し、第 6 節は

国際産業連関表を導出する際に、商品技術仮定と混合技術仮定の計算結果を比較する。最

後に小括する。 

 

３．１ 商品技術仮定と産業技術仮定の問題点 

（１）商品技術仮定と産業技術仮定の計算式 

①技術仮定の恒等式といくつかの係数 

 この小節では供給・使用表（SUT）により商品型 SIOT を導出する方法を述べる。周知の

ように、日本と中国の産業連関表は商品ベースでの投入と産出の関係を示す表である。

93SNA において、産業連関表が産業別生産勘定の体系内に導入されることによって、産業

別投入と産出構造を詳細に把握できる SNA 産業連関表（以下は SNA-IO）が登場した。

SNA-IO のひな形は表 3-1 に示す。 
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表 3-1 SNA-IO表のひな型 

 商 品 産 業 最 終 使 用 産 出 額 

商 品 X U Fd Q 

産 業 V   G 

付 加 価 値  Y’   

産 出 額 Q’ G’   

注： 

U：U 表（産業別商品使用表） 

V：V 表（産業別商品産出表） 

X：商品×商品形式での産業連関表の取引基本表を表わす行列 

Fd：行に商品を持つ列ベクトルで、商品別最終需要（民間および政府最終消費、総資本形

成および純輸出）を表す 

Y：行に産業を持つ列ベクトルで、産業別国内総生産（付加価値）を表す 

Q：行に商品を持つ列ベクトルで、商品別産出額を表す 

G：行に産業を持つ列ベクトルで、産業別国内産出額を表す 

′の記号は行列の転置を表す。 

出所：筆者作成。 

 

 次に投入産出関係を表す恒等式と生産の技術仮定の展開に必要ないくつかの係数の仮定

式を説明する。ここで新出の i は単位列ベクトルであり、∧は対角行列を表し、例えば�̂�は

対角線に G の要素をもつ対角行列を意味する。 

 

1）投入産出関係の恒等式 

 需給バランス式：(3-1)   𝑈𝑖  𝐹𝑑 

  商品別産出額 Q は、U 表の行和と最終需要の合計に等しい。 

 商品別産出額：(3-2)    ′𝑖 

  商品別産出額 Q は、V 表の転置行列の行和に等しい。 

 産業別産出額：(3-3) 𝐺   𝑖 

  産業別産出額 G は、V 表の行和に等しい 

 

2）技術係数の定義式 

 産業別商品投入係数行列 B：(3-4) 𝑏𝑖𝑗  
𝑈𝑖𝑗

𝐺𝑗
 (𝑖, 𝑗   ,2,⋯ ,  ) 

  U 表の投入係数マトリックスであり、要素の𝑏𝑖𝑗 は第ｊ 産業が 1 単位の生産に要す
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る第 i 種商品投入量を意味している。U 表を、産業別商品投入係数行列 B と産業別産出額

G の積として𝐵  𝑈  (�̂�)
−  で表示する。 

 産業別商品産出係数行列 C：(3-5) 𝑐𝑖𝑗  
𝑉𝑗𝑖

𝐺𝑗
 (𝑖, 𝑗   ,2,⋯ ,  ) 

  産業×商品の産出係数行列と呼ばれる。第 j 部門における第 i 種商品の生産比を意味

している。V 表の転置行列を、産業別商品産出係数行列の転置行列 C と産業別産出額 G

の積として   ′  (�̂�)
−  で表す。 

 市場シェア係数行列 D：(3-6) 𝑑𝑖𝑗  
𝑉𝑖𝑗

𝑄𝑗
 (𝑖, 𝑗   ,2,⋯ ,  ) 

  商品×産業の市場配分係数行列と呼ばれる場合もある。第 i 部門への第 j 種商品を販

売する比を示す。V 表を、商品別産業産出係数行列 D と商品別産出額 Q の積として𝐷  

  ( ̂)
−  で表示する。 

 

②商品技術仮定 

 既にふれたように、SNA では、U 表と V 表を用いて SIOT を導出するために、2 つの技

術仮定を設けている。一つは「商品技術仮定」で、これは「ある商品がどの産業で生産さ

れようとも同一の投入構造をもつ」というものである。この仮定により、どの産業が商品

i を生産しようとも、用いられた生産技術は同一である。 

 もう一つは「産業技術仮定」で、これは「ある産業はその生産物構成がどのようなもの

であっても、同一の投入構造をもつ」というものである。この仮定によれば、ある産業が

複数の商品を生産している場合は、それらの商品が同一の生産技術で生産される。逆に言

えば、商品 i が複数の産業部門で生産された場合は、その生産技術を表す投入係数が産業

間で異なるということである。 

 これらの技術仮定については、以下の式が成立する。 

 商品技術仮定では、通常の産業連関表の投入係数（A）が安定しており、商品の産出に

ついて、どの産業においても同一商品の生産技術が同一に適用される。 

  (3-7) Q  AQ Fd 

 U 表は、商品ごとに技術係数 A を適用することによって、V 表の産業別商品構成を求

めることができる。すなわち、 

  (3-8) U  A ′ 

 (3-5)式、(3-4)式より 

  (3-9) U  AC�̂� 

  (3-10) U�̂�−  AC 

  (3-11) B  AC 

  (3-12) 𝐴𝑐  A  B −   
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③産業技術仮定 

 産業技術仮定では、産業別の投入係数 B が安定しており、各商品の投入表は、産出され

る産業ごとに B を適用してから、それぞれを統合することにより得られる。 

  (3-13) A ̂  BV 

  (3-14) A  BV ̂−  

 (3-6)式より 

  (3-15) 𝐴𝑖  A  BD 

 

（２）分析用データと産業分類 

 既出のように、小論では WIOD2016 年版の 64 部門の CSUT を用いて、商品型の SIOT の

投入係数を推計する28。また、中国国家統計局により公表された「2012 年中国投入産出表

(以下 CIOT2012)」と比較することにより、推計した中国の商品型 SIOT 投入係数の精度を

考察する。 

 

表 3-2 部門分類表 
番号 産  業 番号 産  業 

1 農林水産業 16 その他の製造業 

2 鉱業 17 電力・ガス・熱供給 

3 飲料食品 18 水道 

4 繊維製品 19 廃棄物処理 

5 木材・木製品 20 建設業 

6 パルプ・紙製品 21 商業 

7 石油・石炭製品 22 輸送・郵便 

8 化学製品 23 宿泊・飲食業 

9 窯業・土石製品 24 情報・通信業 

10 一次金属 25 金融・保険業 

11 金属製品 26 不動産 

12 情報・通信機器 27 科学・研究 

13 電子部品・電気機械 28 物品賃貸 

14 機械設備 29 教育 

15 運輸機械 30 その他のサービス業 

出所：筆者作成。 

 

  

                                                        
28 WIOD の National Supply and Use table の中の China SUT を利用した。

（http://www.wiod.org/database/nat_suts16） 

http://www.wiod.org/database/nat_suts16


 

34 
 

 商品技術仮定により CSUT を用いて計算した投入係数と CIOT2012 の投入係数を比較す

る際、産業分類による影響を最小化するために部門統合を行う。副産物29を有する産業を

主な考察対象とするため、CSUT と CIOT2012 の産業分類が一致する産業はそのまま保留

し、残りの産業は産業大分類基準で統合し、合計 30 部門（表 3-2）とした。 

 

（３）商品技術仮定と産業技術仮定の計測結果 

①負の投入係数 

 商品技術仮定の最も大きな問題点は負の投入係数が生じることである。表 3-3 に負の投

入係数が生じた産業と品目を示している。負の商品投入は、輸送機械、通信情報機械、一

次金属、金属製品に集中している。各産業の最小の投入係数を見ると、基礎金属、輸送機

械と鉱業製品に集中している。他産業の影響が受けやすい感応度係数が高い産業に負の投

入が出やすいといえる。 

 

表 3-3 負の投入係数が発生する産業 

 

出所：WIOD（2016）を基に筆者推計。 

 

②商品技術仮定と産業技術仮定の投入係数の差異 

 次に、商品技術仮定により導出した投入係数𝐴𝑐𝑖𝑗と CIOT2012 の投入係数𝐴との乖離率𝐷 𝑐

と、産業技術仮定により導出した投入係数𝐴𝑖𝑖𝑗と CIOT2012 の投入係数𝐴との乖離率𝐷 𝑖、を

(16)、(17)式のように計算する。 

                                                        
29 小論では、S 表に対角線にある生産物は主産物とし、対角線以外の生産物は、全て副産物

とする． 

産 業 マイナスの投入（最小値を網掛け） 最小係数

飲 料 食 品 一次金属 運輸機械 ▲ 0.0007

繊 維 製 品 鉱業 一次金属 情報・通信機器 ▲ 0.0036

木 材 ・ 木 製 品 一次金属 情報・通信機器 電子・電気機械 運輸機械 ▲ 0.0078

パ ル プ ・ 紙 製 品 運輸機械 ▲ 0.0001

農林水産業 木材・木製品 パルプ・紙製品 繊維製品

化学製品 一次金属 他の製造業 金属製品

化 学 製 品 運輸機械 ▲ 0.0004

一 次 金 属 農林水産業 木材・木製品 情報・通信機器 運輸機械 ▲ 0.0009

金 属 製 品 農林水産業 鉱業 情報・通信機器 運輸機械 ▲ 0.0027

情 報 ・ 通 信 機 器 農林水産業 鉱業 木材・木製品 運輸機械 ▲ 0.0005

電 子 ・ 電 気 機 械 農林水産業 鉱業 運輸機械 ▲ 0.0018

機 械 設 備 農林水産業 鉱業 ▲ 0.0017

運 輸 機 械 農林水産業 鉱業 ▲ 0.0005

他 の 製 造 業 運輸機械 ▲ 0.0021

農林水産業 木材・木製品 化学製品 一次金属

金属製品 運輸機械

水 道 鉱業 窯業・土石製品 石油・石炭製品 木材・木製品 ▲ 0.0324

廃 棄 物 処 理 一次金属 ▲ 0.0008

石 油 ・ 石 炭 製 品 ▲ 0.0165

電 力 ・ ガ ス
熱 供 給

▲ 0.0032
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  (3-16) 𝐷 𝑐  (𝐴𝑐𝑖𝑗  𝐴𝑖𝑗) 𝐴𝑖𝑗⁄  

  (3-17) 𝐷 𝑖  (𝐴𝑖𝑖𝑗  𝐴𝑖𝑗) 𝐴𝑖𝑗⁄  

 全体の度数分布を図 3-1 に示すと、度数分布の中心部にある－30～30％の範囲内の乖離

率については、商品技術仮定の個数が多いが、両端の－70％以下と 70％以上の乖離率を見

るとほぼ同程度である。負の投入係数のため、左部の負の乖離で商品技術仮定が上回って

いる。さらに、産業別の投入係数の乖離度合いを表 3-4 に示す。製造業に注目すると、繊

維製品、木材・木製品以外、パルプ・紙製品のような素材産業を除けば、他の産業は商品

技術仮定で計算した投入係数の乖離率が小さい。 

 

図 3-1 CIOT2012投入係数との乖離率の度数分布 

 
出所：筆者作成。 

 

 次に CIOT2012 の投入係数を基準として、標準誤差率(STPE)、平均絶対差(MAD)、Theil’s 

U2、平均平方誤差(RMSE)の平方根および平均絶対誤差率(MAPE)といった指標で総合的に

乖離度合いをはかる(図 3-2)30。もちろん、両仮定により計算した投入係数の精度をこの調

整幅や乖離度合いから判断することはできないが、元の投入係数に近いと解釈できる。こ

                                                        
30 これらの指標はそれぞれ、標準誤差率STEP  ∑ |𝑎  𝑎0|/ ∑ 𝑎0𝑖,𝑗𝑖,𝑗 、平均絶対差MAD  
 

𝑖∙𝑗
∑ |𝑎  𝑎0|𝑖,𝑗 、𝑈2  √∑ (𝑎  𝑎

0)2𝑖,𝑗 /√∑ (𝑎0)2𝑖,𝑗 、平均平方誤差の平方根RMSE  

√
 

𝑖∙𝑗
∑ (𝑎  𝑎0)2𝑖,𝑗 、平均絶対誤差率MAPE  

 

𝑖∙𝑗
∑ |

𝑎

𝑎0
  |𝑖,𝑗 によって中国国家統計局が公表した

産業連関表の投入係数𝑎0からの乖離を計算する．ただし、𝑎 は小論で計算した投入係数であ

る．詳細は細江(2013)、Randall& Alan(2003)に参考． 
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の五つの指標が小さければ小さいほどより元の投入係数に近づいているといえる。MAPE

のみ商品技術仮定の方が優れているが、それ以外の指標はほぼ同じである。 

 

表 3-4 産業別投入係数の乖離 

 
出所：筆者作成。 

 

図 3-2 CIOT2012の投入係数と比較した乖離度合い 

 
注：産業技術仮定の各指標を 1 に基準化。 

出所：筆者作成。 

商品技術 産業技術 商品技術 産業技術 商品技術 産業技術 商品技術 産業技術

農林水産業 19.88 18.81 13 13 その他の 製造業 0.61 0.61 9 2

鉱業 0.71 0.84 14 17 電力・ガス・熱供給 3.72 5.05 9 4

飲料食品 0.60 0.84 17 15 水道 3.52 0.78 7 10

繊維製品 1.45 1.30 15 14 廃棄物処理 12.91 12.36 2 2

木材・ 木製品 1.28 0.52 9 19 建設業 0.50 0.50 12 12

パルプ・ 紙製品 0.64 0.49 13 17 商業 0.86 0.86 3 3

石油・ 石炭製品 4.78 6.67 11 6 輸送・郵便 0.23 0.25 19 18

化学製品 0.52 0.82 16 12 宿泊・ 飲食業 0.26 0.25 21 21

窯業・ 土石製品 0.37 0.47 16 14 情報・通信 0.37 0.37 17 16

基礎金属 1.72 3.56 11 7 金融・保険 0.35 0.35 14 15

金属製品 0.69 0.72 11 11 不動産 0.42 0.42 16 16

情報・ 通信機器 0.53 0.91 16 14 科学・研究 1.04 0.99 7 6

電子部品・電気機械 1.45 2.09 16 15 物品賃貸 1.19 1.07 3 3

機械設備 0.55 0.60 16 15 教育 0.98 0.97 2 2

運輸機械 0.79 1.88 17 12 他のサービス業 0.52 0.52 11 10

絶対乖離平均値 集中度 絶対乖離平均値 集中度
産　　業 産　　業
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 以上で明らかになったことは、商品技術仮定で導出した投入係数は、負の値が発生する

にもかかわらず、元の投入係数との乖離が小さいということである。さらに、負の投入係

数が生じる原因となっている副産物をどのような手法により主産物から分離すればよいか

という問題が依然として残っている。 

 

３．２ アクティビティ分類の供給表の作成 

 商品技術仮定を用いた際に発生する負の投入係数を無くす有効な手法の一つは、産業分

類の再定義であり、産業分類を企業の集合から事業所の集合へ変更することで副産物がな

くなり、負の投入係数も発生しなくなる。 

 企業、特に大企業は、一つの特定産業のみならず、様々な産業部門にまたがって生産活

動を行っており、中には、製造業と商業を兼ねる企業も存在している。このような多角的

な生産活動を行う企業を単一の産業部門に分類すれば、その産業部門の生産活動には他の

部門の活動が混在することになってしまう。もちろん、事業所も複数の業種を兼ねる可能

性があり、同様な問題も発生するが、その影響の大きさは企業の集合に比べて一般に小さ

い。この点において、産業連関表の分類を行なうためには、事業所を単位とする産業分類

の方が、生産活動の同質性を把握するには大きな利点を有している。 

 前述したように、Konijn(1995)は、V 表と U 表を矩形化して一般逆行列を利用した、負

の投入係数を消去するのに有効な手法を提示した31。しかし、中国 IOT の商品の投入構造

に関連する情報が利用できないため、小論では Konijn(1995)の考え方を参考にして、独自

の適用を試みた。 

 

 小論では、すべての事業所は 1 種類の生産活動のみを持たなければならないと仮定して

いる。供給表（S 表）は貨幣単位で評価しているため、ある産業は副次的生産活動を行っ

ても、その産出高は単位の財で表示でき、産出高と等しい事業所数があると仮定できれば、

それらの事業所を主産業から分離することもできる。 

 一つの産業の中には、複数の事業所があるとする。まず、既存の CSUT の S 表について、

結合生産がある製造業には、それぞれの産業内部で主産物と副産物を生産する事業所が存

                                                        
31 Konijn(1995)は、V 表と U 表を矩形化して一般逆行列を利用して、商品分類からアクティビ

ティ分類へ変換する同時に、負の投入係数を消去する手法を詳細に述べている．具体的な手法

は、アクティビティ別の商品産出行列 を追加する．実際、1 つの活動によって複数の商品が

生産される可能性があるため、 は正方行列であると限らない． を使って𝑈   𝑈、 ̃    を

介して「産業×商品」SUT を「産業×アクティビティ」SUT を矩形化し、さらに、もし外部

から投入構造の情報があれば、矩形化した SUT を正方行列に書き換えることができる．この

後、商品技術仮定を用いれば、導出された投入係数は負の値がなく、SUT に追加された外部

情報も、産業連関表の投入係数に何も影響されずに自然に消滅する．詳細は、Konijn(1995)の
第 5 章を参考されたい． 
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在する。主産物も副産物も、ある事業所のアクティビティで産出されたものであり、副産

物に関わる生産活動を行っている事業所も一つの独立した事業所と仮定する。S 表は次の

ように修正する。すなわち、副産物の産出がない産業をそのまま残し、副産物の産出があ

る産業を対角化して行方向へ拡張して矩形化した行列は、S’で表記する。 

 次に、小論では、Konijn(1995)で示されるアクティビティ別の商品産出行列である 行列

は、アクティビティ別の商品の由来と使途を表す行列に新しい定義を追加する。この 行

列を用いて比例的産出係数行列を導出する。比例的産出係数とは、 の対角線の要素が自

産業からの投入を表し、非対角線の要素は他産業からの投入を意味している。主対角線の

各要素をそれぞれの列の分母として各列の投入を単位化する。改めてできた P 行列の各要

素は、該当産業の 1 単位の財生産に必要とされる財の需要量を表している。言い換えると、

ある産業の一つ事業所における 1 単位の財生産を行うことにより、他産業への需要が生じ

る。その生じた各財の需要量が比例的産出係数行列であると把握できる。また、この係数

によって、1 単位の主産物に伴う副産物の需要量も明らかにすることができる。さらに、

この係数により、生産技術的に生産物が分離できない結合生産物が主産物に占める割合を

明らかにでき、副産物が産業の総産出高に占める割合を明確化できる。P 行列は S 表と同

様に、副産物の産出がない産業をそのまま残し、副産物の産出がある産業を対角化して、

列方向へ拡張して矩形化する。この矩形化した行列 P は P’で表記する。 

 そして、すべての副産物を矩形にした供給表 S’と、比例する産出関係を表す P’を用いて、

以下のように表される。 

 

  (3-18)  ∗   ′ ′ 

 

 副産物がこれらの事業所の主製品である産業に割り当てた新しい供給表 ∗が推計できる。

この ∗ はアクティビティ別あるいは事業所別の商品産出表になりうる。各マトリックス

の定義及び推計のフローは次の図 3-3 を示す。 

 P 行列の定義から考えれば、P 行列を作成するときには商品の生産と使用の関係を表す

物量表の利用が望まれるが、中国の物量表が不明のため、日本の物量表を金額表より推計

したため、直接的に利用できない。日本の産業連関表は商品型のうえ、等質性も高いため、

CIOT2012 の投入係数に最も近い 2011 年の日本の産業連関表を基に、中国の総産出と輸出

の差額を行合計の収束条件とし、総投入と輸入の差額を列合計の収束条件として RAS 法

により P 行列を推計した。 
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図 3-3 アクティビティ別使用表及び投入係数の試算例 

 
出所：筆者作成。 

 

３．３ 事業所別供給表の推計結果 

（１）事業所別の供給表 

 農業とサービス業の結合生産は存在しないため、新たに推計したアクティビティ・ベー

スの供給表 ∗は、副産物がある産業に限り生産額は変化する（表 3-5）。 

 ③の副産物率は  の副産物の総産出に対する割合である。④列は ∗  の産業別の総産出

で、⑤列は ∗と における各産業の差額であり、事業所を基にした産業分類と企業を基にし

た産業分類の産出高の差異である。正の値は、事業所ベースの商品産出量が企業ベースの

商品産出量を上回ることを意味している。他方、負の値は事業所ベースの商品産出量が下

回る。すなわち、事業所ベースへ転換した際の副産物の純生産高を表している。 

 また、⑥は ∗ における各産業の産出高の総産出から見た変化分である。さらに、⑦は 

の副産物率と ∗の変動率の差である。両者の差が小さければ小さいほど、 の副産物は元の

産業へ戻った割合が高いことを意味している。例えば、飲料食品では値は 0.05%であり、

副産物の 99.95%は元の産業に戻ってきたことを意味している。化学製品、一次金属産業で

は、値が大きい原因は結合生産などの技術的に分離できないためと考えられる。 

CSUTのS表 比例的生産係数行列

S 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 合 計 P 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業

農 業 89 0 0 0 89 農 業 1.0000 0.0002 0.0290 0.0029

鉱 業 0 55 3 0 58 鉱 業 0.0000 1.0000 0.8941 0.0000

製 造 業 0 4 1032 0 1036 製 造 業 0.3796 0.3019 1.0000 0.1266

サービス業 0 0 0 432 432 サービス業 0.2703 0.7200 0.2420 1.0000

合 計 89 59 1036 432 1616

行方向へ拡張したS表 列方向へ拡張したP

農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 鉱業 鉱業 製造業 製造業

89 0 0 0 (鉱業） (製造業） (鉱業） (製造業）

鉱 業 ( 鉱 業 ) 0 55 0 0 農 業 1 0 0.0002 0.0290 0 0

鉱 業 (製造業 ) 0 0 3 0 鉱 業 0 1 0 0.8941 0 0

製 造 業 ( 鉱 業 ) 0 4 0 0 製 造 業 0 0 0.3019 0 1 0

製 造 業 (製造業 ) 0 0 1032 0 サービス業 0 0 0 0 0 1

0 0 0 432

アクティビティ供給表 使用表

S* 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 合 計 U 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 最終需要 合 計

農 業 89 0 0 0 89 農 業 13 0 51 5 21 89

鉱 業 0 59 0 0 59 鉱 業 0 8 73 0 -26 56

製 造 業 0 0 1033 0 1033 製 造 業 20 17 583 89 327 1036

サービス業 0 0 0 432 432 サービス業 4 7 114 105 201 432

合 計 89 59 1033 432 1613 付加価値 52 25 214 232 1613

合計 89 57 1036 432

商品技術仮定により投入係数の導出

産業別商品産出係数 産業別商品投入係数

C 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 B 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業

農 業 1.0000 0.0019 0.0000 0.0000 農 業 0.1420 0.0007 0.0491 0.0116

鉱 業 0.0000 0.9981 0.0000 0.0000 鉱 業 0.0001 0.1400 0.0709 0.0005

製 造 業 0.0000 0.0000 1.0000 0.0000 製 造 業 0.2252 0.2993 0.5633 0.2062

サービス業 0.0000 0.0000 0.0000 1.0000 サービス業 0.0465 0.1201 0.1104 0.2441

Ac=BC-1

C-１ 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業 AC 農 業 鉱 業 製 造 業 サービス業

農 業 1.0000 -0.0019 0.0000 0.0000 農 業 0.1420 0.0004 0.0491 0.0116

鉱 業 0.0000 1.0019 0.0000 0.0000 鉱 業 0.0001 0.1403 0.0709 0.0005

製 造 業 0.0000 0.0000 1.0000 0.0000 製 造 業 0.2252 0.2995 0.5633 0.2062

サービス業 0.0000 0.0000 0.0000 1.0000 サービス業 0.0465 0.1202 0.1104 0.2441

S'
P' 農業 サービス業

農業

サービス業
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表 3-5 産業別の供給表と事業所別の供給表の比較（単位：100万元） 

 
出所：筆者作成。 

 

 推計されたアクティビティ・ベースの供給表 ∗の総産出は  の値より 36,162 億元過少で

ある。その原因は、以下の 2 点にあると考えられる。第 1 に、生産技術での差異が挙げら

れる。CSUT は中国 IOT の生産技術構造に基づいて作成されたものであるが、 ∗の導出に

用いた 行列は日本の生産技術構造に基づいているため、 表の産業別生産高と総産出とが

異なることは当然と思われる。第 2 に、異質性による誤差である。部門統合の際にも、 行

列を推計する時にも、結合生産が存在する石炭・石油製品産業、自動車と船のように全く

異なる投入構造が統合された輸送機械などの産業には投入構造の異質性が ∗  の精度にも

影響を与えると考えられる。 

 

（２）商品技術仮定における比較 

 まず、商品技術仮定に基づいて、3．1 節の(3)と同様の手法で と ∗ により推計した投入

係数を比較する（図 3-4）。 

総産出 副産物 副産物率 総産出 産出差額 変動率

① ②
③＝②/
①*100

④ ⑤＝④-①
⑥＝⑤/
①*100

⑦＝
③-|⑥|

鉱 業 5,891,567 388,313 6.59 6,148,332 256,765 4.36 2.23

飲 料 食 品 9,323,140 132,202 1.42 9,195,920 ▲ 127,221 ▲ 1.36 0.05

繊 維 製 品 6,681,380 179,279 2.68 6,508,979 ▲ 172,401 ▲ 2.58 0.10

木 材 ・
木 製 品

2,004,823 118,242 5.90 1,894,343 ▲ 110,481 ▲ 5.51 0.39

パ ル プ ・ 紙 製 品 1,835,238 95,810 5.22 1,744,116 ▲ 91,122 ▲ 4.97 0.26

石 油 ・ 石 炭 製 品 4,872,995 570,623 11.71 4,385,720 ▲ 487,275 ▲ 10.00 1.71

化 学 製 品 11,353,598 7,051,226 62.11 10,922,564 ▲ 431,035 ▲ 3.80 58.31

窯 業 ・ 土 石 製 品 4,481,287 115,272 2.57 4,372,648 ▲ 108,639 ▲ 2.42 0.15

一 次 金 属 9,740,603 619,042 6.36 9,725,412 ▲ 15,191 ▲ 0.16 6.20

金 属 製 品 3,318,672 545,120 16.43 2,846,583 ▲ 472,089 ▲ 14.23 2.20

情 報 ・ 通 信 機 器 8,414,018 445,245 5.29 8,084,060 ▲ 329,958 ▲ 3.92 1.37

電子部品・電気機械 5,524,090 479,358 8.68 5,097,065 ▲ 427,025 ▲ 7.73 0.95

機 械 設 備 6,194,701 522,482 8.43 5,756,798 ▲ 437,903 ▲ 7.07 1.37

運 輸 機 械 8,310,998 505,514 6.08 7,824,693 ▲ 486,305 ▲ 5.85 0.23

そ の 他 の 製 造 業 912,256 60,505 6.63 852,918 ▲ 59,337 ▲ 6.50 0.13

電力・ガス・熱供給 4,903,290 120,574 2.46 4,811,874 ▲ 91,416 ▲ 1.86 0.59

水 道 167,453 14,290 8.53 153,210 ▲ 14,243 ▲ 8.51 0.03

廃 棄 物 処 理 197,945 11,406 5.76 186,591 ▲ 11,354 ▲ 5.74 0.03

合 計 94,128,056 11,974,503 12.72 90,511,826 ▲ 3,616,230 ▲ 3.84

供給表S（商品） 供給表S*（事業所） 副産物率
の比較

産 業
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図 3-4 事業所別 SUTsと CIOT2012投入係数との乖離率の度数分布 

 

出所：筆者作成。 

 

図 3-5 事業所別 SUTSの投入係数と CIOT2012の投入係数との乖離度合い 

 

注：元の WIOD の SUT の各指標を 1 に基準化。 

出所：筆者作成。 

 

 図 3-4 によると、20％以内の乖離率について商品技術仮定の方が優れているが、30％以

内の乖離率でみれば、産業技術仮定の方が僅かに優れていることが分かる。また、70％以

上の乖離率をみるとほぼ同様であるが、両端の倍以上の乖離率をみれば、産業技術仮定の

方が過少になっている。さらに、製造業に注目すると、木材・木製品以外の産業は商品技

術仮定で計算した投入係数の乖離率がより小さい。総じて、アクティビティ・ベースの産

業分類を基に推計した投入係数の方が元の投入係数に近いことが明らかになった。 
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 図 3-5 に示すように、STPE、MAD、Theil’s U2、RMSE 平方根といった指標でみた乖離

度合いについては商品技術仮定の方が元の投入係数に近い。僅かながら、商品技術仮定を

用いて SUTs により推計された商品型 SIOT の投入構造はより現実的であるといえる。 

 また図 3-6 では STPE、Theil’s U2、MAPE の業種別の乖離度合いを示している。STEP と

Theil’s U2 指標では、パルプ・紙・紙製品、石油・石炭製品、輸送機械以外の産業は商品技

術仮定の推計結果が元の投入係数に近い。MAPE 指標では産業技術仮定の推計結果が元の

投入係数に近いが、両仮定の推計結果に大きな差異はないことも窺われる。 

 

図 3-6 事業所別 SUTの投入係数と CIOT2012の投入係数との乖離（業種別） 
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注：元の WIODSUT の各指標を 1 に基準化。 

出所：筆者作成。 

 

 以上によれば、産業分類の供給表 をアクティビティ・ベースの供給表 ∗に転換すること

は、商品技術仮定の負の投入係数問題を解決する 1 つの方法といえる。両仮定により導出

された投入係数については、元の投入係数との乖離度合いを、STPE、MAD、Theil’s U2、

RMSE 平方根などの指標で見てみると、商品技術仮定の方がより現実的であるといえる。 

 

３．４ 国際供給・使用表の作成経緯 

 中国は、2017 年産業連関表を公表すると同時に 60 産業部門×70 商品部門の供給・使用

表を公表した32。日本は 2025 年から導入する（実際の公表は 2029）ことになっている。実

際は、一部の研究調査ではすでに 27 部門の供給・使用表が作成されているが、国民経済計

算報告の中で正式な公表はされていない33。多くの国が SUT を導入しているため、将来的

に国際間産業連関表の作表方法は、先に国際間 SUT を作成して、技術仮定を用いて国際産

業連関分析を行うように変わると考えられる。このような作表に関して、既存の国際産業

連関表の作成方式の比較、投入係数の導出に用いた技術仮定の問題点及び導出された投入

                                                        
32 中国は、2017 年産業連関表を作成すると同時に供給使用表も作成することを国連のワーク

ショップで表明し、作成の方法も紹介した。

(https://unstats.un.org/Unsd/nationalaccount/workshops/2018/beijing/S4_SUT_IO_China.pdf)。また、

2017 年には、最新の中国「国民経済計算体系 2016」で、供給使用表を追加した。さらに、

2019 年の中国投入産出学会第 11 回大会に中国が供給使用表を導入することを説明した。 
33 例えば、内閣府経済社会総合研究所の「供給・使用表（SUT）の枠組みの活用と同表の公表につい

て」 (https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h27/sankou/pdf/sut_20161222.pdf,、2019/8/2
にアクセス) では、既に 2011 年から 2013 年の供給・使用表（SUT）は作成されている。 
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係数の精度の確認をすることが求められる。 

 中国の水使用に関する産業連関分析を行うに際し、既存の国際産業連関表を用いると不

都合が生じる。例えば EXIOBASE は、SEEA と互換性のあるデータベースで、産業の詳細

な情報が得られるだけではなく、複数の社会消費項目にもリンクしている34。しかし、水情

報に関しては、Blue Water と Green Water と Grey Water で区分され、中国の水統計に合わな

い。表自体も新常態以前のデータで、現代の分析には適さない。 

 また、投入係数の安定性について、現在の中国と日本の産業連関表は、この約 5 年間に

投入構造に大きな変化がないと仮定している。経済が急速に成長し産業構造を転換させて

いる中国にとっては、この仮定にも疑問を抱かざるを得ない。 

 さらに、既存の中国と日本の産業連関表を用いて日中国際産業連関表を推計すると、ベ

ンチマーク年が異なるため、何かの方法で年次を合わせるように産業連関表を再推計し、

年次を統一した国際産業連関表を作成する必要が生じる。しかし、その年次調整において、

日本と中国のどちらかの投入構造が非公式の値になり、さらに現実の値（公表値）から遠

く離れかねない。 

 代わりに、日本と中国の SUT から国際 SUT を作成した後に、商品技術仮定あるいは混

合技術仮定を使って国際産業連関表を作成すれば、より早く、誤差がより小さい国際産業

連関表になると考えられる。この国際 SUT 自体は、各分野のサテライト勘定にも適用で

き、特に環境サテライト勘定を用いて両国間の環境・経済問題を分析するのには有効な道

具である。 

 

３．５ 日中間国際供給・使用表の作成 

（１）国際供給・使用表のひな形 

 本研究では、国際供給表と国際使用表を分けて、それぞれ作成する。表 3-6 は日中間国

際供給表のひな型である。表頭に各国の産業部門、表側に各国の商品部門を配置している。

表頭の産業部門は様々な商品を生産しているため、それらを商品別に分けて、表側の商品

部門に記入する。また、産業部門の右側に国ごとの輸入ブロックを設けて、全体の供給と

使用の関係を表している。 

 日中間国際供給表の各部分の構造及び記入内容は以下の通りである。マトリックス S**

は、産業別の商品産出額を示している。右上の添字について、前の添字は商品の供給地域

を表し、つまりどの国のどの産業がこの商品を供給したかを表している。後の添字は、商

品の使用地域を表わし、例えば SCC は中国の国内供給マトリックスを表している。輸入の

                                                        
34 第 3 版の EXIOBASE では、1995 年から 2011 年の期間で、44 か国および 5 つ地域をカバー

し、環境分析に拡張した多地域間産業連関表（Environmental Extended Multi-Regional Input-
Output Table、 EE-MRIO）を時系列でまとめている。 
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IM**については、他国から調達された財のことを意味しており、基本は CIF 価格で記入し

た。 

 表 3-7 は日中間国際使用表のひな型である。表頭には、各国の産業部門のほか、国ごと

に財の最終使用に関係する家計最終消費支出、政府最終消費支出及び固定資本形成と、内

生国以外の国への輸出の列を配置している。表側には、雇用者報酬、固定資本減耗、生産・

輸入品に課される税－補助金と営業余剰・混合所得などの付加価値項目を配置している。

表頭の産業部門に関しては、中間使用の部分が自国の商品及び他国から輸入した商品を使

用して、付加価値部門は、財を生産するための、自国の人件費や資本などの使用を表して

いる。 

 日中間国際使用表の各部分の構造及びそれぞれの定義は以下の通りである。中間使用マ

トリックス U**は、産業別の商品使用額を示している。右肩の添字が同じ UCC、UJJ、URR

は自国の商品使用額を表し、例えば UCCは中国の国内財の使用マトリックスである。右肩

の添字が異なる UCJ、UJC 等は他国から輸入した中間財の使用を表し、例えば、UCJ は中国

の産業が日本から輸入した中間財の使用額を表している。 
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表 3-6 日中間国際供給表のひな型 

 

出所：筆者作成。 

 

2012年 　　単位：百万ドル

産業 中国 中国 中国 日本 日本 日本 ROW ROW ROW 基本価格 基本価格 購入者価格

商品
日中間国際供給表 農林牧

漁業
… … 他のサー

ビス業
農林牧
漁業

… … 他のサー
ビス業

農林牧
漁業

… … 他のサー
ビス業

国内
総供給

中国 日本 ROW 輸入税
関税

合計 総供給 総供給

中国 農林水産物

中国 鉱産物

中国 … …

中国 その他のサービス

日本 農林水産物

日本 鉱産物

日本 … …

日本 その他のサービス

ROW 農林水産物

ROW 鉱産物

ROW … …

ROW その他のサービス

産業別供給額

SCC

SRR IMCR IMJR

SJJ IMCJ IMRJ

輸入 貿易
マージン

IMJC IMRC
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表 3-7 日中間国際使用表のひな型 

 
出所：筆者作成。 

 

 

2012年 　　単位：百万ドル

産業 中国 中国 中国 日本 日本 日本 ROW ROW ROW

商品
日中間国際使用 農林牧

漁業
… … 他のサー

ビス業
農林牧
漁業

… … 他のサー
ビス業

農林牧
漁業

… … 他のサー
ビス業

中国 日本 ROW 中国 日本 ROW 中国 日本 ROW

中国 農林水産物

中国 鉱産物

中国 … …

中国 その他のサービス

日本 農林水産物

日本 鉱産物

日本 … …

日本 その他のサービス

ROW 農林水産物

ROW 鉱産物

ROW … …

ROW その他のサービス

雇用者報酬

中間投入計

家計最終消費支出 政府最終消費支出 固定資本形成中間需要
合計

国内
最終

需要計

最終
需要計

総需要輸出

産出額

付加価値計

営業余剰

税－補助金

固定資本減耗
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（２）データと作成方法 

 日中間国際供給・使用表の作成に用いた資料を表 3-8 に示した。一部の分類の対応がで

きない産業では、産業を統合するか、工業統計やサービス業の統計資料を用いて分割し産

業分類を一致させた。価格評価については、中国では現在の産業別産出表と産業別使用表

の購入者価格表が入手できないため、生産者価格表のみを利用した。 

 

表 3-8 日中間国際 SUTの作成資料 

 
出所：筆者作成。 

 

 日中間国際供給表の SCC、SJJ、SRRのブロックは、それぞれの国または地域の産業別商品

産出額マトリックスである。行の合計は財・サービス別の国際総供給額で、列の合計は産

業別の総供給額である。中国の供給表は「2012 年中国産業連関表」の「42 部門産出表」を

転置したものを 28 部門にまとめて利用する。日本の供給表は、「国民経済計算平成 24 年

度確報：経済活動別財貨・サービス産出表」を 21 部門から 28 部門へ拡張して用いる。表

を拡張するのに用いた資料については、製造業部門が「平成 24 年工業統計調査」を、サー

ビス部門は「平成23年産業連関表」を利用した。内生国としたROWは、WIODの International 

Supply and Use Tables の 2012 年表が中国と日本以外の 41 ヶ国、56 部門を 1 地域、28 部門

にまとめたものを代用する。 

 財の輸入額の推計は、UN Comtrade Database の HS コードの輸出入額を商品分類に対応

させ、国ごとに記入する。サービスの輸入については、各国の使用表のサービス輸入額を

用いる35。 

 使用表の投入係数については、レオンチェフ＝アイザードモデルの発想に基づき、財を

国民経済規模で均衡しているものと、地域的に均衡しているものに分け、国民経済産業活

動水準を定め、全国の産業の生産物が各地域に一定の比で配分されるとして振り分け、最

                                                        
35 HS とは Harmonized Commodity Description and Coding System、商品の名称及び分類について

の統一システムの略称である。 

SUT 財の輸出入額 サービスの輸入額 貿易マージン

中国
2012年中国産業連関表の42部門の

産出表・使用表
2012年中国産業連関表 中国貿易統計

日本

国民経済計算平成24年度確報：経

済活動別財貨・サービス産出表
（V表）

工業統計調査
平成23年産業連関表

国民経済計算平成24年度確

報：経済活動別財貨・サー
ビス産出表（V表）

WIOD：

International
Supply and Use
Tables

ROW WIOD：International Supply and Use
Tables

WIOD：International Supply
and Use Tables

WIOD：

International
Supply and Use
Tables

UN Comtrade
Database
HS07 Ver.6桁の

中国、日本、
WORLDの輸出入
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後に地域間産業の活動水準を決めるという方法をとっている36。国際使用表を作成するの

に用いた中国の産業別財使用構造は、2012 年中国投入産出表の 42 部門使用表を 28 部門に

統合し、改めて計算する。国際 U 表を作成するのに用いた日本の産業別財使用構造（投入

係数）は、日本の 2A 表をもとに、サービス部門などを産業連関表の CT で按分している。

その後に RAS 法で調整した。 

 

３．６ 国際産業連関表における投入係数の安定性の考察 

 本節では、商品貿易による仮想水の移動を分析するため、前節で作成した 2012 年日中間

国際供給使用表を用いて、「商品×商品」の商品型国際産業連関表（以下、商品型表と略す）

を導出する。計算した投入係数、WIOD および OECD-ICIO の投入係数を実測値として乖

離率の度数分布を求め、また回帰分析を行い、投入係数の安定性を考察する。供給使用表

から商品型産業連関表を導出する方法には、商品技術仮定、産業技術仮定及び混合技術仮

定がある。産業技術仮定はあまり現実的でないと考えられるため、ここでの導出には商品

技術仮定と混合技術仮定だけを用いる37。 

 

（１）商品技術仮定による導出方法と結果 

 商品技術仮定では、同じ商品であれば、どの産業で生産されても同じ投入構造を持って

いる。従って、商品は、それを生産する産業に関わらず、独自の方法で生産される。商品

技術仮定により供給使用表を産業連関表導出する際には、負の中間投入値が出ることがあ

る。商品技術仮定での導出工程は、使用表の中間財使用行列と付加価値行列を転換行列に

乗じることで産業連関表に転換する。具体的には、商品×商品の行においては 

  (3-19) 𝐺′  (  𝐵 − )− 𝑌𝑝 

 があり、 

  (3-20) 𝐴𝑝  𝐵 −  

 とする。 

 式(3-20)の左右両辺の右側に同時に  ̂ をかけると、 

  (3-21) 𝐵 −   ̂  𝐴𝑝   ̂ 

  (3-22) 𝐵 ̂  𝐴𝑝  ̂  𝐴𝑝 ′  𝐴𝑝(𝐷�̂�)′  𝐴𝑝 ̂𝐷′ 

 となる。即ち、 

  (3-23) 𝑈  𝑋𝑝𝐷′ 

 により、中間財投入マトリックス 

  (3-24) 𝑋𝑝  𝑈(𝐷′)−  
                                                        
36 山下等（1970）、50 頁。 
37 UN(2018)、para12.34 を参照。 
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が得られる。 

 

 式（3-24）を用いて、計算した投入係数を、WIOD 及び OECD-ICIO の投入係数と比較し、

乖離率の度数分布を図 3-7 に示す。乖離率が 9 割以上の部分が目立っており、WIOD の投

入係数に 22.7%、OECD-ICIO の投入係数に 26.4%、9 割以上の乖離をとっている。これが、

商品技術仮定を用いた際に、負の投入係数が出たためである。商品技術仮定を用いた際に

WIOD の投入係数からの乖離は相対的に小さい。 

 

図 3-7 商品技術仮定により導出された投入係数の乖離度合い 

 

出所：筆者作成。 

 

 また、WIOD 及び OECD-ICIO の投入係数を、相関係数（R:Correlation Coefficient）、標準

誤差率（STEP: Standard Total Percentage Error）、平均絶対差（MAD Mean Absolute Difference）、

不等係数（Theil's U）、平均平方誤差（RMSE: Root Mean Squared Error）という五つの指標

で回帰分析を行った38。回帰分析の結果を表 3-9 に示す。回帰分析の結果によると、RMSE

以外の指標は、OECD-ICIO に類似している。しかし、この結果は負の投入係数の影響を受

けている。次に、混合技術仮定によって日中間国際産業連関表を導出し、商品技術仮定と

同様に投入係数を考察する。 

 

                                                        
38 国際表の回帰分析の五つの指標の計算式は、玉村・桑森（2014）の 36～37 頁を参考にし

た。 
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表 3-9 回帰分析の結果：商品技術仮定による投入係数 

 
出所：筆者作成。 

 

（２）混合技術仮定による導出方法と結果 

 混合技術仮定では、UN（2018）に掲載されている主産物と副次的生産物(Subsidiary 

Products)に商品技術仮定を適用し、副産物(By-products)や結合生産物(Joint Products)に産業

技術仮定を適用する手法で商品型表を導出する39。 

 UN（2018）には、通常の副次的生産物は商品技術仮定の方が適合するものの、副産物と

結合生産物に最も適合するのは産業技術仮定であると示されている40。しかし、実際のと

ころ、副次的生産は国によって様々であるため、一律に全ての国や産業に適用することは

困難である。通常の手法は供給表を、混合技術仮定の行列 H を用いて 2 つに分割する。行

列 H は商品技術仮定を用いるべき生産物を「1」、産業技術仮定を用いるべき生産物を「0」

とした生産物×産業の行列である。農業、鉱業、サービス業で発生した副次的生産物、副産

物と結合生産物の産出が、これら生産物の主たる生産者と異なる生産過程を用いていると

考えるため、これらの生産物を産業技術仮定に適用した。製造業について、化学工業で生

産された石油・石炭製品、一次金属製造業で生産された金属製品、一般機械製造業で生産

された電気機器、電気機器製造業で生産された電子部品などの生産物を商品技術仮定に適

用した。H 行列を図 3-8 に示す。 

 

 具体的な転換式及び過程は式（3-25）から（3-31）に示す。 

 供給表においては、商品技術仮定に適用する行列は 

  (3-25)     ○ 𝐻 

 があり、商品技術仮定に適用する行列の産出係数行列は 

  (3-26)      𝑇  (�̂�)−  

 となる。一方、産業技術仮定に適用する行列は 

  (3-27)  2       

 となり、産業技術仮定に適用する行列の市場シェア係数行列は 

  (3-28) 𝐷2   2  (�̂�)−  

                                                        
39 UN(2018)、para12.61～62 と Box12.3 のモデル E を参考にした。 
40 副次的生産物、副産物と結合生産物の概念は SNA2008 の para28.46 を参考にした。 

相関係数 標準誤差率 平均絶対差 不等係数 平均平方誤差

（R） （STEP） （MAD） （Theil's U） （RMSE）

WIOD 0.73621 59.80239 0.56907 0.52103 0.00064

OECD-ICIO 0.88907 70.34403 0.63024 0.61849 0.00057

投入係数の実績値
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 となる。この場合、混合技術仮定の変換行列は 

  (3-29)     −  (  𝑑𝑖𝑎𝑔(𝐷2  𝑖))  𝐷2 

 この変換行列 R と産業別商品投入係数行列 B、最終需要計のベクトル F を用いて、均衡

産出量のバランス式によって、商品型表の国内産出額（CT） 

  (3-30) 𝑥  (  𝐵 )−  𝐹 

 が計算できる。この場合は、中間財の投入係数が 

  (3-31) 𝐴  𝐵    

 となる。 

 

図 3-8 ハイブリッド技術仮定行列 

 

出所：筆者作成。 

 

 商品技術仮定により導出した商品型日中間国際産業連関表と同様に、投入係数を WIOD

及び OECD-ICIO の投入係数と比較する。投入係数の乖離率の度数分布を図 3-9 に、回帰分

析の結果を表 3-10 に示す。商品技術仮定と比べると、9 割以上の乖離率は、WIOD の投入

係数が 22.7%から 13.6%に減少し、OECD-ICIO の投入係数が 26.4%から 18.7%までに減少

した。「主産物」が生産されると同時に産出される副産物と結合生産物が、どのような財貨・

サービスを生産しようと、産業ごとに生産技術（投入構造）が決まり、産業技術仮定を利

用した方が適切である。これが、乖離が減少した原因の一つである。もう一つの原因は、

商品技術仮定を用いた際に出てきた負の投入係数がなくなったためである。 

 混合技術仮定の回帰分析の結果を示したものが表 3-10 である。商品技術仮定の投入係数

に比べ、OECD-ICIO 表からの乖離が小さくなり、WIOD 表からの乖離が大きくなっている

ことが伺え、五つの指標値の変化は 1％から 2％に留まっており、両仮定の導出結果はほぼ

同じであることが判明した。最も大きな利点として、混合技術仮定を用いて計算した投入

係数が負値にならないことを明らかにした。他に、投入係数が安定することも明らかにし

た。 

 

産業

製造業

商品
飲料
食品

……
石油石
炭製品

化学
工業

窯業土
石製品

一次
金属

金属
製品

一般機
械

電気機
械

情報通
信機器

……
他の製
造業

農産物 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱産物 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飲料食品 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

…… 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石油・石炭製品 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

化学製品 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

窯業・土石製品 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

一次金属 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

金属製品 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0

一般機械 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

電気機械 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0

情報通信機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

…… 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

他の製造品 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

その他のサービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

農業 鉱業 他の
サービ
ス業
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図 3-9 混合技術仮定により導出された投入係数の乖離度合い 

 

出所：筆者作成。 

 

表 3-10 回帰分析の結果：混合技術仮定による投入係数 

 
出所：筆者作成。 

 

３．７ おわりに 

 小論では、比例的産出係数を用いて、WIOD の中国 CSUT の産業分類を、アクティビテ

ィを基にした事業所分類へ転換することにより、各産業の副産物をそれぞれの主産物と定

義された産業へ割り当てた。このアクティビティ・ベースの供給表を用いる際に、商品技

術仮定により正の投入係数が導出され、より安定的であることを検討した。今回の結果を

要約すると、以下のようである。 

 まず、商品技術仮定により導出した投入係数について、鉱業と窯業・土石製品以外のす

べての結合生産がある産業では負の投入係数が出ており、他産業に与える影響が大きい産

業の商品に集中していることが特徴的である。 

 次に、小論で推計したアクティビティ・ベースの供給表が元の供給表との産出高の比較

により、化学製品、金属製品産業と電力・ガス・熱供給産業以外の産業は、主産物以外の

生産は元の産業へ戻った。ここであげた三つの産業は、技術面で生産が分離できないこと
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35%
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（分布率）

（乖離度合、%）WIODとの乖離 ICIOとの乖離

相関係数 標準誤差率 平均絶対差 不等係数 平均平方誤差

（R） （STEP） （MAD） （Theil's U） （RMSE）

WIOD 0.73697 60.17255 0.57259 0.53142 0.00065

OECD-ICIO 0.89679 69.07841 0.61890 0.61119 0.00056

投入係数の実績値
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などが理由と考えられるが、別稿の課題としたい。 

 最後に、今後の課題として、屑と結合生産物の処理、アクティビティ・ベースの供給表

の投入係数と混合技術仮定との比較、さらにアクティビティ・ベースの使用表の推計など

があげられる。 

 また、国際 SUT による投入係数の導出に関して、混合技術仮定が投入係数の安定性を確

保できることを解明した。また、この分析の経験は、地域間表の作成に活用できると考え

ている。地域間の産業連関分析は、貿易分析のみならず、環境とエネルギー分野の分析に

も多く用いられた。しかし、中国は国内の地域間産業連関表は公表したものの、国際表の

作成に関してはまだ経験が少ない。中国にとって、今後いかに多くの統計資料を収集し、

中国を中心とした国際供給使用表、そして国際産業連関表を作成するかが重要な課題とな

る。本研究は、この作表の課題を解決する一つの手がかりを提示したものである。 
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４．中国の水資源勘定 

 この節では、SEEA-CF の水資源資産勘定と NPV 法を中国に適用し、国際共通基準の水

資源勘定を行う。 

 

４．１ 水資源の環境経済統合勘定 

（１）水資源の物量勘定表 

 この節では、SEEA-CF の資産勘定フレームワークに沿って、水資源の資産勘定を説明す

る。水資源ストック量と変化を表わす水資源勘定表を始めて、勘定表のすべての項目を区

分して分析し、表のバランス関係、表のデータと水資源の基本情報との対応関係までにつ

いて述べる。次に、勘定項目を作成する方法を紹介し、直接取れない項目の解決策と補完

方法をまとめる。 

 

①水資源の物的勘定表 

 作成手法を説明する前に、計算対象と物的資産勘定のフレームワークを簡単に説明する。

SEEA-CF では、水資源を地表水、地下水と土壌水を計算対象とした。地表水には、塩分濃

度の水準を問わず、地表面上に流れる水、または地表面上に蓄えられる水すべてが含まれ

ており、具体的に、人工貯水池、湖、河川、氷山等がある41。統計資料に制限されるため、

小論では、人工貯水池、湖、河川から構成された地表水と地下水を対象とした。 

 中国の物的水資源勘定表は、表 4-1 に示した通りである。勘定表の表側は、期首ストッ

ク、期間内ストックの増加、期間内ストックの減少と期末ストックから構成される。その

うち、期間内ストックの増加の構成項目は、降水、外国や他の水資源からの流入とリター

ンであり、ストックの減少の構成項目は各産業の生産や生活が環境から取水、外国と海等

への流出と蒸発である。以下では、期首ストックから水勘定表の各項目の定義と作成方法

について詳細に述べる。 

 水資源の期首ストックと期末ストックは、計算期間の開始時と終了時の水資源ストック

量であり、計算期間は通常暦年をとる。ストックの増加と減少の主な原因は、人間活動と

自然要因である。それらの原因によって、ストックの増加は、降水、外国とその他の水源

からの流入およびリターン水といった三つのカテゴリーに、ストックの減少は、産業又は

生活の使用に応じて環境からの取水、流出と蒸発等三つカテゴリーに大きく分けられる。 

 地表水資源、地下水資源及び合計値から勘定表の表頭が構成され、勘定対象となる水資

源資産の主要な内容を表わしている。地表水資源は、河川、湖と人口貯水池の 3 つの列に

細分されることができる。これらの 3 つの列にデータを記入すれば、水資源勘定表がより

                                                        
41 United Nations, et al.（2014）．para 5.477. 
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明確になる。 

表 4-1 物的水資源勘定表の雛形 

 
出所：United Nations, et al.（2014）、 p214、 Table5.25 より作成。 

 

②水資源の物的勘定表の作成方法 

 

ア．期首ストック量と期末ストック量 

 地表水のストック量は、主に河川、湖と人口貯水池の 3 つの形態の水資源ストックが含

まれている。期首ストックは、具体的な情報として、河川、湖と人口貯水池の前年度末の

貯蔵量を指しており、期末しストックは今年度末の貯蔵量を指す。人口貯水池について、

中国の大型と中型の貯水池の貯水量データは「中国水資源公告」にて公表されている。湖

について、水面面積が 100km2 以上の湖の貯水量データは「中国水資源公告」にまとめて

公表される。河川のストック量の統計範囲は、流域面積が 50km2 以上の河川、又は、統計

名簿に含まれた河川となる。河川にある水ストック量について、公表のデータはないが、

地表水のストック量から、人口貯水池と湖の分を控除して求める。 

 地下水の形成は複雑で多様であるため、地下水資源の実際のストック量の把握が、中国

の統計資料上において十分ではない。このため、小論の水資源勘定表の作成は、地下水の

単位：億㎥

地表水 地下水 合計

河川 湖 人口貯水池

1. 期首ストック

ストックの増加

2. 降水

3. 流入

3.1． 外国からの流入

3.3． 他の水資源から流入

4. リターン水

4.1. 灌漑用水

4.2. 非灌漑用水

ストックの減少

5. 取水

5.1. 農業

5.2. 工業

　そのうち：電力冷却水用水

5.3. 建設・サービス業

5.4. 生活

5.5. 生態系補水

6. 流出

6.1. 外国への流出

6.2. 海への流出

6.3. 他の水資源へ流出

7. 蒸発

8. 期末ストック
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経年変化に焦点を当てている。したがって、最初の計算年度の地下水ストック量には、前

年度の情報がない場合はゼロを割り当てることができ、前年度の情報がある場合は、前年

度末のストック量を今年度の期首ストックと見なすこともできる。計算年度末の地下水の

ストック量は、年内の変化から求められる。 

 

イ．ストックの増加 

 降水の増加は、計算期間中に、降水によって生成された地表水流出量と地下水産出量の

合計となる。降水によって形成された地表水流出量に、河川、湖、人口貯水池、氷河など

の地表流出量が含まれている。降水によって形成される地下水は、水循環に参加する地下

水体の動的水量であり、毎年に更新できる降水浸透補充量である。この部分は、中国での

水統計には、地下水資源と地表水資源の非重複量に相当する。 

 流入の増加は、水資源の由来（ソース）より、外部領域からの流入と域内の他の水域か

らのお流入に分けることができる。国レベルの水資源勘定では、外部領域からの流入は、

外国からの流入だけであるが、省レベルの水資源勘定であれば、外国からの流入と他の省

からの流入に掛けられる。流入のなかに、外国から流入した地表水は、主に河川の上流を

経由して国内に流入する地表水であり、「中国水資源公告」の入境水資源量になる。だたし、

外国から境界河川に流入する水量は含まない。外国から流入下地下水は、統計データがな

いため、ここでの推計は割愛させる。他の水域からの流入は、地域内の地表水と地下水の

間で交換される水量を指しており、「中国水資源公告」の地表水と地下水の水資源重複計算

量を用いる。 

 リターン水は、計算期間に生産と生活のための水使用量から地表水と地下水に戻された

水量を指す。リターン水は、灌漑用水のリターン量と非灌漑用水のリターン量に分けられ

る。地表水への灌漑用水リターンは、地表水から取水した灌漑用水の地表水体へ戻した量

とし、農業の用水量から有効灌漑用水量を引くことより求める。地下水への灌漑用水リタ

ーンは、推計に用いられるデータがないため、推計を省いてゼロとする。地表水への非灌

漑用水のリターンは、主に環境に排出される水量を指しており、第二次産業、第三次産業

よび住民の汚水排出量を含める。「中国水資源公告」の汚水排放総量を用いる。 

 

ウ．ストックの減少 

 取水について、利用者によって、水使用が農業用水、工業用水、生活用水、生態系環境

への水補充の 4 つのカテゴリーに分類できる。これらの水使用量の情報は、「中国水資源

公告」から入手できる。このうち、生活用水に、都市部生活用水、農村部都市用水、建設

業とサービス業の水使用が含まれている。「中国統計年鑑」等の資料から都市部と農村部

の人口数などの情報を用いて、住民生活用水量と建設業・サービス業の用水量が推算でき

る。給水源別の各カテゴリーの供水量情報は「中国水利統計年鑑」の蓄水工程、引水工程
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等の供水量情報を用いて推計する。 

 流出による減少は、外国への流出、海への流入、地域内の他の水域への流入に分類でき

る。このうち、外国への流出は、「中国水資源公告」の国境を越えた流出量であり、海へ

の流出は、「中国水資源公告」の入海水量に相当する。地域内の他の水域への流出量は、

水循環の内部的な項目であり、地域内の他の水域からの流入に相当する。本論文では、地

域内の地表水と地下水の間の水の変換量に限定しており、地表水域間での水交換を計算対

象としない。 

 蒸発量は、河川、湖、人口貯水池の蒸発損失、排水蒸発損失等を指しており、主に河

川、湖、人口貯水池、水路などの表面蒸発と、排水施設の排水蒸発で構成されている。こ

の項目は、表のバランス項目として、「期首ストック＋ストックの増加－取水－流出－期

末ストック」で計算され、表を編制する際に最後に埋める。また、蒸発は地表水だけを対

象とする。 

 

（２）水資源の価値量計算 

 SEEA-CF では、自然資源の価値量計算について、自然資産の市場価格がある場合に市場

価格を用いるが、市場価格がない場合には償却済み再調達費用による方法と将来収益の割

引価値による方法がある。将来収益の割引価値による方法は、一般に正味現在価値法（Net 

Present Value、以下 NPV 法）を用いて、将来の資産の採掘・採取率と産出物の価格の予測

値を用いて、期待収益を時系列で導出する42。 

 水資産の貨幣的価値量を測定する場合、ある特定の状況の下で NPV 法が使用できると

考えている。たとえば、水力発電で水を利用してエネルギーを生産する場合、水力発電の

将来のキャッシュフローを見積もることができるため、正味現在価値法を使用して水資産

の貨幣的価値を計算できる。もう一つの水資産の貨幣的価値を測定する方法は、水を使用

するのに水へアクセスの権利（水権）を購入する市場価格で評価する方法である。水権市

場が比較的に整備され、水権や水量が市場で公正に取引できる場合は、市場価格法が使用

できる43。 

 NPV 法では、環境資産の収益は資源の経済的なレントを用いて定義されている。経済的

なレントとは、全ての費用及び通常利益を考慮した後に計算される資産の採取者もしくは

使用者のもとで生じる余剰価値のことである44。SEEA-CF においては資源レントの推計方

法には、残余価値法、充当法と取得価格法がある45。残余価値法における資源レントは、特

定の補助金及び税金の調整を行った後に生産資産の使用者費用を粗営業余剰から控除する

                                                        
42 UN, et. al (2014)、para5.105‐para5.109。 
43 UN, et. al (2014)、para5.490‐para5.492。 
44 UN, et. al (2014)、para5.113。 
45 UN, et. al (2014)、para5.122‐para5.128。 
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ことにより推計される。充当法では、環境資産の所有者（主に政府機関）に対する実際の

支払いを用いて、資源レントを推計する。取得価格法とは、資源を取得するためには使用

許可証や割り当て量の購入を通じて統制されているという事実に基づく方法である。 

 一方で、現在、中国で水資源の価値を測定するための実現できる方法は、市場価格法、

シャドウプライス法、NPV 法及び仮想評価法がある。シャドウプライス方式は資源の配分

を中心にして、計算に大量のデータが必要となって、計算過程が複雑で実際の運用が困難

である。正味現在価値法は、水資源資産の将来の収入を合理的に予測し、一定の割引率で

それらを現在の価値を計算するものの、政府が水の価格を指導する中国では水資源の利用

によってもたらされる将来の収入を合理的に見積もることは困難と思われる。仮想評価法

は、消費者の視点から水資源に対する支払い意欲に基づいて水資源の価値を評価していて、

より主観的な評価方法である。直接市場法は、成熟した水市場価格メカニズムを使用して

水資源の価値を測定している。計算は単純で客観的であるため、本論文では直接市場法を

使用して水資源の価値量計算を行う。中国の水市場はまた完璧でなく、政府より策定され

た水費や水資源賦課金の徴収基準は、水資源の価値を完全に反映できていない。ただし、

今の段階では、水資源を利用権利は給水システムより反映されるため、水費や水資源賦課

金は水資源の単価をある程度反映し、水資源の取得価格法に相当すると考えられる。 

 単位当たりの水資源の取得価格は、以下の手法によって決定する。利用者別の水使用価

格は、各地区の水供給価格を通じて反映された商品としての水資源の直接市場価格に、水

資源賦課金を加算することによって得られる。次に、計算期間の実際の使用者別水消費の

構成比をウェイトとして、地表水と地下水の総合価格を計算する。 

 

 具体的な計算式は、次の式（4-1）である。 

  (4-1)  ̅  𝑒    𝑒2 2  𝑒3 3  𝑒4 4 

 この中、 ̅は総合単価、  、 2、 3と 4は为農業、製造業、生活と生態系補水の水使用価

格であり、𝑒 、𝑒2、𝑒3、𝑒4は農業、製造業、生活と生態系補水の水使用の構成比である。式

（4-1）で計算された地表水と地下水の価格をつきの式（４-2）、式（４-3）を用いて、地表

水ストック量と地下水ストック量の貨幣的価値量を計算する。 

 

 地表水資源ストック（Surface Water）の貨幣価値量の計算式： 

  (4-2)  𝑠  ∑
𝑅𝑠

( +𝑟)𝑡
 1
    ∑

𝑃𝑠∙𝑄𝑠

( +𝑟)𝑡
 1
    

 この中、 𝑠：地表水の資源価値； 𝑠：地表水の資源レント； 𝑠：地表水の使用料金（単位

資源のレントとして）； 𝑠：地表水のストック量；r：割引率；  ：現在で推計した地表水

の利用可能な年限。 
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 同様に、地下水（Ground Water）资源の価値量が求められる。地下水の貨幣価値量の计算

式如下： 

  (4-3)  𝑔  ∑
𝑅𝑔

( +𝑟)𝑡
 2
    ∑

𝑃𝑔∙𝑄𝑔

( +𝑟)𝑡
 2
    

 この中、 𝑔：地下水の資源価値； 𝑔：地下水の資源レント； 𝑔：の使用料金； 𝑔：のス

トック量； 2：現在で推計した地表水の利用可能な年限。 

 

 地表水の貨幣価値量を地下水の貨幣価値量に合わせて、水資源の総価値を求め、 𝑤で示

し、计算式は（4-4）に示される。 

  (4-4)  𝑤   𝑠   𝑔 

 本研究での水資源の価値量計算について、2017 年の水資源減耗コストと水資源ストック

価値量を試算する。2017 年の水資源減耗コストは、水資源の消耗量と水資源の価値の積を

利用して求める。 

 

（３）水汚染の環境費用 

 本論文で、水汚染の環境費用は、汚水の処理費用と水環境保護投資といった二つの部分

から構成される。 

 

①水汚染物資の処理費用 

 中国国家統計局と元の国家環境保護総局等が 2004 年から 2006 年にかけて、実施したグ

リーン GDP 計算研究プロジェクトにおいては、汚染物質の処理費用を中心として環境費

用計算を行った。このプロジェクトでは、水汚染の環境費用は、環境汚染処理費用と環境

劣化費用の二部分から構成されているが、本論文では、環境汚染処理費用のみを取り上げ

て、水汚染物質の処理費用として計算する。水汚染物質の処理費用は、実際処理費用と帰

属汚染処理費用に区分でき、実際処理費用が既に発生した汚染物の処理費用で、帰属処理

費用が現在自然環境へ排出された汚染物を全て処理するのに必要とする費用である。本論

文では、データの入手可能性と計算の可能性を考慮し、環境保護コストに基づく評価方法

を選択し、水汚染物質の処理費用を算出する。つまり、発生した汚水をすべて処理するの

にかかった費用と、主な汚染物質である化学酸素需要量（以下は、COD）とアンモニア排

出が環境基準に満たす為の削減費用が含まれると想定されている。しかし、COD とアンモ

ニアの排出について、国レベルで考えれば、既に基準を満たしており、地域ごとの排出水

準は把握できないため、ここではすべて処理したとする。具体的な計算式は、次の式（５）

である。 

 

 



 

61 
 

  水汚染物質の処理費用＝汚水処理費用＋COD 削減費用＋アンモニア削減費用 

   ＝汚水発生量×汚水処理場での処理単価＋COD 排放量×COD 処理単価 

＋アンモニア排放量×アンモニア処理単価 

 

 実際処理費用について、2015 年まで、中国の「環境統計年鑑」に「廃水治理施設本年運

行費用」が記載されており、これが汚水の実際処理費用として利用できるが、本研究では、

汚水排出量に汚水処理価格に乗じて求める。帰属処理費用は、汚水処理費用から実際処理

費用を引くことより求める。 

 

②水環境保護投資 

 水環境保護への投資は、生態環境、水質保護と水の保全への投資費用を含む、水資源の

継続的な保護にかかる費用である。具体的に、本研究では、水汚染防止の投資額と水環境

管理の投資額から構成される。水汚染防止の投資は、主に飲用水資源の汚染を防止するた

めの投資と、産業、都市部と農村部の生活汚水の処理施設の建設投資であり、政府の水環

境保護責任を反映している。水汚染防止の投資額が中国環境年鑑の「水汚染防治投資状況」

にある。 

 また、水環境管理の投資額に、水利工程建設投資と水環境保護能力建設投資が含まれる。

水利工程建設投資とは、流域の灌漑、給水、洪水の制御と土壌侵食の制御に関連する水環

境管理及び保護の建設項目の投資額であり、中国環境統計年鑑の「環境基礎施設建設投資」

の排水項目建設の投資額を採用する。水環境保護能力建設投資とは、水環境の安全と安定

性を保ち、水汚染と水環境を監視するための投資額であり、中国環境年鑑の「環境保護能

力建設投資」の水環境汚染防止能力建設投資額と環境管理能力建設投資額を採用する。 

 

４．２ 中国 2017年水資源の勘定の作成 

（１）水資源勘定の作成資料とデータ 

 本研究は、「中国統計年鑑」、「中国水資源公告」、「中国水利年鑑」、「中国水利統計年鑑」、

「城市供水統計年鑑」、国家統計局サイトの「環境統計データ」、各省の水利庁サイトの「水

資源公告」及び各省の環境保護庁サイトの「環境統計年報」等の統計情報を用いて、2017

年の物的水資源勘定、水資源の価値量及び環境費用を試算した等。表 4-2 は、物的水資源

の資産勘定の各項目の計算方法、水資源の価値量計算と水環境汚染費用の推計に用いる資

料及びデータを示している。 
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表 4-2 物的水資源勘定表の構成項目の作成方法 

 

出所：筆者作成。 

 

（２）水資源勘定の物量表の作成部分と作成結果 

 2016 年と 2017 年の「中国水資源公告」、「中国水利年鑑」、「中国水利統計年鑑」等を用

いて、作成した 2017 年中国物的水資源勘定表を、次の表 4-3 に示す。表 4-3 によると、2017

年度の年初の水資源ストック量は 40,128.7 億㎥、年間に 4,072.8 億㎥を減少し、年度末のス

トック量は 36,055.9 億㎥である。河川、湖、人口貯水池と地下水の年度末のストック量が

21,897.52 億㎥、1,361 億㎥、4487.78 億㎥と 8,309.6 億㎥であり、それぞれの年間ストック

変化量について、河川水は 3726.21 億㎥減少、湖は 59.9 億㎥増加、人口貯水池は 138.71 億

㎥増加、地下水は 545.2 億㎥減少となっている。 

  

項目 資料名 利用データ

物的水資源勘定表

期首ストック 地表水：湖 中国水資源公告 湖の貯水量（水面面積が100km2以上の湖）

地表水：人口貯水池 中国水資源公告 人工貯水池の貯水量（大型、中型の人口貯水池）

地表水：河川 中国水資源公告 地表水資源量から人口貯水池と湖の貯水量を除いた部分

地下水 中国水資源公告 帯水層の地下水量に関するデータより推計又はセロにする

ストックの増加：降水 湖の増加量 各地域の降水量と湖水面面積の積算より推計

河川の増加量 各地域の降水量と河川水面面積の積算より推計

人工貯水池の増加量
中国水資源公告
中国水利年鑑

各地域の降水量と人口貯水池の水面面積の積算より推計

地下水 中国水資源公告
地表水と地下水の非重複計算量（南方）と降水浸透補充量（北
方）の合計

ストックの増加：流入 外国からの流入 中国水資源公告 入境水資源量、境界河川の流入量を含まない

他の水域からの流入 中国水資源公告 地表水と地下水の重複計算量より推計

灌漑用水 中国水資源公告 農業灌漑用水×（1－有効灌漑係数）

非灌漑用水 中国水資源公告 都市部汚水発生量

ストックの減少：取水 農業用水 中国水資源公告 農業用水量、各給水源の供水量

工業用水 中国水利統計年鑑 工業用水量、各給水源の供水量

建築・サービス業用水 中国水資源公告 生活用水から住民生活用水量を除いた部分

住民生活用水
中国水資源公告
中国統計年鑑

生活用水量は人口数と都市部一人当たり一日生活用水量より推計

生態系補水 中国水資源公告 人口生態系環境補水量

ストックの減少：流出 外国への流出 中国水資源公告 我国から国境を越えた流出水量

海への流出 中国水資源公告 全国入海水量

他の水域への流出 中国水資源公告 地表水と地下水の重複計算量より推計

ストックの減少：蒸発 － － バランス項目

水資源の価値量計算

水の価値量計算 水価格 城市供水統計年鑑 2017年供水価格

水資源費 城市供水統計年鑑 2017年水資源費

割引率 上海証券交易所HP 2017年5年期固定利息国債利息率

水資源の価値量計算

水環境保護投資 水汚染防止投資 中国環境年鑑 廃水治理項目完成投資

水環境保護能力建設投資 中国環境年鑑 環境保護能力建設投資

水利工程建設投資 中国環境統計年鑑 環境基礎施設建設投資

水汚染の処理費用 汚水発生量
中国水資源公告
中国統計年鑑

汚水発生量

汚水処理費用 城市供水統計年鑑 2017年汚水処理費

単位当たり汚水処理費 中国環境統計年鑑 2015年汚水処理場運営費用と汚水処理量より推計

中国水資源公告
中国統計年鑑

ストックの増加：リ
ターン水
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 水資源ストック量の変化は、年間の降水量、地域間の水交換量と水の使用量による。表

4-3 を見れば、2017 年の降水量が多い年のため、降水によって形成された水資源が、スト

ックの増加の大部分を占め、経済社会的水使用のリターンが小さいことが判明した。2017

年のストック減少は、主に流出と蒸発によって決定され、使用のための取水の割合が小さ

い。中国 2017 年の降水量は 664.8mm であり、降水より形成された水資源は 31,565.19 億㎥

であり、ストック増加量の 79%を占めている。2017 年の降水量は 2016 より 8.3%が少ない

為、全体的に水資源のストックが減少されている。 

 

表 4-3 2017年中国物的水資源勘定表 

 

出所：筆者作成。 

 

 2017年の中国の水使用量は次のとおりである。2017年の総取水量は5,962.2億㎥であり、

そのうち、河川からの取水量は 2,084.56 億㎥、湖からの取水量は 1,464.56 億㎥、人口貯水

池からの取水量は 1,396.38 億㎥、地下水の取水量は 1,016.7 億㎥である。農業の水使用量は

3,766.4 億㎥であり、河川からの取水量は 1,192.29 億㎥、湖からの取水量は 947.93 億㎥であ

り、全体の 56.8%を占める。工業の水使用量は 1,277 億㎥であり、そのうち電力冷却用水

478.3 億㎥である。工業の水使用量は、河川から 717.7 億㎥、湖から 344.38 億㎥を取水し、

全体取水量の 83.2%を占める。建設・サービスの水使用量は 261.28 億㎥であり、人口貯水

池から 176.32 億㎥を取水して使用量の 67.5％を占める。生活のための水使用量は 576.82 億

単位：億㎥

地表水 地下水 合計

河川 湖 人口貯水池

1. 期首ストック 25,623.73 1,301.10 4,349.07 8,854.80 40,128.70

ストックの増加 22,181.78 5,852.07 7,260.77 4,654.30 39,948.93

2. 降水 16,432.49 5,571.24 6,726.86 2,834.60 31,565.19

3. 流入 3,364.28 159.73 533.91 1,819.70 5,877.62

3.1． 外国からの流入 218.60 － － － 218.60

3.3． 他の水資源から流入 3,145.68 159.73 533.91 1,819.70 5,659.02

4. リターン水 2,385.02 121.10 － 2,506.12

4.1. 灌漑用水 1,665.55 84.57 － 1,750.12

4.2. 非灌漑用水 719.47 36.53 － 756.00

ストックの減少 25,907.99 5,792.17 7,122.06 5,199.50 44,021.73

5. 取水 2,084.56 1,464.56 1,396.38 1,016.70 5,962.20

5.1. 農業 1,192.29 947.93 963.88 662.30 3,766.40

5.2. 工業 717.70 344.83 － 214.47 1,277.00

　そのうち：電力冷却水用水 323.08 155.22 － － 478.30

5.3. 建設・サービス業 38.65 38.14 176.32 8.16 261.28

5.4. 生活 99.28 119.83 225.95 131.76 576.82

5.5. 生態系補水 36.64 13.84 30.22 － 80.70

6. 流出 18,140.40 615.98 447.37 4,182.80 23,386.55

6.1. 外国への流出 934.20 － － － 934.20

6.2. 海への流出 16,449.85 － － 343.48 16,793.33

6.3. 他の水資源へ流出 756.35 615.98 447.37 3,839.32 5,659.02

7. 蒸発 5,683.03 3,711.63 5,278.31 － 14,672.98

8. 期末ストック 21,897.52 1,361.00 4,487.78 8,309.60 36,055.90
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㎥であり、人口貯水池からの取水量は最も多くて、39.2％を占めており、河川、湖と地下水

からの取水は、ほぼ 20%前後あり、地域が広い中国が多様な取水源から取水の現実に相互

証明される。生態系の補水量は 80.7 億㎥であり、すべて地表水から賄っている。 

 

（３）水資源の価値量計算結果 

 本論文では、市場価値法を使用して 2017 年の水資産の貨幣的価値を計算する。中国の

「城市供水統計年鑑」によると、水の価格は生活用水、生産用水、公共サービス用水、環

境（園林緑化）用水と特殊産業用水に分けられ、利用目的ごとに水の価格が異なる。この

うち、特殊産業とは、ホテル、質屋等を営む産業を指しており、省によって異なるため、

本論文では特殊産業用水の価格は考慮しない。農業用水の価格は、公表されていないため、

耕種農業の用水価格は地表水の資源費を代用し、耕種農業以外の用水価格は生産用水の価

格を代用し、耕種農業と耕種農業以外の部分の用水量をウェイトとして計算される。 

 

表 4-4 地域別水価格と水資源費 

 

農業 工業 サービス業 生活 生態系補水 地表水 地下水

北 京 2.19 9.50 6.00 2.07 3.07 1.57 －

天 津 1.57 7.90 7.90 4.90 5.55 0.76 1.60

河 北 0.79 6.47 5.50 3.00 4.92 0.20 0.40

山 西 0.91 4.50 4.00 2.30 2.50 0.70 1.50

内モンゴル 0.56 3.80 2.56 2.47 0.10 0.10 0.80

遼 寧 1.05 5.85 4.50 2.40 3.20 0.30 0.80

吉 林 0.62 6.40 5.80 3.13 0.70 0.20 0.40

黒 竜 江 0.70 6.50 4.60 2.60 3.60 0.20 0.35

上 海 0.56 4.73 4.63 1.92 － 0.20 －

江 蘇 0.66 4.11 3.43 2.84 2.11 0.20 0.20

浙 江 0.68 4.27 4.15 2.32 1.80 0.20 0.40

安 徽 0.22 1.95 1.65 1.35 0.30 0.12 0.25

福 建 0.47 2.00 1.60 1.70 1.40 0.32 1.00

江 西 0.19 2.10 1.91 1.30 1.25 0.08 0.08

山 東 0.92 4.15 3.70 2.50 3.25 0.40 0.62

河 南 0.87 4.80 4.15 2.15 0.35 0.35 0.95

湖 北 0.25 2.60 1.90 1.50 1.60 0.05 0.05

湖 南 0.19 4.19 4.30 2.33 0.30 0.08 0.12

広 東 0.40 2.75 2.57 1.76 1.30 0.20 0.40

広 西 0.35 2.44 2.03 1.63 1.62 0.10 0.20

海 南 0.34 3.20 2.00 1.75 1.55 0.10 0.20

重 慶 0.45 4.55 4.55 2.50 2.60 0.10 0.10

四 川 0.30 2.64 2.10 1.87 0.75 0.10 0.25

貴 州 0.26 4.00 4.65 2.70 1.80 0.08 0.25

雲 南 0.51 4.20 4.20 2.40 2.65 0.20 0.25

チ ベ ッ ト 0.25 2.20 2.00 1.54 － 0.08 0.00

陝 西 1.17 5.50 5.29 2.85 0.76 0.30 0.50

甘 粛 0.43 2.53 2.50 1.75 2.80 0.20 0.20

青 海 0.39 3.20 2.90 2.20 2.67 0.15 0.20

寧 夏 1.36 3.65 3.65 1.70 － 0.06 0.20

新 疆 0.21 1.48 1.48 1.36 2.44 0.20 0.20

水資源費水価格
地　域
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 中国に関しては、水の価格は省ごとに異なる。各省の省会都市は、経済の規模が大きく

て、人口も多いため、本研究は各省の水の価格は省会都市の価格を採用する。ただし、省

会都市に価格情報はない場合は、全省の平均価格を採用する。「城市供水統計年鑑」より、

中国の 2017 年の水価格と水資源費を表 4-4 に示す。 

 表 4-4 の水の市場価格と水資源費に、表 4-3 の水使用量を用いて、2017 年の地表水価格

と地下水価格を計算した。この結果に基づいて、2017 年に使用された水の貨幣価値量を

計算し、計算の結果を表 4-5 に示す。2017 年に使用された地表水の価値量は 5651.63 億元

で、地下水の価値量は 2121.62 億元で、合計は 7773.25 億元となる。 

 

表 4-5 2017年水資源のレントと価値量 

 
出所：筆者作成。 

 

 表 4-5 で計算した水資源価値量を、2017 年の地表水と地下水の水資源のレントとし、式

（4-2）、（4-3）を用いて 2017 年をベースに水資源のストックの貨幣価値量を計算した。利

用年数は、地表水と地下水の 2015~2017 年の三年間平均使用量で、2017 年末のストック量

を割ることより求めた。割引率は、5 年期固定利息の国債の利息率を用いて、計算した 2017

水資源

市場価格 資源費 取得価格 使用量 減耗費 市場価格 資源費 取得価格 使用量 減耗費 減耗費合計

（元/ｔ）（元/ｔ）（元/ｔ） （億㎥） （億元） （元/ｔ）（元/ｔ）（元/ｔ） （億㎥） （億元） （億元）

北 京 2.61 1.57 4.18 12.40 51.89 1.43 1.43 16.60 23.73 75.61
天 津 2.82 0.76 3.58 19.00 67.99 2.85 1.60 4.45 4.60 20.49 88.48
河 北 2.19 0.20 2.39 59.40 141.70 3.51 0.40 3.91 116.00 453.73 595.43
山 西 1.41 0.70 2.11 39.60 83.67 1.64 1.50 3.14 31.10 97.72 181.39
内 モ ン ゴ ル 0.76 0.10 0.86 99.20 84.84 1.59 0.80 2.39 85.30 204.06 288.90
遼 寧 2.07 0.30 2.37 72.40 171.85 1.27 0.80 2.07 54.50 112.81 284.66
吉 林 0.85 0.20 1.05 81.50 85.82 1.75 0.40 2.15 44.70 96.20 182.02
黒 竜 江 1.02 0.20 1.22 188.90 230.59 1.04 0.35 1.39 163.10 226.19 456.78
上 海 0.56 0.20 0.76 104.80 79.65 0.92 0.92 79.65
江 蘇 1.57 0.20 1.77 575.30 1,017.25 3.32 0.20 3.52 8.40 29.53 1,046.78
浙 江 1.71 0.20 1.91 176.20 336.45 2.35 0.40 2.75 1.30 3.58 340.03
安 徽 0.36 0.12 0.48 256.50 122.57 2.04 0.25 2.29 30.80 70.50 193.07
福 建 0.86 0.32 1.18 186.40 220.70 0.50 1.00 1.50 5.00 7.48 228.17
江 西 0.56 0.08 0.64 237.60 150.93 0.89 0.08 0.97 8.30 8.05 158.98
山 東 1.35 0.40 1.75 121.10 212.13 0.23 0.62 0.85 79.70 68.12 280.25
河 南 1.27 0.35 1.62 113.10 183.29 1.60 0.95 2.55 115.50 294.54 477.83
湖 北 0.77 0.05 0.82 281.40 231.31 1.30 0.05 1.35 8.80 11.87 243.17
湖 南 0.80 0.08 0.88 311.70 274.62 0.61 0.12 0.73 15.20 11.05 285.67
広 東 0.96 0.20 1.16 417.30 482.79 1.07 0.40 1.47 13.80 20.30 503.09
広 西 0.47 0.10 0.57 273.10 155.41 0.98 0.20 1.18 10.50 12.40 167.81
海 南 0.88 0.10 0.98 42.30 41.62 1.08 0.20 1.28 3.10 3.96 45.58
重 慶 1.26 0.10 1.36 76.10 103.56 0.44 0.10 0.54 1.10 0.59 104.15
四 川 0.68 0.10 0.78 254.30 197.78 2.45 0.25 2.70 12.10 32.64 230.42
貴 州 1.88 0.08 1.96 101.10 198.31 0.76 0.25 1.01 1.80 1.82 200.13
雲 南 0.98 0.20 1.18 149.90 177.19 0.81 0.25 1.06 3.70 3.91 181.09
チ ベ ッ ト 0.35 0.08 0.43 27.80 11.83 1.63 0.00 1.63 3.60 5.87 17.70
陝 西 1.77 0.30 2.07 58.20 120.57 0.25 0.50 0.75 32.60 24.49 145.06
甘 粛 0.80 0.20 1.00 87.10 87.53 2.61 0.20 2.81 25.10 70.44 157.98
青 海 1.02 0.15 1.17 20.70 24.26 0.89 0.20 1.09 5.00 5.44 29.70
寧 夏 1.36 0.06 1.42 60.30 85.46 2.03 0.20 2.23 5.50 12.28 97.74
新 疆 0.29 0.20 0.49 440.90 218.07 1.51 0.20 1.71 109.80 187.84 405.91
全 国 合 計 4,945.60 5,651.63 1,016.60 2,121.62 7,773.25

地　域

地表水価格 地下水価格
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年の地表水と地下水のストックの価値量を表 4-6 に示す。2017 年の中国水資源ストックの

価値量は 44,571.38 億元である。 

 

表 4-6 2017年水資源のストックの貨幣価値 

 

出所：筆者作成。 

 

（４）水汚染の環境費用の計算結果 

 水汚染の環境費用を計算する前に、水中汚染物質の排出量と汚染状況を確認してみる。

水汚染は、普段、人間の生産又は生活によって有害物質を水に入れさせ、水環境汚染を引

き起こした。表 4-7 は中国 2017 年の水に汚染物質の排出量と排出濃度を示すものである。

中国では、現行実施している「汚水綜合排出基準 GB8978-1996」は、水域に汚水を排出す

る際に各種汚染物質の排出濃度を規定している46。ここでは、化学的酸素要求量（COD）、

アンモニア、石油類と発揮性フェノールの四種類の主要な汚染物質を取り上げて、汚染物

質の排出濃度を計算した。この四種類の汚染物質の最厳格な基準は、100mg/L、15mg/L、

5mg/L と 0.5mg/L である。表 4-7 から、すべての省は石油類と発揮性フェノールの排出基

準を満たしており、北京、上海と江蘇省だけは COD の排出基準を満たしており、北京と浙

江省はアンモニアの排出基準を満たすことがわかった。この基準を超えた汚染物質の排出

は、処理するのに帰属処理費用が発生すると考えられる。 

 表 4-2 に示したように、中国水資源公告、2018 年「城市供水統計年鑑」、2016 年「中国

環境統計年鑑」等資料を用いて、2017 年の水汚染物質の処理費用を計算し、その結果を表

4-8 に示す。表 4-8 を見ると、2017 年に中国全土で発生した廃水量は 7 兆 7,412 億トン、

COD の排出量は 1,022 万トン、アンモニアの排出量は 140 万トンであった。 

 また、「中国環境統計年鑑」によると、排出廃水の主な汚染物質は化 COD とアンモニア

であり、本論文では、汚水の処理費用、COD とアンモニアの削減費用を水汚染物質の処理

費用としている。汚水処理費用は、最後の更新年 2015 年の各省の単位当たりの処理費用を

                                                        
46 1998 年 1 月 1 日から実施される。中国語名称は「污水综合排放标准（GB8978-1996）」であ

る。（http://www.mee.gov.cn/ywgz/fgbz/bz/bzwb/shjbh/swrwpfbz/199801/t19980101_66568.htm）。他

に、電子部品・デバイス製造業、石油製造業などの産業別の排出基準も設けている。中華人民

共和国生態環境部 HP、2020/12/24 にアクセス。

（http://www.mee.gov.cn/ywgz/fgbz/bz/bzwb/shjbh/swrwpfbz/） 

ストック量 年間使用量 利用年限 レント 割引率 ストックの価値

（億㎥） （億㎥/年） （年） （億元） （％） （億元）

地表水 27,746.30 4,942.47 6 5,651.63 3.58 30,036.05

地下水 8,309.60 1,047.63 8 2,121.62 3.58 14,535.33

合計 44,571.38

水資源 経済的価値

http://www.mee.gov.cn/ywgz/fgbz/bz/bzwb/shjbh/swrwpfbz/199801/t19980101_66568.htm
http://www.mee.gov.cn/ywgz/fgbz/bz/bzwb/shjbh/swrwpfbz/
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利用する。COD とアンモニアの処理単価については、李・盧等（2014）で研究成果、COD

の処理単価は 4,936 元／トン、アンモニアの処理単価は 17,755 元／トンを利用する。これ

らの処理単価を 2017 年の汚水発生量、及び COD とアンモニアの排出量に乗じて、2017 年

の汚水処理費用と汚染物質削減費用を算出した。2017 年の汚水処理費用は 1,185.56 億元、

汚染物質の削減費用は 752.15 億元で、両者に合算したものは 2017 年の水汚染物質の処理

費用、1,937.71 億元となる。 

 

表 4-7 2017年主な水中汚染物質排出量と排出濃度 

 

出所：「中国統計年鑑 2019」より筆者作成。 

 

  

汚染物質の排放濃度

COD アンモニア 石油類 フェノール COD アンモニア 石油類 フェノール

万トン 万トン トン トン mg/L mg/L mg/L mg/L
北 京 8.18 0.58 19.90 1.00 61.42 4.35 0.01 0.00
天 津 9.26 1.42 163.00 0.10 101.99 15.64 0.18 0.00
河 北 48.68 7.12 237.50 8.20 191.89 28.07 0.09 0.00
山 西 19.52 3.09 113.60 18.10 144.53 22.88 0.08 0.01
内モンゴル 14.97 1.90 141.80 18.60 143.60 18.23 0.14 0.02
遼 寧 25.36 4.81 344.00 13.40 106.57 20.21 0.14 0.01
吉 林 17.45 2.38 313.70 1.60 143.66 19.59 0.26 0.00
黒 竜 江 24.82 3.77 149.40 1.40 179.70 27.29 0.11 0.00
上 海 14.18 3.70 493.00 1.10 66.90 17.46 0.23 0.00
江 蘇 74.42 10.12 348.40 35.30 129.38 17.59 0.06 0.01
浙 江 41.86 6.67 188.50 0.50 92.22 14.69 0.04 0.00
安 徽 49.56 5.76 222.30 12.30 211.94 24.63 0.10 0.01
福 建 39.49 5.38 54.70 0.20 165.73 22.58 0.02 0.00
江 西 51.95 5.77 159.70 6.20 274.34 30.47 0.08 0.00
山 東 52.08 7.99 266.60 25.10 104.18 15.98 0.05 0.01
河 南 43.07 6.21 174.40 2.40 105.28 15.18 0.04 0.00
湖 北 51.93 7.20 165.90 5.40 190.43 26.40 0.06 0.00
湖 南 57.58 8.30 331.50 3.60 191.57 27.61 0.11 0.00
広 東 100.09 13.75 201.90 1.70 113.48 15.59 0.02 0.00
広 西 45.59 4.83 67.80 0.70 230.09 24.38 0.03 0.00
海 南 7.82 1.09 17.10 0.00 177.40 24.73 0.04 0.00
重 慶 25.27 3.49 117.90 0.30 125.92 17.39 0.06 0.00
四 川 67.51 7.94 162.50 9.30 186.27 21.91 0.04 0.00
貴 州 27.25 3.41 163.60 0.30 230.90 28.89 0.14 0.00
雲 南 33.07 4.14 40.00 10.20 178.65 22.36 0.02 0.01
チ ベ ッ ト 2.50 0.33 0.10 ‐ 348.38 45.99 0.00 ‐

陝 西 19.64 2.65 149.20 13.70 111.62 15.06 0.08 0.01
甘 粛 13.24 1.95 76.50 24.60 205.23 30.23 0.12 0.04
青 海 5.75 0.84 101.20 2.30 212.06 30.98 0.37 0.01
寧 夏 10.02 0.65 36.30 6.70 326.01 21.15 0.12 0.02
新 疆 19.87 2.27 180.10 8.80 196.17 22.41 0.18 0.01
全 国 合 計 1,021.98 139.51 5,202.10 233.10 ‐ ‐ ‐ ‐

汚水中の主要汚染物質

地　域



 

68 
 

 一方で、河川等に排出される廃水には、中国水資源公告によると、工業汚水、生活汚水

と建設・サービス業の汚水が含まれる。「城市供水統計年鑑」と中国水網から、省ごとにこ

れらの汚水排出費を入手してから、各省の汚水排出量に乗じたものは実際処理費用として

いる。 

 

表 4-8 2017年水質汚染の処理費用 

 

出所：筆者作成。 

水汚染物質の処理費用（億元）

汚染物質発生量（万トン） 汚水処 汚染物質 処理費用 そのうち：

汚水 COD アンモニア 理費用 削減費用 合計 実際処理 帰属処理

北 京 101,808 8.18 0.58 41.38 5.07 46.45 13.85 32.61
天 津 70,521 9.26 1.42 19.96 7.09 27.05 5.01 22.04
河 北 193,915 48.68 7.12 12.33 36.67 49.00 13.09 35.91
山 西 78,800 19.52 3.09 13.01 15.12 28.13 6.24 21.89
内 モン ゴル 79,689 14.97 1.90 14.10 10.76 24.87 8.78 16.08
遼 寧 181,904 25.36 4.81 16.99 21.06 38.05 13.61 24.44
吉 林 121,500 17.45 2.38 15.19 12.84 28.03 9.43 18.60
黒 竜 江 105,579 24.82 3.77 26.49 18.94 45.43 8.64 36.79
上 海 229,500 14.18 3.70 67.93 13.57 81.50 39.02 42.49
江 蘇 727,000 74.42 10.12 138.71 54.70 193.41 112.14 81.27
浙 江 346,985 41.86 6.67 81.33 32.50 113.84 29.25 84.59
安 徽 367,000 49.56 5.76 44.04 34.69 78.73 34.87 43.86
福 建 182,139 39.49 5.38 19.32 29.04 48.37 22.12 26.25
江 西 439,100 51.95 5.77 47.03 35.89 82.91 34.01 48.90
山 東 382,108 52.08 7.99 55.44 39.89 95.34 37.17 58.17
河 南 312,719 43.07 6.21 41.59 32.29 73.88 26.41 47.46
湖 北 518,600 51.93 7.20 51.13 38.42 89.55 57.57 31.98
湖 南 229,748 57.58 8.30 14.59 43.16 57.75 21.27 36.47
広 東 1,335,380 100.09 13.75 211.12 73.82 284.94 130.68 154.26
広 西 376,000 45.59 4.83 42.04 31.08 73.12 45.64 27.48
海 南 33,695 7.82 1.09 14.23 5.80 20.03 3.04 16.99
重 慶 250,693 25.27 3.49 47.78 18.67 66.45 25.07 41.38
四 川 277,045 67.51 7.94 36.54 47.42 83.96 22.54 61.43
貴 州 233,300 27.25 3.41 14.02 19.51 33.53 24.66 8.87
雲 南 205,100 33.07 4.14 24.41 23.67 48.08 20.93 27.15
チ ベ ッ ト 5,485 2.50 0.33 0.55 1.82 2.37 0.73 1.65
陝 西 122,520 19.64 2.65 19.91 14.40 34.31 9.61 24.70
甘 粛 73,150 13.24 1.95 16.85 10.00 26.84 6.92 19.93
青 海 25,407 5.75 0.84 1.29 4.33 5.62 1.57 4.05
寧 夏 23,494 10.02 0.65 5.53 6.10 11.63 2.23 9.40
新 疆 111,320 19.87 2.27 30.70 13.84 44.54 5.57 38.97

全国合計 7,741,204 1,022 140 1,185.56 752.15 1,937.71 791.65 1,146.06

地  域
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 表 4-8 より、2017 年の実際処理費用は 791.65 億元であり、このなか、経済発展が先進で

ある広東省（130.68 億元）と江蘇省（112.14 億元）の実際処理費用額が大きいことがわか

った。2017 年の帰属処理費用は 1,146.06 億元であり、水汚染物質の処理費用の 59.1%を占

めている。貴州、湖北、広西と江蘇以外の省は、帰属処理費用が実際処理費用を上回って

おり、これらの省では、汚水排出費の設定を見直して、または、COD やアンモニアの排出

量を減らす等の水環境汚染対策をとることが想定されるであろう。 

 

 「中国環境年鑑」、「中国環境統計年鑑」を用いて、推計した 2017 年の中国水環境保護投

資額を、表 4-9 に示す。2017 年水汚染防止の投資額について、地表水域を保護するための

投資額が約 125.48億元であり、沿海の省市区の海洋汚染を防止するための投資額は約 13.24

億元であり、あわせて約 138.72 億元である。この金額が、発生源で汚水を処理するための

投資であり、ほぼ各産業の企業に与えた。水環境管理の投資について、水利工程建設投資

額は約 1,727.3 億元、水環境保護能力建設投資額は約 613.65 億元であり、合わせて 2,340.95

億元である。2017 年の水環境保護総投資額は 2,479.67 億元であり、水環境管理の投資額が

全体の 94%を占める。 
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表 4-9 2017年水環境保護投資額 

 

出所：筆者作成。 

 

 

（単位：百万元）

水汚染防止の投資 水環境管理の投資

地表水域 海洋 小計
水利工程
建設投資

水環境保
護能力

小計

北 京 15.65 － 15.65 14,510.00 39.33 14,549.33 14,564.98

天 津 21.45 8.87 30.32 1,190.00 8.39 1,198.39 1,228.71

河 北 234.80 42.46 277.25 7,180.00 1,240.62 8,420.62 8,697.88

山 西 183.02 － 183.02 2,300.00 407.75 2,707.75 2,890.78

内 モ ン ゴ ル 616.90 － 616.90 5,010.00 159.40 5,169.40 5,786.30

遼 寧 230.40 165.04 395.44 2,960.00 496.84 3,456.84 3,852.28

吉 林 98.18 － 98.18 1,410.00 87.57 1,497.57 1,595.76

黒 竜 江 190.05 － 190.05 1,800.00 226.57 2,026.57 2,216.62

上 海 993.25 135.33 1,128.58 4,860.00 2,257.11 7,117.11 8,245.70

江 蘇 1,131.43 356.61 1,488.04 13,610.00 938.20 14,548.20 16,036.23

浙 江 640.41 159.43 799.84 9,980.00 1,207.05 11,187.05 11,986.89

安 徽 206.04 － 206.04 10,590.00 360.08 10,950.08 11,156.12

福 建 98.16 62.14 160.30 5,720.00 962.42 6,682.42 6,842.71

江 西 2,164.77 － 2,164.77 8,800.00 971.23 9,771.23 11,936.01

山 東 977.22 233.80 1,211.02 10,830.00 1,032.12 11,862.12 13,073.14

河 南 82.22 － 82.22 12,250.00 1,230.38 13,480.38 13,562.60

湖 北 305.56 － 305.56 14,660.00 1,773.78 16,433.78 16,739.34

湖 南 256.46 － 256.46 5,310.00 854.20 6,164.20 6,420.66

広 東 839.28 141.63 980.91 6,900.00 37,586.18 44,486.18 45,467.09

広 西 90.19 3.33 93.51 4,870.00 278.71 5,148.71 5,242.22

海 南 14.96 14.96 29.92 1,810.00 161.08 1,971.08 2,001.00

重 慶 226.55 － 226.55 3,470.00 944.49 4,414.49 4,641.04

四 川 1,093.78 － 1,093.78 7,310.00 1,670.17 8,980.17 10,073.95

貴 州 973.03 － 973.03 2,490.00 595.47 3,085.47 4,058.50

雲 南 57.96 － 57.96 3,150.00 402.84 3,552.84 3,610.79

チ ベ ッ ト 3.05 － 3.05 760.00 980.70 1,740.70 1,743.75

陝 西 258.01 － 258.01 3,560.00 814.41 4,374.41 4,632.42

甘 粛 52.85 － 52.85 1,930.00 404.72 2,334.72 2,387.57

青 海 37.20 － 37.20 530.00 186.46 716.46 753.66

寧 夏 128.01 － 128.01 410.00 2,517.98 2,927.98 3,055.99

新 疆 327.45 － 327.45 2,570.00 568.73 3,138.73 3,466.18

全 国 合 計 12,548.29 1,323.60 13,871.89 172,730.00 61,364.98 234,094.98 247,966.87

投資総額地  域
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（５）水環境・資源の価値量計算結果のまとめ 

 これまでの計算結果を表 4-10 にまとめる。2017 年中国の水環境汚染の実際処理費用は

3,271.32 億元、帰属処理費用は 1,146.06 億元、両者合わせて水環境汚染費用は 4,417.38 億

元となる。また、水資源の減耗費用は 7,773.25 であり、水資源・環境の総費用は 12,190.63

億元である。 

 

表 4-10 2017年水資源・環境費用計算結果のまとめ 

 
出所：筆者作成。 

 

４．３ 結論と今後の課題 

（１）まとめ 

 現段階では、中国において、いくつかの水資源に関する統計集と水資源公報だけがあっ

て、まだ公式の水資源資産負債表と水資源の資産勘定はない。本論文は、SEEA-CF の水資

源資産勘定のフレームワークを参考にして、中国の水資源の特徴及び管理現状と、水に関

連する統計資料を結び付けて、物的水資源の資産勘定表を作成した。この資産勘定表は、

中国の水資源利用状況を分析する際の新たな根拠となり、また水資源資産負債表を作成す

る際の基礎にもなる。 

 中国の水資源の貨幣価値量の推計について、研究者等は、それぞれの意見を持って、通

用的な計算手法は確定されていない。本論文は、中国の実際状況に照らし、市場価値法と

NPV 法を用いて水資源の貨幣価値を推計した。これは、中国における SEEA-CF のフレー

ムワークの適用の試みの初である。この物的及び貨幣的な水資源の資産勘定は、水資源と

社会経済との統合勘定を実現させたため、中国の水資源の賦存・利用状況をより具体的に

分析することが可能となった。 

単位：億元

項　　目
水環境汚染物質
実際処理費用

 水環境汚染物質

帰属処理費用
水資源減耗の貨

幣価値

環境保護投資 水汚染防止の投資額 138.72

水環境管理の投資額 2,340.95

 小　　計 2,479.67

 水汚染物質  廃水 393.91

 COD 504.45

アンモニア 247.70

小　　計 791.65 1,146.06

水資源 地表水 5,651.63

地下水 2,121.62

小　　　計 7,773.25

 合　　　　計 3,271.32 1,146.06 7,773.25
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 本論文で行った 2017 年の中国の水資源の物的勘定と貨幣的勘定の結果は以下である。

2017 年末の水資源ストック量は、36055.9 億㎥であり、河川水は最も主要な存在形式であ

る。降水は最大の水源であって、安定的な水表供を保証するために、降水の収集と河川水

の水質への関心を持ち続けるのは重要であろう。2017 年、環境から総取水量は 5,962.2 億

㎥、河川から 2,084.56 億㎥、湖から 1,464.56 億㎥、貯水池から 1,396.38 億㎥、地下水から

1,016.7 を取水した。2017 年に、水資源は 4,072.8 億㎥減少した。経済生産活動による取水

の絶対量も多いが、水資源全体から見れば、減少の原因は流出と蒸発である。 

 2017 年に使用された地表水の価値量は約 5,651.63 億元、地下水の価値量は約 2,121.62 億

元、合わせて約 7,773.25 億元となっており、水資源ストックの総貨幣価値量は約 44,571.38

億元である。また、水環境汚染費用の総額は、4,417.38 億元であり、主に水環境管理に投

資した費用である。 

 最後に、中国の水政策の策定に対する意義を述べたい。物的な水資源の資産勘定の水資

源ストック量とストックの変化のデータは、中国の「自然資源資産負債表の模索」の政策

の組み入れに役立つ。本論文は、基礎の水資源の統計情報を用いて、表の各部分の作成方

法を詳細に分解して、実際の水統計従事者に紹介したため、将来の実際の勘定表作成につ

ながっている。水資源の環境経済勘定は依然として、将来の重要な研究課題である。物的

な水資源の資産勘定は、水資源の環境経済勘定体系を構築するための基本的な作業であり、

NPV 法等を用いた物的水資源と水資源の経済価値との関係を確立することは、中国の水資

源管理体系を改善し、さらに中国の国民経済計算体系の改善を推し進めるだろう。 

 

（２）残された課題 

 中国の水統計が十分に整備されていないこともあり、本論文のデータ収集には困難を極

めた。例えば、水資源公報は、地域ごとに公表データが異なるため、勘定表の作成に必要

なデータを推計するかまたは類似のデータを代用して計算した。よって、産出された結果

が実際の状況から乖離しているかもしれない。ただし、本章では、SEEA-CF のフレームワ

ークで水資源の資産勘定表を作成するのが最も重要な目的としており、編制過程には影響

が及ばない。 

 本論文では、NPV 法で水資源ストックの貨幣価値量を計算したが、実際に汚染された水

も同様の貨幣価値で評価しているため、その計算結果は、実際の価値よりも過大評価され

ている可能性がある。水質を反映させた水資源の貨幣価値量の試算は今後の課題としたい。 
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５．水 SAMの作成及び分析 

 第 4 章で計算した 2017 年の中国水資源の貨幣価値と水環境汚染費用を用いて、実際の

応用として、水環境に基づく経済勘定系列と水資源社会会計マトリックス（SAM）を作成

し、水環境社会会計マトリックス（水 SAM）の応用及びシミュレーション分析を行う。 

 

５．１ 水資源の環境・経済統合勘定 

（１）勘定系列の作成 

 この節で、2017 年の水環境を調整した経済勘定系列を試算する。表 4-10 に示した 2017

年水資源・環境費用を、「中国統計年鑑 2019」の「国民経済計算」部分と「2017 年中国投

入産出表」に加えて、生産勘定をはじめ、所得の発生勘定、第一次所得の配分勘定、第二

次所得の分配勘定、可処分所得の使用勘定と資本勘定系列を作成する。表 5-1 は 2017 年水

環境を調整した中国経常勘定系列を示し、表 5-2 は 2017 年の水環境調整済みの資本勘定を

示している。 

 生産勘定は、国民経済勘定系列の初めの勘定であり、右方の源泉に制度部門や一国全体

の総生産を記録し、左方の使途に制度部門や一国全体の中間投入を記録する。バランス項

目は粗付加価値であり、総生産と中間消費の引き算により算出する。また、固定資本減耗

を粗付加価値から控除して純付加価値を求める。表 5-1 の水環境調整済純付加価値は、環

境コストと資本減耗を純付加価値から控除して得られたもので、日本でいえば EDP に相当

するものある。2017 年中国の水環境調整済み EDP は 700,699.75 億元であり、GDP の 85%

を占める。 

 表 5-1 の真ん中では、所得の使用・分配勘定を示している。まず、所得の発生勘定では、

各制度部門の生産から生まれた総付加価値の生産内部における分配が記録される。右方の

源泉に付加価値を記録し、左方の使途に支払った雇用者報酬、生産税と補助金を記録する。

バランス項目は営業余剰であり、生産勘定と同様に、固定資本減耗を控除して純営業余剰

が得られ、環境コストを控除して環境調整済純営業余剰が得られる。2017 年中国の水環境

調整済純営業余剰は 188,899.29 億元である。 
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表 5-1 2017年中国水環境を調整した経常勘定系列 

 

出所：「中国統計年鑑 2019」と「2017 年中国産業連関表」により筆者作成。 

中間使用 1,434,517.82            総産出 2,257,733.53            

粗付加価値 823,215.71               

　固定資本減耗(-) 110,325.33               

純付加価値 712,890.38               

　水環境費用（-） 4,417.38                  

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  

水環境調整済純付加価値 700,699.75               

合計 2,257,733.53            合計 2,257,733.53            

雇用者報酬・支払 423,268.00               粗付加価値 820,754.30               

純生産税・支払 93,844.30                　固定資本減耗(-) 110,325.33               

　生産税 純付加価値 710,428.97               

　補助金(-)

粗営業余剰 303,642.00               

　固定資本減耗(-) 110,325.33               

純営業余剰 193,316.67               

　水環境費用（-） 4,417.38                  

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  

水環境調整済純営業余剰 188,899.29               

合計 820,754.30               820,754.30               

財産所得・支払 137,503.70               粗営業余剰 303,642.00               

　固定資本減耗(-) 110,325.33               

純営業余剰 193,316.67               

雇用者報酬（家計）・受取 424,279.40               

純生産税（政府）・受取 93,844.30                

第一次所得バランス 820,099.60               　生産税

　固定資本減耗（-） 110,325.33               　補助金(-)

第一次所得バランス（純） 709,774.27               財産所得・受取 135,837.60               

　水環境費用（-） 4,417.38                  

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  

水環境調整済
第一次所得バランス 697,583.64               

合計 957,603.30               合計 957,603.30               

所得税・支払 44,128.70                第一次所得バランス 820,099.60               

社会保険（家計）・支払 58,437.60                固定資本減耗（-） 110,325.33               

社会福祉（政府）・支払 48,653.00                第一次所得バランス（純） 709,774.27               

社会補助・支払 13,490.50                

その他の経常移転・支払 17,568.50                所得税（政府）・受取 44,128.70                

社会貢献・受取 58,437.60                

可処分所得 819,295.90               社会福祉・受取 48,653.00                

　固定資本減耗（-） 110,325.33               社会補助・受取 13,490.50                

純可処分所得 708,970.57               その他の経常移転・受取 16,764.80                

　水環境費用（-） 4,417.38                  

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  

水環境調整済可処分所得 696,779.94               

合計 1,001,574.20            合計 1,001,574.20            

最終消費支出 437,152.00               可処分所得 819,295.90               

　固定資本減耗（-） 110,325.33               

総貯蓄 382,143.90               純可処分所得 708,970.57               

　固定資本減耗（-） 110,325.33               

純貯蓄 271,818.57               

　水環境費用（-） 4,417.38                  

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  

水環境調整済純貯蓄 259,627.94               

合計 819,295.90               合計 819,295.90               

注：所得の発生勘定から、「中国統計年鑑2019」の「国民経済計算」部分の資金流量表（表3-15）より作成．

源　泉

第
一
次
所
得
の
配
分
勘
定

使  途

可
処
分
所
得
の
使
用
勘
定

使　途 源　泉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　　　　　　　単位：億元

生
産
勘
定

使  途 源　泉

所
得
の
使
用
分
配
勘
定

所
得
の
発
生
勘
定

使  途

源　泉

第
二
次
所
得
の
分
配
勘
定

使  途 源　泉
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 第一次所得の配分勘定では、各制度部門の生産に対する貢献度によって、所得を得る過

程と結果を記録する。右方の源泉に営業余剰、家計への雇用者報酬、政府への生産税など

を記録し、左方の使途に財産所得の支払を記録する。バランス項目は第一次所得バランス

であり、右方の源泉を合計して、左方の財産所得の支払を差し引いて得られる。所得の発

生勘定と同じように、環境コストを控除すると環境調整済第一次所得バランスが得られる。

第二次所得の分配勘定では、第一次所得分配した後に、各制度部門において発生した経常

移転を記録する。これらの移転は、所得税、社会保険、社会福祉などの各種経常移転であ

る。第二次所得の分配を通じて、バランス項目の可処分所得が得られる。2017 年の水環境

調整済第一次所得バランスは 697,583.64 億元、水環境調整済可処分所得は 696,779.94 億元

である。 

 表 5-1 の下では、可処分所得の使用勘定を示す。可処分所得の使用勘定では、各制度部

門の所得分配が終えて、可処分所得の最終消費に向け支出を記録している。右方の源泉は

可処分所得で、左方の使途は最終消費支出であり、バランス項目は貯蓄である。2017 年の

総貯蓄は 382,143.90 億元で、固定資本減耗の 110,325.33 億元を控除して、271,818.57 億元

の純貯蓄が得て、さらに水資源減耗と水環境費用 12,190.63 億元を控除し、水環境調整済純

貯蓄は 259,627.94 億元となる。 

 資本勘定は貯蓄からはじめ、資本移転、資本形成を含まれた非金融資産投資と非生産資

産投資を記録している。右方の源泉は負債・正味資産の変化を示し、総貯蓄、正味資産移

転、貯蓄及び資本移転による正味資産の変化を記録する。左方の資産変化を示し手織り、

総資本形成、在庫品変化などを記録し、バランス項目は純貸出（純借入）である。表 5-2 に

示したように、2017 年では純貸出であり、残りは 18,182.50 億元である。また、2017 年の

純資本形成額は 256,629.67 億元であり、水環境調整済み純資本形成は 241,439.04 億元であ

る。 

 

表 5-2 2017年水環境資本勘定 

 

 

総資本形成 363,955.00               総貯蓄 382,143.90               

総固定資本形成 349,369.00               　固定資本減耗（-） 110,325.33               

　固定資本減耗（-） 110,325.33               純貯蓄 271,818.57               

純固定資本形成 239,043.67               

在庫品変化 14,586.00                

貴重品の取得-処分

純資本形成 253,629.67               

　水環境費用（-） 4,417.38                  正味資本移転 ▲ 6.40

　水資源減耗額（-） 7,773.25                  　資本移転・受取 9,900.30                  

水環境調整済純資本形成 241,439.04               　資本移転・支払 9,906.70                  

貯蓄及び資本移転による 382,137.50               

純貸出 18,182.50                正味資産の変化

合計 382,137.50               合計 382,137.50               

単位：億元

資産変化 負債・正味資産変化
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 水資源を代表として、水資源利用による水資源減耗の経済的価値と、水環境汚染の環境

費用を評価し、水資源と水環境の経済価値をグリーン GDP に組み込んで、水環境に基づく

グリーン GDP の計算を行う。基本的な考え方は、まず水資源と水環境汚染物質の物量計算

を行い、次に資源枯渇と環境損失の貨幣価値を計算し、最後に水資源減耗と水環境汚染の

経済的損失を用いて、当年度 GDP を調整した結果が水環境に基づいてグリーン GDP（以

下、水グリーン GDP）を求める。 

 

（２）水資源・環境調整済みグリーン GDPの計算方法 

 本研究では、CSEEA 方式と SEEA-CF に基づいた二通りの水グリーン GDP を計算する。

CSEEA に基づいた水グリーン GDP を水グリーン GDP1 とし、 

 

  水グリーン GDP1＝年間の GDP－水環境汚染処理費用＝年間の GDP－水環境実際処

理費用－水環境帰属処理費用 

 

 で計算する。 

 

 SEEA-CF に基づいた水グリーン GDP1 を水グリーン GDP2 とし、水グリーン GDP1 の控

除項目の他に、水環境機能投資額と水資源減耗費用を控除する。 

 

  水グリーン GDP2＝水グリーン GDP1－水環境機能投資－水資源減耗＝年間の GDP－

水環境実際処理費用－水環境帰属処理費用－水汚染防止の投資額－水環境管理の投資額－

地表水減耗額－地下水減耗額。 

 

 2017 年の中国 GDP と、表 4-10 にしめした中国の年間経済生産における水資源減耗と水

環境損失を水グリーン GDP の計算式に代入すると、2017 年の中国の水グリーン GDP1 と

水グリーン GDP2 が得られる。その結果を表 5-3 に示す。2017 年の中国の水資源減耗費用

は 7,773.25 億元、水環境費用は 4,417.38 億元であり、それぞれ 2017 年の中国 GDP の 0.93％

と 0.53％を占めている。計算した 2017 年水グリーン GDP1 は 830,098.24 億元で、GDP の

99.77％を占めている。2017 年水グリーン GDP2 は 819,845.32 億元で、GDP の 98.53％を占

めている。 

 



 

77 
 

表 5-3 2017年水環境グリーン GDPの計算結果 

 
出所：筆者作成。 

 

５．２ 2017年水資源社会会計行列（水 SAM） 

 本節では、本論文で計算した水資源の貨幣価値量を資源資産の一部として、有吉・作間・

谷口（2006）で示した水環境 SAM を参考にして 2017 年中国の水資源環境社会会計行列を

作成する。具体的に、「2017 年中国投入産出表」、「中国統計年鑑 2019」の「国民経済計算」

部分の資金流量表と「中国税務統計年鑑 2018」を使用して SAM を作成してから、表 4-10

の水資源の貨幣価値量を SAM の地表水・地下水資産部分と水資源環境マージンに記帳す

る。中国では、産業と家計が水資源を利用するために、水道利用料と水資源費が政府に支

払うため、資本の投入と政府の産出として 2017 年の水資源 SAM に記入する。うちの水資

源費は水環境・資源のマージンとして記入する。 

 

 

 

金額(億元) GDPに占める割合

2017年中国国内総生産（GDP） 832,035.95

水資源減耗 7,773.25 0.93%

　地表水 5,651.63

　地下水 2,121.62

水環境費用 4,417.38 0.53%

　環境汚染処理費用 1,937.71 0.23%

　　実際処理費用 791.65

　　帰属処理費用 1,146.06

　水環境機能投資 2,479.67 0.30%

　　水汚染防止 138.72

　　水環境管理 2,340.95

水グリーンGDP1 （環境処理費用のみ控除） 830,098.24 99.77%

水グリーンGDP2 （資源減耗、環境費用全調整） 819,845.32 98.53%
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表 5-4 2017年水資源 SAM簡略版 

 

出所：有吉等（2016）表 2-4「SEEA-SAM」を参考にして筆者作成。 

 

 

 

単位：億元

生産部門 労働 資本 地表水 地下水
環境・資源
マージン

住民 企業 政府 資本勘定 ROW 総計

生産部門 1,434,498 320,427 123,750 364,480 163,847 2,407,002
労働 423,268 423,268
資本 299,285 299,285
地表水 4,296 885 471 5,652
地下水 1,408 522 191 2,122
環境・資源
マージン 1,260 148 1,407
家計 423,268 30,628 61,093 44,247 559,236
企業 252,992 13,855 266,847
政府 93,719 5,652 2,122 58,097 32,117 18,089 209,795
資本勘定 179,902 173,637 27,943 -17,002 364,480
ROW 149,268 15,665 164,934
総計 2,407,002 423,268 299,285 5,652 2,122 1,407 559,236 266,847 209,795 364,480 164,934
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５．３ SAM乗数分析モデル 

 社会会計表（SAM）は、経済全体すべての制度部門（産業、家計、政府及び海外等）の間

での取引と相互依存関係を包括的、かつ整合的に記録する正方形のマトリックスである。

SAM の行は各制度部門の収入を、列は支出を記録しており、総収入額と総支出額が等しく

なる。SAM の各要素を変数として扱い、SAM の制度部門を内生部門と外生部門に分ける

と、産業連関分析のような分析フレームワークを確立でき、内生部門と外生部門間の関係

が SAM 乗数モデルにより分析できる。SAM 乗数モデルは、SAM 分析の基礎であり、この

モデルに基づいて、価格乗数モデルや構造パス分析などの研究分析手法を拡張した。 

 以下は、本研究で用いたSAM乗数分析のモデルと乗数の分解モデルを述べる47。SAM乗

数分析の説明を簡略化するため、表 5-5 の簡易 SAM を用いて説明する。 

 

表 5-5 簡易 SAM 

 

 

 表 5-5 において、T11 が産業部門間の投入と産出の関係を反映して、産業連関表の中間マ

トリックスである。T13 は制度部門が商品を購入した際の支出額を示し、T21 は生産活動に

よって発生された付加価値を示す。T32 は付加価値が各要素部門での配分状況を示し、T33

は制度部門内の移転の状況を反映している。 

 SAM の行方向について、(5-1)式でバランスの関係を表わせる。 

[

𝑌 
𝑌2
𝑌3

]  [

   0   3
 2 0 0
0  32  33

]  [

𝐹 
𝐹2
𝐹3

]  

[
 
 
 
 
 
 
   
𝑌 
0
  3
𝑌3

 2 
𝑌 
0 0

0
 32
𝑌2

 33
𝑌3 ]
 
 
 
 
 
 

[

𝑌 
𝑌2
𝑌3

]  [

𝐹 
𝐹2
𝐹3

]  [

𝐴  0 𝐴 3
𝐴2 0 0
0 𝐴32 𝐴33

] [

𝑌 
𝑌2
𝑌3

]  [

𝐹 
𝐹2
𝐹3

] 

  (5-1) 𝑌  𝐴 𝑌  𝐹 

 

                                                        
47 本論文の SAM 乗数分析については、詳細 Pyatt（1979）、徐（2012）を参考。 

生産活動 生産要素 制度部門

生産活動 T11 T13 F1 Y1

生産要素 T21 F2 Y2

制度部門 T32 T33 F3 Y3

R1 R2 R3 RF Y4

Y1 Y2 Y3 Y4合計

内生部門
外生部門 合計

内
生
部
門

外生部門
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 (5-1)式を整理すると 

  (5-2) 𝑌  (  𝐴 )− 𝐹  𝑀𝑎𝐹 

 が得られる。Ma は、一般に、SAM の波及効果、あるいは SAM 乗数と呼ばれている。

SAM 乗数分析において、Ma だけで得られる情報が限られて、多くの場合は、内生部門に

対する外生的ショックの影響をより明確に反映させるため、Ma を分解する必要がある。 

 ここでは、生産活動勘定投入状況と制度部門の移転状況だけを反映するマトリックス A

を導入し、次の(6-3)式に示す。 

 

  (5-3) 𝐴  [
𝐴  0 0
0 0 0
0 0 𝐴33

] 

 (5-1)式は、次のように変換でき、 

𝑌  𝐴 𝑌  𝐹  𝐴 𝑌  𝐴𝑌  𝐴𝑌  𝐹  (𝐴  𝐴)𝑌  𝐴𝑌  𝐹 

(  𝐴)𝑌  (𝐴  𝐴)𝑌  𝐹 

  (5-4) 𝑌  (  𝐴)− (𝐴  𝐴)𝑌  (  𝐴)− 𝐹  𝐴∗𝑌  (  𝐴)− 𝐹 

ここで、𝐴∗  (  𝐴)− (𝐴  𝐴)である。(5-4)式の両辺に左から𝐴∗を乗じて得た 𝐴∗𝑌を、 

𝐴∗𝑌  𝐴∗2𝑌  𝐴∗(  𝐴)− 𝐹 

 再度(5-4)式に代入すると、 

  (5-5) 𝑌  𝐴∗2𝑌  𝐴∗(  𝐴)− 𝐹  (  𝐴)− 𝐹  𝐴∗2𝑌  (  𝐴∗)(  𝐴)− 𝐹 

 となる。同様に、(5-4)式の両辺に左から𝐴∗2を乗じて得た 𝐴∗2𝑌を、 

𝐴∗2𝑌  𝐴∗3𝑌  𝐴∗2(  𝐴)− 𝐹 

 (5-5)式に代入し、 

𝑌  𝐴∗2𝑌  (  𝐴∗)(  𝐴)− 𝐹  𝐴∗3𝑌  𝐴∗2(  𝐴)− 𝐹  (  𝐴∗)(  𝐴)− 𝐹 

 整理すると、 

(  𝐴∗3)𝑌  (  𝐴∗  𝐴∗2)(  𝐴)− 𝐹 

 (5-6)式が得られる。 

  (5-6) 𝑌  (  𝐴∗3)− (  𝐴∗  𝐴∗2)(  𝐴)− 𝐹 

 したがって、SAM 乗数 Ma は、三つのマトリックスに分解でき、分解式は(5-7)である。 

  (5-7) 𝑀𝑎  𝑀𝑎3𝑀𝑎2𝑀𝑎  

 このうち、 

  (5-8) 𝑀𝑎  (  𝐴)−  

  (5-9) 𝑀𝑎2  (  𝐴∗  𝐴∗2) 

  (5-10) 𝑀𝑎3  (  𝐴∗3)−  

となる。 

 

  



 
 

81 
 

 𝑀𝑎 は対角マトリックスであり、トランスフォー乗数（Transfers multiplier）と呼ばれてい

る。𝑀𝑎 は、生産活動勘定ブロックと制度部門ブロックへの外生的ショックが与えた時、生

産活動勘定ブロックと制度部門ブロックの初期投入分を含めてどれだけの支出が直接的に

増大させるかを表す。 

 𝑀𝑎2が開放ループ乗数（Open-loop multiplier）と呼ばれて、異なるブロックの間で発生され

た乗数効果を示す。例えば、外生的なショックにより引き起こされた生産活動勘定ブロッ

クの変化が、生産要素勘定ブロックにどれだけの影響を与えたかを示される。 

 𝑀𝑎3も対角マトリックスであり、閉鎖ループ乗数（Closed-loop multiplier）と呼ばれている

。ある勘定ブロックへの外生的ショックにより誘発された他のブロックでの変化がフィー

ドバック効果としてどれだけそのブロックに影響をもたらすかを表す。 

 実証分析においては、Stone(1978)は、(5-7)式をさらに(5-11)式のように加法で分解された。 

  (5-11) 𝑀𝑎    (𝑀𝑎   )  (𝑀𝑎2   )𝑀𝑎  (𝑀𝑎3   )𝑀𝑎2𝑀𝑎      𝑂    

 (5-11)式の右辺の第 1 項の I は外生的ショック、第 2 項の T はトランスファー乗数の純効

果、第 3 項の O は開放ループ乗数の純効果、第 4 項の C は閉鎖ループ乗数の純効果である。

以下は、主に(5-11)式を利用して分析を行う。 

 

５．４ 水 SAMの乗数分析 

 本研究では、政府、資本勘定と輸出を外生勘定部門とし、生産活動（14 の産業部門を含

む、表 5-6）、生産要素（労働、資本、地表水、地下水と環境・資源マージンの 5 種類を含

む）、制度部門（家計と企業）が内生勘定部門とする。 

 

表 5-6 2017年の IO産出乗数と SAM産出乗数の比較 

 

出所：2017 年産業連関表と本研究で作成した水資源 SAM より筆者作成。 

 

産　業　部　門 IO　産出乗数 順　位 SAM　産出乗数 順　位

耕 種 農 業 1.9439 第8位 3.0270 第7位

林 業 ・ 畜 産 業 ・ 漁 業 1.4987 第12位 2.2624 第10位

鉱 業 2.2853 第6位 3.1495 第5位

食 品 製 造 業 1.9892 第7位 4.3757 第4位

紡 績 ・ 服 装 製 造 業 1.9412 第9位 2.7229 第9位

パ ル プ ・ 紙 製 造 業 1.6733 第10位 1.9010 第11位

石 油 ・ 化 学 製 品 製 造 業 3.8334 第2位 5.5565 第2位

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1.6146 第11位 1.7010 第12位

一 次金属・同製品製造業 2.5841 第4位 3.0495 第6位

機 械 ・ 他 の 製 造 業 3.2530 第3位 5.5409 第3位

電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 2.3116 第5位 2.7921 第8位

建 設 業 1.0676 第13位 1.0957 第13位

サ ー ビ ス 業 5.7183 第1位 12.9952 第1位
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 表 5-6 は、本論文で作成した 2017 年水資源 SAM より計算した SAM 乗数と 2017 年中国

産業連関表より計算した IO 乗数を比較したものである。これらの乗数は、外生勘定部門の

需要が一つの単位を増加させる場合は、経済システムを経由して、2017 年中国における総

生産、生産要素と制度部門にどれだけ影響を与えるかを示している。 

 表 5-6 から、SAM 産出乗数と IO 産出乗数の値が異なっており、したがって、各産業部

門は 2017 年の中国の国民経済における影響力の順位が異なることがかわる。IO の産出乗

数効果を見ると、農業部門では、耕種農業と林業・畜産業・漁業がそれぞれ第 8 位と第 12

位を占めており、製造業では、石油・化学製品製造業（3.8334）、機械・他の製造業（3.2530）、

一次金属・同製品製造業（2.5841）が上位 3 位の部門である。また、SAM 産出乗数を見る

と、耕種農業が第 7 位、林業・畜産業・漁業が第 10 位を占めており、製造業の上位 3 部門

について、石油・化学製品製造業と機械・他の製造業の順位変わらないが、第 3 位の一次金

属・同製品製造業が食品製造業になっている。この順位の違いは、IO の産出乗数は、産業

部門間の生産活動過程の影響力を反映するものに対して、SAM の産出乗数は、所得の分配

を通じて生産活動の増加により創出された付加価値が制度部門に配分され、制度部門が最

終財の需要増加によって、再び生産活動に影響を与えるフィードバック効果が加味される

ことを反映しているためである。 

 

表 5-7 SAM産出乗数の分解 

 

出所：本研究で作成した水資源 SAM より筆者作成。 

 

 

純効果 トランスファー乗数 開放ループ乗数 閉鎖ループ乗数

M  ＝ T  + O  + C

耕 種 農 業 2.0270 0.9689 0.1961 0.8620

林 業 ・ 畜 産 業 ・ 漁 業 1.2624 0.4941 0.1424 0.6259

鉱 業 2.1495 1.7270 0.0783 0.3442

食 品 製 造 業 3.3757 0.9911 0.4419 1.9427

紡 績 ・ 服 装 製 造 業 1.7229 0.9572 0.1419 0.6238

パ ル プ ・ 紙 製 造 業 0.9010 0.6767 0.0416 0.1828

石 油 ・ 化 学 製 品 製 造 業 4.5565 2.9656 0.2948 1.2961

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 0.7010 0.6102 0.0168 0.0740

一次金属・同製品製造業 2.0495 1.5999 0.0833 0.3663

機 械 ・ 他 の 製 造 業 4.5409 2.5367 0.3714 1.6327

電 力 ・ ガ ス ・ 水 道 1.7921 1.2508 0.1003 0.4410

建 設 業 0.0957 0.0661 0.0055 0.0241

サ ー ビ ス 業 11.9952 4.6141 1.3679 6.0131

労 働 9.3882 0.0000 5.9868 3.4013

資 本 5.7820 0.0000 3.6900 2.0920

地 表 水 0.8660 0.0000 0.7845 0.0815

地 下 水 0.4628 0.0000 0.4306 0.0322

環 境 ・ 資 源 マ ー ジ ン 0.0599 0.0000 0.0395 0.0204

家 計 12.6237 0.2289 7.9758 4.4189

企 業 5.7329 0.0000 3.7892 1.9437

産業

産　業　部　門

生
産
要
素

制度
部門
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 表 5-7 は、水環境 SAM の内生部門の純効果と純効果がトランスファー乗数、開放ループ

乗数及び閉鎖ループ乗数に分解した効果の値を示すものである。表 5-7 を見ると、鉱工業部

門の石油・化学製品製造業、機械・他の製造業、鉱業と一次金属・同製品製造業のトランス

ファー乗数効果は 2.9656、2.5367、1.7270 と 1.5999 に対して、フィードバック効果を反

映する閉鎖ループ乗数は 1.2961、1.6327、0.3342 と 0.3663 であり、これらの産業は産業

間のトランスファー効果が閉鎖ループ効果より大きくて、中国の経済はまた第二次産業の

産業間の取引を中心として展開することが反映している。一方で、サービス業、食品製造業

と林業・畜産業・漁業は、トランスファーの効果が閉鎖ループ効果より小さくて、フィード

バック効果を反映する閉鎖ループ乗数効果は中間投入だけではなく、付加価値の第一次分

配および家計の最終財の消費にも強く依存することを反映している。なぜなら、これらの産

業は、付加価値における労働者報酬の割合が高くて、生活を支える上で欠かせない商品・サ

ービスを大量に購入しているからである。また、建設業について、純効果は小さくて、2017

年に建設ラッシュが終えたと推測される。 

 生産要素部門の乗数分解結果について、労働と資本依然として主要な生産要素であり、資

本の役割が労働の役割に比べてまた差があって、中国の現状はまた労働集約型が続いてい

る。非生産資産の水資源の役割は労働の 1/7、資産の 1/4 であり、また小さいではあるが、

経済発展に意味を持っている。また、地表水の役割が地下水の 2 倍となっている。 

 地表水、地下水及び環境・資源マージンの純効果及びその分解を見てみると、ト水資源と

水環境が外部開放ループ乗数は 0.7845、0.4306、0.0395 であり、水資源が資産として経済

生産過程に参加した場合は、1 単位の外部的なショックを与えた場合は、経済生産過程と生

産資産、非生産資産が含めた部門の誘発効果を示されている。閉鎖ループ乗数効果は 0.0815、

0.0322、0.0204 であり、全内生部門に 1 単位の外部的なショックを与えられた場合は、フ

ィードバック効果を反映する誘発効果を示されている。 

 最後に、所得の分配の視点から見れば、家計の効果が企業の効果の 2 倍にあって、単純に

中国の経済を促すために、家計収入の増加だけでも意義があると考えられる。 

 

５．５ 結論と今後の課題 

 第 4 章で計算した 2017 年の水資源価値減耗と水資源ストックの貨幣価値量に基づい

て、まず、経済勘定系列を作成して、グリーン GPD を計算した。次に 2017 年の水 SAM

を作成し、乗数分析を行った。主な結論は以下のようである。 

 第 4 章から 2017 年の中国の水資源減耗費用は 7,773.25 億元、水環境費用は 4,417.38 億

元であることがわかって、それぞれ 2017 年の中国 GDP の 0.93％と 0.53％を占めている。

2017 年水グリーン GDP1 は 830,098.24 億元で、GDP の 99.77％を占めている。2017 年水グ

リーン GDP2 は 819,845.32 億元で、GDP の 98.53％を占めている。 
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 また、水資源を SAM に組み入れ、SAM を環境経済統合の分析ツールとすることを試み

た。2017 年の水資源 SAM 作成と分析は、中国での環境経済統合勘定の実応用と考えられ、

SAM の応用方法を一定程度に広げた。水資源 SAM には、収入の分配と使用勘定が含まれ

ているため、水資源が経済全体に与える影響のみならず、産業・制度部門別の影響も分析で

きるようになった。また、本論文で単に貨幣の側面から SAM 乗数分析を展開したが、この

水 SAM を応用すれば、今後、物的・貨幣的な両側面から水資源に関する政策の分析が可能

になると考えられる。  

 本論文では、水 SAM 分析は乗数分析だけに留まっており、さらに乗数分析の際に、商品

部門と産業部門に分けていなくて、乗数分析の考察は詳細に展開できていない。また、デー

タの制限のため、環境から取水部門及び水環境に関連する部門に与える影響の分析も不足

している。また、水使用量が多くなってきており、水使用構造と用水量は異なる都市部と農

村部の家計部門に分けて水 SAM をさらに細分化して、CGE 分析を展開したい。 

 

  



 
 

85 
 

６．国際間の水移動分析 

 以上の水資源の資産勘定及び勘定表を用いた応用分析では、中国に対する海外部門の水

資源需要の分析は実現できなかった。仮想水の考え方によれば、商品の輸出が多い中国は、

海外への水資源流出も多いと推測できる。しかし、今までの産業連関分析を用いて展開した

仮想水分析は水資源総量だけを対象としていたが、SEEA の水資源の分類基準で水資源の流

出入分析は見当たらなかった。本研究では、水資源を地表水、地下水、水道水に 3 区分して

日中間の水移動を推計し、海外部門の水利用状況を把握できていない水資源資産勘定の補

完を試みる。また、商品貿易に伴う間接的な水資源の流出入の分析は、中国の水資源不足を

緩和する有効な手がかりになると考えられる。 

 中国は商品貿易の活発な国であり、貿易の総額は年々増加している。仮想水貿易理論によ

れば、商品の輸出入貿易に伴い、商品に含まれる仮想水の輸出入も自然に引き起こされる。

朱（2014）は、産業連関モデルを利用して、2010 年に中国から商品輸出を通じて 2.5 億 m³

の仮想水が流出したことを解明した。Guan and Hubacek（2007）は、農産物の貿易を通じて、

中国北部から日本と韓国に大量の仮想水が輸出され、特に農産物の輸出額が大きい山東省

の水不足を深刻化させていることを指摘した。これらの研究からわかるように、国際貿易に

よって生じた水の流れは、一国の水資源の使用に重要な影響を与える。ある国は仮想水の輸

入を通じて水資源不足を緩和できるが、仮想水を輸出する国にとっては、水資源の損失につ

ながる。中国のような貿易額の大きな国にとって、仮想水貿易をどのように効果的に運用し、

中国の節水目標を達成して水資源不足を緩和するかは研究する価値がある。 

 貿易で輸出入される商品は異なる産業で生産されており、各産業の生産過程で消費され

る水資源量に大きな差があるため、各産業で生産された商品の輸出入により引き起こされ

る仮想水の貿易量も異なる。したがって、各産業の仮想水貿易量を明らかにすることは、本

研究において重要な意義を持つ。 

 本章では仮想水貿易理論に基づいて、まず仮想水の輸出入量を計算するモデルを構築す

る。次に、独自に作成した日中間国際供給・使用表をベースに、ハイブリッド型の産業連関

分析手法を利用して、2012 年の中国各産業の仮想水輸出量、輸入量等を計算する。最後に、

計算の結果について分析する。 

 

６．１ 中国の貿易状況 

 仮想水は商品に含まれたものであるため、仮想水貿易は実際の商品貿易を通じてのみ実

現される。すなわち、一国の仮想水貿易は、実際の商品の輸出入貿易と切り離せない関係が

ある。そこで、日中間の仮想水貿易に言及する前に、中国の貿易、および日中間の貿易状況

を見てみる。 

 2000 年以降の中国の貿易総額の動きを図 6-1 に示す。図 6-1 より、中国の貿易総額は大幅
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に伸び続けていることがわかる。2000 年から 2008 年にかけて、中国の輸出入総額は 4,742.9

億ドルから 25,632.6 億ドルまで増加した。2009 年、リーマン・ショックをはじめとする金

融危機の影響を受け、商品の輸出入額はともに減少した。2009 年の輸出入総額は 22,075.4

億ドルで、2018 年に比べて 3,557.2 億ドルの減少となっている。その後、中国政府は輸入を

強化する政策をとり、2010 年からは貿易額が回復し、2013 年には米国を抜いて商品貿易額

最大の国となった。そして、中国の輸出額は、世界の輸出の 1 割を占めるようになった。先

物取引価格の下落による中国の輸入額減少と加工貿易輸出額の減少の影響を受け、2014 年

と 2015 年の貿易総額は再び減少したが、2016 年には回復した48。2018 年の中国の商品貿易

の輸出入総額は 46,224.2 億ドル、そのうち、輸出額 24,994.8 億ドルで、輸入額 20,784.1 億ド

ルで、差額 3,509.5 億ドルの黒字であり、世界最大の貿易大国である。 

 

図 6-1 中国の国際貿易額の推移 

 
出所：「中国統計年鑑 2019」表 11-2 より作成。 

 

 図 6-2 は、2006 年から 2018 年の日中間貿易額の推移を示すものである。全期間にかけて、

中国の対日本の輸入額は輸出額を上回っており、中国は純輸入となっている。2018 年は、

中国の対日本商品貿易輸出入の総額は 3,280.4 億ドル、そのうち、輸出額 1,475.7 億ドルで、

輸入額は 1,804.8 億ドルで、差額 329.1 億ドルの赤字である。 

 日中間の商品貿易の構成を見ると、中国の対日本輸出入には 2005 年から 2018 年にかけ

て大きな変化があった（表 6-1）。輸出商品の構成について、農林水産物、紡績・服装は輸出

に占める割合が年々減少し、かつ比較的に減少の幅が大きい。電気・電子・情報通信機器と

輸送用機器などの水使用量が少ない機械類商品が輸出に占める割合は年々増加している。

                                                        
48 中華人民共和国商務部「専欄一 中国進口大幅下降的主要原因」HP、2020/12/17 にアクセ

ス。（http://zhs.mofcom.gov.cn/article/Nocategory/201511/20151101156432.shtml） 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000
（単位：億ドル）

輸出入総額 輸出額 輸入額

http://zhs.mofcom.gov.cn/article/Nocategory/201511/20151101156432.shtml


 
 

87 
 

特に、電子部品・デバイス、電気機器と情報通信機器類の輸出が大きく増加している。輸入

商品の構成については、電気・電子・情報通信機器のシェアが輸入額の約半分を占めている。

水使用量が多い農林水産物、パルプ・紙製品、化学製品の輸入は増加する傾向にあり、紡績・

服装と一次金属・同製品の割合は減少している。仮想水貿易の視点からは、中国の対日本の

貿易構造は改善しつつあると考えられる。 

 

図 6-2 日中間の貿易額の推移 

 
 

表 6-1 商品別日中間輸出量 

 

出所：「中国人民共和国海関総署統計月報」より作成。 
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2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

（億ドル）

純輸入額 輸出額 輸入額

単位：百万ドル

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

農林水産物 3,172 202 3,975 356 4,417 369 4,605 430 4,848 520

鉱産物 3,265 1,307 2,600 2,620 2,040 1,407 2,653 1,489 3,501 1,985

食料品 4,062 113 5,049 192 5,665 254 5,243 333 5,757 600

紡績・衣服 16,707 3,481 24,599 3,607 24,180 2,830 21,940 2,715 23,192 2,733

木材・木製品 1,369 30 1,477 30 1,532 83 1,415 142 1,454 167

パルプ・紙 500 1,123 1,037 2,204 1,265 1,391 1,264 1,515 1,342 1,759

皮革及び同製品 1,065 64 1,750 93 1,982 56 1,941 48 2,058 47

化学製品 3,352 8,050 6,799 14,776 7,088 14,495 7,431 17,354 9,131 20,212

プラスチック・ゴム製品 1,763 5,563 3,384 12,354 4,728 10,277 4,992 11,282 5,226 11,384

窯業・土石製品 1,156 955 1,731 1,794 1,882 2,250 1,757 2,147 1,976 2,212

一次金属・同製品 5,068 10,614 6,968 21,085 7,764 14,566 7,699 15,693 9,149 16,303

一般機器 3,721 8,073 4,203 14,733 5,262 15,129 4,956 16,571 5,049 16,466

電気・電子・情報通信機器 25,798 46,557 47,433 84,770 55,915 65,069 54,850 76,659 60,551 85,156

輸送用機器 2,214 4,112 3,501 16,483 4,461 12,982 4,588 17,001 4,946 18,709

その他の製造品 3,353 736 6,650 1,399 7,764 1,937 9,300 2,405 9,382 2,224

2005年 2010年 2015年 2017年 2018年



 
 

88 
 

６．２ 先行研究 

 ある国の水総使用量とは、一定の期間において、その国の居住者が消費するために生産さ

れたすべての製品やサービスにより消費される水資源の総量を指す。中間需要にしろ、最終

需要にしろ、居住者が使用する商品は国内で生産されたものと輸入品を含んでいるため、水

の総使用量は国内の水使用量と国外の水使用量に分けることができる。このうち、国外の水

使用とは、国外の水資源を利用して生産された国内消費の商品に使用される水の量である。

実際、国外の水使用量は、輸入商品に含まれる間接水の使用量と輸入品を再輸出する際に含

まれる間接水の使用量との差に等しくなる。この間接水は、仮想水と呼ばれ、国際産業連関

モデルでこの水量を把握することが可能できる。 

 

（１）仮想水貿易理論 

 ある国が他の国から輸入する商品について、これらの商品を生産するために使われた水

資源が仮想水である。仮想水は「外生的水」とも呼ばれ、仮想水輸入国が間接的に他国の水

資源を消費することを意味し、つまりこの地域の水需要が、地域外の水資源により満たされ

るというイメージである49。Hoekstra（2012）は、一般的には、国や地域間の貿易活動では

「仮想水」が使用されると指摘している。仮想水貿易理論によれば、商品を輸入する場合は、

水資源が仮想水の形で輸入され、その国の水資源不足を緩和することができる。 

 仮想水貿易とは、二国間の商品貿易によって引き起こされる仮想水の流れを指しており、

仮想水貿易は仮想水の流れと呼ばれることもある50。仮想水貿易は、仮想水輸入（仮想水流

入）と仮想水輸出（仮想水流出）に分けられている。水資源不足の国家が仮想水貿易を効果

的に運用すれば、例えば水資源の豊富な国から水を大量に消費する商品を輸入することで、

水資源の不足を緩和しうる。 

 一国の仮想水貿易を産業へ展開すると、産業の仮想水貿易となる。産業の仮想水貿易とは、

各産業が輸出入貿易で移動させた商品に含まれる水使用を指し、産業の仮想水輸出と産業

の仮想水輸入を含む。産業の仮想水輸出量とは、当該産業が輸出した商品から発生した水の

流出量を指しており、実際には、産業が生産した商品のうち輸出用の商品を生産する際に使

った水の量である。産業の仮想水輸入量とは、当該産業が輸入した商品に含まれる水の量で

あり、実際には、輸入先の国で商品を生産する際に使った水の量を指している。これは、当

該産業における外国からの水流入であり、産業が生産と最終使用のために輸入した商品に

含まれる水資源量に相当する。 

 

                                                        
49 Haddadin(2003)、13page. 
50 刘宝勤・封志明・姚治君（2006）、120~121 頁。 
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（２）中国の仮想水貿易の分析 

 商品貿易により生じる仮想水の量について、これまでは、統計機構が作成した産業連関表

に基づき、それに水資源の使用量データを追加して計算されている。商品貿易に含まれる仮

想水の流動状況に関する研究には、以下のものがある。Zhao(2009)は、2002 年の中国産業連

関表を利用して、仮想水の貿易量を計算した。中国は水の純輸出国であり、2002 年の水の

純輸出量は 240 億㎥だが、実際の仮想水輸出量はこの計算結果より大きくなる可能性があ

ることを提示した。この計算結果に基づいて、仮想水の純輸入量と仮想水の純輸出量が大き

い産業を中国の節水戦略の焦点とすることを提案した。朱（2014）は、2010 年中国産業連

関表（延長表）を利用して、商品貿易の輸出により中国から流出した仮想水が 1,397 億㎥、

輸入により中国に流入した仮想水が 1,395 億㎥であることを導き出した。そして、2010 年の

中国において、2 億㎥の仮想水純流出となり、2002 年に比べると、仮想水の流出量が大幅減

少したことを示した。袁（2017）は、WIOD のデータを用い、中国の 2002 年から 2011 年ま

での仮想水移動量を計算し、仮想水量の変化とこの変化を引き起こす要因を分析した。 

 しかし、これら先行研究の範囲は、経済システム内に留まっており、水の総使用量で中国

が仮想水の純輸出又は純輸入国であることまでは判明させたものの、水源別の分析には及

んでいない。また、商品貿易により生じる仮想水が水資源・環境全体に与える影響の分析も

展開されていない。この節では、以上の二点について、SEEA-CF の基準で、水資源を自然

環境からの地表水と地下水、そして、経済系統内の水道水に分類し、それぞれの仮想水貿易

量を明らかにする。また、各種仮想水を貨幣的価値量で評価し、商品貿易を通じた水資源マ

ージンを計算する。さらに、輸入品が自国で生産される場合の水使用量を計算し、水資源へ

の影響を評価する。 

 

６．３ 分析モデル 

 この節では、仮想水の輸出量と輸入量の計算モデルを述べる。まずは、分析に欠かせない

水使用係数と分析モデルを紹介する。 

  (6-1) 𝑤𝑗  
𝑊𝑗

𝑋𝑗
 

 上記式（6-1）式より、産業 j 部門が生産で実際に必要とした水量 Wj を、産業 j 部門の産

出額 Xj で割ることで、産業 j 部門の単位あたりの生産に必要な水量を計算した。これを、

本論文では、水使用係数 wj と定義する。そして、下記の式（6-2）のように水使用係数ベク

トル w に Lf を乗じることで、産業別の仮想水の流出入量 WVが計算される。 

  (6-2) 𝑊𝑉  𝑤  𝐿  𝑓  𝑤  (  𝐴)−  𝑓𝑑 

 ただし、WV：産業別仮想水移動量ベクトル、w：水使用係数ベクトル、I：単位行列、A：

国際表の投入係数行列、fd：最終需要額行列（最終需要額を対角要素としたもの）である。 
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 この式 fd を輸出入に代入すると、仮想水の輸出入を式（6-3）と式（6-4）で計算できる。 

 仮想水輸入量計算式 

  (6-3) 𝑊𝑖𝑚  �̂�  (  𝐴)−  �̂�𝑖𝑚 

  (6-4) 𝑊𝑒𝑥  �̂�  (  𝐴)−  �̂�𝑒𝑥 

 �̂�は水使用係数の対角マトリックス、�̂�𝑖𝑚は輸入の対角マトリックス、�̂�𝑒𝑥は輸出の対角マ

トリックスである。そして、水の仮想水の純輸出（又は純輸入）は NWV式（6-5）のように

なる。 

  (6-5) 𝑁𝑊𝑉  𝑊𝑒𝑥  𝑊𝑖𝑚 

 国際間の仮想水移動は、商品貿易に伴うものである。移動の結果は以下に示す通り三つあ

り、それぞれ、国際間の水貿易のバランスに影響を与えている。ある産業部門は海外からの

商品輸入によって輸出国で誘発された水使用量を Wim とし、海外への商品輸出によって国

内で誘発された水使用量を Wex とし、Wex－Wim=0 の場合は国際間の水貿易のバランスが均

衡していると考える。この場合は、当該産業の商品輸入によって誘発された水の輸入量と商

品輸出によって誘発された水の輸出量が等しくなっており、互いに相殺される。Wex－Wim>0

の場合は、水の純輸出となり、当該産業の使用した水が国内の他の産業又は、海外の消費を

支えている。一方、Wex－Wim<0 の場合は、水の純輸入となり、該当産業が輸入を通じて海

外の水を消費し、かつ国内の節水に寄与したことになる。 

 

６．４ 仮想水貿易分析 

（１）分析用の水使用データ 

 本論文は、SEEA-CF の応用として水資源に焦点を当て、商品貿易の移動に伴いどれほど

の水資源を環境からとったのか、という観点で仮想水貿易分析を行った。分析対象は、中国

の水資源の統計方式に合わせて、地表水、地下水、水道水の三区分とした。以下で、日本と

中国における産業別の水使用量の推計手法を述べる。 

 日本の水使用量は、内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部が公表した「環境経済勘定

セントラルフレームワークに関する検討作業 SEEA-CF 概説書(平成 25 年度・26 年度合体

版)」に掲載されている推計手法を参考にして推計する。農業の水使用量については、「平成

27 年日本の水資源の現況」に掲載されている国土交通省水資源部による推定量を使用した。

農林水産業の水使用量は、畜産用水、耕種農業の灌漑用水と養魚用水の合計量を用いた。製

造業の用水量については、「平成 27 年日本の水資源の現況」の製造業の総用水量とした。各

産業の水資源の使用量は、『平成 24 年工業統計調査』の「用水・用地編」を使用し、作業日

数を乗じて年量に換算したもので按分した51。取水源の分類については、「井戸水」を地下

                                                        
51「日本の水資源」に記載されている工業の用水量は、従業者数 4 人以上の事業所の推計値で

ある。本論文では、4 人以下の事業所の用水量は、同様に計算対象外としており、計算結果が
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水、「その他の淡水」を地表水、「工業用水道」と「上水道」を水道水とする。サービス業の

水使用については、農業や製造業と違い、自然から直接取水することが稀であるため、水道

局から提供される水道水だけを使うと仮定して推計する。ただし、銭湯や温泉旅館で使われ

る温泉水は、環境省自然環境局から発行された「温泉利用状況」用いて、別途に推計し、宿

泊・飲食とその他のサービス業に記入する52。 

 

表 6-2 2012年中国と日本の産業別水使用量 

 

出所：「中国水資源公報 2012」、「中国経済普査年鑑 2008：能源巻」、「平成 27 年版日本の水

資源の現状」などより筆者作成。 

 

 中国の産業別水使用量については、以下の方法で推計する。農林水産業の水使用量は

「2012 年中国水資源公告」の農業用水量を利用する。取水源別の用水量は『中国水利統計

年鑑 2012』の「蓄水工程供水量」、「引水工程供水量」、「取水工程供水量」と「機電井水工程

供水量」より按分する。鉱工業とサービス業の用水量については、2010 年に中国が発表し

                                                        
過小になる可能性がある。 
52 温泉水の年間使用量については、「1 分当たりの温泉水のゆう出量×利用の割合×60 分×24 時

間×365 日」で推計する。 

単位：百万トン

地表水 地下水 水道水 総使用量 地表水 地下水 水道水 総使用量

農林水産業 315,255 72,170 2,845 390,270 51,180 6,766 871 58,817
鉱業 4,415 5,860 1,688 11,963 63 2 93 158
飲料食品製造業 1,630 1,585 1,824 5,040 452 667 673 1,791
繊維工業 2,237 702 2,967 5,907 702 364 588 1,654
木材・木製品製造業 78 95 306 478 3 32 22 57
パルプ・紙・印刷業 2,391 893 629 3,913 4,679 486 2,321 7,486
石油・石炭製品製造業 933 619 530 2,082 4 1 2,698 2,703
化学工業 5,212 2,144 2,926 10,281 1,415 800 14,005 16,221
窯業・土石製品製造業 946 833 965 2,744 187 133 771 1,091
一次金属製造業 3,436 1,286 900 5,623 720 179 12,891 13,790
金属製品製造業 150 142 932 1,223 17 79 126 223
一般機械製造業 146 218 926 1,290 40 90 213 343
電気機械製造業 67 87 825 979 3 41 107 151
情報通信機器製造業 51 84 2,248 2,383 26 181 873 1,080
輸送機械製造業 262 157 958 1,377 20 119 2,100 2,239
その他の製造業 294 146 470 910 407 30 623 1,061
電気・ガス・水道業 42,479 1,593 1,031 45,103 839 30 46 916
建設業 703 869 429 2,001 1,769 64 2,594 4,426
商業 0 0 1,730 1,730 0 0 397 397
金融・保険業 0 0 396 396 0 0 196 196
不動産業 0 0 1,422 1,422 0 0 230 230
運輸業・郵便業 0 0 2,115 2,115 0 0 496 496
情報サービス業 0 0 205 205 0 0 401 401
宿泊・飲食業 0 0 2,422 2,422 0 311 1,411 1,723
科学技術・教育 0 0 6,548 6,548 0 0 1,532 1,532
医療・福祉業 0 0 2,635 2,635 0 0 1,754 1,754
対事業所サービス業 0 0 857 857 0 0 252 252
他のサービス業 0 0 6,018 6,018 0 593 1,492 2,085
総  使  用  量 380,685 89,483 47,747 517,915 62,527 10,971 49,775 123,273

産  業
中国 日本
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た『中国経済センサス 2008』の「能源巻第三篇水消費状況」を 2012 年に延長推計したもの

を用いて、2012 年の工業、サービス業の水使用量を按分した。サービス業の用水量は、日

本と同様に、水道水のみの利用という仮定の下で推計する。以上の手法により、日本と中国

の産業別水使用量を推計した結果を、表 6-2 に示す。 

 中国全体の 2012 年の水使用量が約 5,179.15 億 m3、地表水の使用量は 3,806.85 億㎥で、全

使用量の 73.5%を占めている。地下水の使用量は 894.83 億 m3（同 17.28%）、水道水の使用

量は 477.47 億 m3(同 9.22%)である。この中で、水総使用量が 100 億㎥を超えた産業は、農

林水産業、鉱業、化学工業と電気・ガス・水道業である。日本全体の 2012 年の水使用量は

約 1,232.73 億㎥であり、地表水の使用量は 625.27 億㎥で、全使用量の 50.72%を占めている。

地下水の使用量は 109.71 億㎥(同 8.9%)、水道水の使用量は 497.75 億㎥(同 40.38%)である。

この中、水総使用量が 100 億㎥を超えた産業は、農林水産業、化学工業と一次金属製造業で

ある。中国に比べ、日本の化学工業と一次金属製造業の水道水使用量が多いことから、日本

と中国には、水道水の使用に大きな違いがあることが明らかになった。 

 

（２）日中間の仮想水貿易分析 

 第 3 章第 4 節で作成した日中間国際供給・使用表と式（6-1）から（6-5）を用いて、2012

年中間財と最終財に分けて地表水、地下水、水道水の仮想水貿易量を計算し、計算の結果を

考察する。仮想水の輸出量は、実際の商品とサービスの輸出により発生する水流出量である。

2012 年の日中間の仮想水輸出入量を地表水、地下水、水道水に分け、それぞれ表 6-3、表 6-

4、表 6-5 に示す。 

 表 6-3 を見ると、2012 年、中国から日本への地表水の仮想水輸出総量は 86 億 8,908 万 m³

で、電気・ガス・水道業、建設業、不動産業と医療・福祉業以外の産業において、地表水の

輸出があることがわかる。地表水を輸出する産業の中で、輸出量が多い産業は、飲料食品製

造業、繊維工業と化学工業であり、これらの産業の地表水輸出量は 10 億㎥を超えている。

また、輸出金額の大きい情報通信機器製造業も、地表水の輸出量が多く、9 億 2,618 万 m³と

なっている。中間財に含まれた地表水の輸出量は、化学工業が 9 億 995 万 m³で、1 位であ

る。最終財に含まれた地表水の輸出量は、繊維工業が 27 億 995 万 m³で 1 位、飲料食品製造

業が 10 億 5,557 万 m³で 2 位となっている。 

 同じ表 6-3 の右側を見ると、中国の日本からの地表水の仮想水輸入総量は 17 億 7,904 万

m³で、電気・ガス・水道業、建設業、不動産業、商業と医療・福祉業以外の産業において、

地表水の輸入があることがわかる。地表水の輸入量は 10 億㎥を超える産業はないが、化学

工業からの輸入量は 7 億 3,761 万 m³で、輸入量が一番多い産業である。また、一次金属製

造業、一般機械製造業と情報通信機器製造業はそれぞれ 2 億㎥以上の地表水を輸入してい

る。中間財需要による地表水輸入は、化学工業が最も多く、6 億 2,631 万㎥となっている。
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最終財需要による地表水輸入は、一般機器製造業と化学工業が多くて、それぞれ 1 億㎥を超

えている。 

 各産業の地表水輸出量から地表水輸入量を差し引いて、それぞれの産業の地表水の純輸

出量を求める。2012 年の中国の地表水の純輸出量は 69 億 1,004 万㎥であることから、日中

間の商品貿易において、中国の地表水が日本へ流出していることがわかった。これは、中国

の水資源不足の問題をさらに悪化させている。2012 年は、一般機器製造業、輸送用機器製

造業、科学技術・教育が地表水の輸入し、他の産業は地表水を輸出し、特に、飲料食品製造

業と繊維工業の輸出量が全地表水輸出の半分以上を占めている。 

 

表 6-3 2012年中国地表水の輸出入量 

 
出所：筆者作成。 

 

 表 6-4 を見ると、2012 年、中国から日本への地下水の輸出総量は 20 億 6,969 万 m³であ

り、輸出量が多い産業は、飲料食品製造業、繊維工業、化学工業、情報通信機器製造業であ

ることがわかる。中国における日本からの地下水の仮想水輸入総量は 4 億 3,393 万 m³で、

化学工業からの輸入量が一番多い。2012 年中国は地下水の純輸出国であり、輸出量は 16 億

3,576 万㎥である。地下水を輸入したのは科学技術・教育のみで、他の産業では地下水を輸

単位：百万㎥

地表水輸出量 地表水輸入量 地表水

中間財 最終財 小計 中間財 最終財 小計 純輸出

農林水産業 122.03 352.80 474.84 22.45 3.22 25.67 449.16
鉱業 40.96 0.00 40.96 5.23 0.00 5.23 35.73
飲料食品製造業 126.24 1,055.57 1,181.81 1.33 10.32 11.65 1,170.16
繊維工業 56.96 2,709.95 2,766.91 47.76 6.63 54.38 2,712.53
木材・木製品製造業 59.02 194.17 253.20 2.58 0.25 2.83 250.37
パルプ・紙・印刷業 54.21 15.05 69.26 28.34 23.71 52.05 17.21
石油・石炭製品製造業 11.36 0.00 11.36 11.02 0.00 11.03 0.34
化学工業 909.95 291.10 1,201.05 626.31 111.30 737.61 463.44
窯業・土石製品製造業 22.64 8.41 31.05 13.05 0.32 13.37 17.68
一次金属製造業 364.53 0.00 364.53 243.43 0.00 243.43 121.10
金属製品製造業 55.87 225.57 281.43 8.18 1.77 9.94 271.49
一般機械製造業 45.65 172.35 218.00 71.37 147.79 219.16 -1.16
電気機械製造業 35.64 319.41 355.05 41.97 26.19 68.16 286.89
情報通信機器製造業 134.43 791.75 926.18 128.26 73.76 202.01 724.16
輸送機械製造業 38.29 28.25 66.54 25.69 43.86 69.55 -3.01
その他の製造業 4.93 154.96 159.88 0.17 0.21 0.38 159.50
電気・ガス・水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
建設業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
商業 0.03 4.70 4.73 0.00 0.00 0.00 4.73
金融・保険業 3.03 5.85 8.89 1.48 0.36 1.84 7.05
不動産業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
運輸業・郵便業 29.30 59.68 88.98 10.77 2.17 12.94 76.03
情報サービス業 2.36 6.81 9.16 0.51 1.05 1.57 7.60
宿泊・飲食業 0.00 28.35 28.35 12.41 5.17 17.58 10.77
科学技術・教育 0.02 0.81 0.83 0.21 1.18 1.40 -0.57
医療・福祉業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
対事業所サービス業 87.55 0.00 87.55 1.99 0.00 1.99 85.56
他のサービス業 8.68 49.85 58.53 0.95 14.30 15.25 43.29
合　計 2,213.69 6,475.38 8,689.08 1,305.48 473.56 1,779.04 6,910.04
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出している。繊維工業、飲料食品製造業、情報通信機器製造業、農林水産業の地下水輸出量

がそれぞれ 1 億㎥を超えている。 

 

表 6-4 2012年中国地下水の輸出入量 

 
出所：筆者作成。 

 

 表 6-5 は、2012 年の日中間貿易に伴う水道水の輸出入量を示している。2012 年、中国か

ら日本への水道水の輸出総量は 17 億 4,520 万 m³であり、その中で情報通信機器製造業と繊

維工業の輸出量が多い。中国の日本からの水道水輸入総量は 51 億 1,850 万 m³であり、その

中で化学工業と一次金属製造業の輸入量が多い。2012 年中国は水道水の純輸入国で、輸入

量は 33 億 7,330 万㎥である。日本からの水道水の輸入が多い産業は、化学工業、一次金属

製造業、一般機器製造業、輸送用機器製造業である。中国から日本への水道水輸出は、繊維

工業が一番多く 3 億 3,236 万㎥である。表 6-3、表 6-4、表 6-5 の結果を総合的にまとめる

と、日中間の貿易に伴う水移動について、中国は地表水と地下水を日本へ輸出し、日本から

は水道水を輸入していることがわかった。総じて、日中間の貿易においては、中国は水の純

輸出国である。また、中国は日本への水輸出において、最終財に含まれる仮想水量が多いの

に対し、日本は中国への水輸出において、中間財に含まれる仮想水量が多い。さらに、中国

単位：百万㎥

地下水輸出量 地下水輸入量 地下水

中間財 最終財 小計 中間財 最終財 小計 純輸出

農林水産業 27.92 80.72 108.65 2.98 0.43 3.41 105.23
鉱業 19.21 0.00 19.21 0.48 0.00 0.48 18.74
飲料食品製造業 29.67 248.11 277.78 0.24 1.86 2.10 275.68
繊維工業 13.06 621.40 634.46 19.01 2.64 21.65 612.81
木材・木製品製造業 13.66 44.95 58.62 0.48 0.05 0.52 58.10
パルプ・紙・印刷業 13.42 3.72 17.14 3.21 2.69 5.90 11.24
石油・石炭製品製造業 4.11 0.00 4.11 1.43 0.00 1.43 2.67
化学工業 219.07 70.08 289.15 171.46 30.47 201.93 87.22
窯業・土石製品製造業 6.36 2.36 8.72 4.23 0.10 4.33 4.39
一次金属製造業 102.50 0.00 102.50 39.16 0.00 39.16 63.34
金属製品製造業 13.60 54.92 68.53 2.03 0.44 2.47 66.05
一般機械製造業 10.83 40.88 51.71 15.50 32.11 47.61 4.10
電気機械製造業 8.80 78.84 87.64 8.96 5.59 14.55 73.08
情報通信機器製造業 31.11 183.23 214.34 40.20 23.12 63.32 151.02
輸送機械製造業 9.38 6.92 16.30 5.68 9.69 15.37 0.94
その他の製造業 1.30 40.89 42.19 0.02 0.03 0.05 42.15
電気・ガス・水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
建設業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
商業 0.01 1.03 1.04 0.00 0.00 0.00 1.04
金融・保険業 0.70 1.34 2.04 0.23 0.06 0.29 1.75
不動産業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
運輸業・郵便業 7.32 14.90 22.22 1.71 0.34 2.06 20.16
情報サービス業 0.52 1.50 2.01 0.08 0.17 0.25 1.76
宿泊・飲食業 0.00 6.51 6.51 2.08 0.87 2.95 3.56
科学技術・教育 0.00 0.19 0.19 0.03 0.18 0.22 -0.02
医療・福祉業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
対事業所サービス業 21.35 0.00 21.35 0.35 0.00 0.35 21.00
他のサービス業 1.97 11.31 13.28 0.22 3.31 3.52 9.76
合　計 555.86 1,513.82 2,069.69 319.80 114.13 433.93 1,635.76
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では、化学工業と一次金属製造業で地表水と地下水を輸出し、水道水を輸入しており、水道

水の輸入量が地表水と地下水の輸出量を上回っている。以上から、日中間の水資源使用構造

に差異があることがわかった。 

 

表 6-5 2012年中国水道水の輸出入量 

 
出所：筆者作成。 

 

 また、日中間貿易に伴う地表水、地下水、水道水について、第 4 章第 1 節で示した地表水

と地下水の市場価格計算方法を利用し、輸出した地表水と地下水の貨幣価値量を計算する。

水道水の価格は、城市供水統計年鑑の水価格を利用する。中国では水道水価格の統計を工業

用水とサービス用水に分けているため、本稿では水道水の輸入を工業と工業以外に分けた。

計算の結果を表 6-6 に示す。日中間貿易においては、水道水（工業用水）以外の水資源は、

中国が純輸出国であり、全体の純輸出量は 51 億 7,250 万㎥となっている。一方、中国の水

資源単価に基づいて、輸出した水資源を貨幣価値に換算すると、中国は日本から 15.68 億元

の水資源マージンを得られることになる。この差異が生じる原因は、単価の高い工業用の水

道水を中国が日本から大量に輸入しているからである。また、ここで使用した水資源の単価

は中国の実際の水道料金と水資源費により計算したもので、中国の水道料金と水資源費の

単位：百万㎥

水道水輸出量 水道水輸入量 水道水

中間財 最終財 小計 中間財 最終財 小計 純輸出

農林水産業 2.47 7.14 9.60 0.70 0.10 0.80 8.81
鉱業 10.84 0.00 10.84 6.29 0.00 6.29 4.55
飲料食品製造業 6.47 54.06 60.53 0.24 1.84 2.07 58.46
繊維工業 7.75 368.54 376.28 38.57 5.35 43.92 332.36
木材・木製品製造業 6.30 20.72 27.02 0.94 0.09 1.03 25.98
パルプ・紙・印刷業 9.10 2.53 11.63 16.43 13.75 30.18 -18.56
石油・石炭製品製造業 3.47 0.00 3.47 21.88 0.00 21.88 -18.41
化学工業 193.05 61.76 254.81 2,164.07 384.56 2,548.63 -2,293.82
窯業・土石製品製造業 6.31 2.35 8.66 26.07 0.64 26.71 -18.05
一次金属製造業 102.39 0.00 102.39 1,157.21 0.00 1,157.21 -1,054.82
金属製品製造業 17.36 70.09 87.45 22.31 4.82 27.14 60.31
一般機械製造業 15.36 58.01 73.37 143.77 297.70 441.47 -368.10
電気機械製造業 11.34 101.64 112.98 78.03 48.68 126.71 -13.73
情報通信機器製造業 62.96 370.84 433.80 266.56 153.29 419.85 13.95
輸送機械製造業 12.63 9.32 21.95 73.08 124.77 197.85 -175.90
その他の製造業 1.63 51.15 52.78 0.20 0.25 0.45 52.33
電気・ガス・水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
建設業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
商業 0.02 2.29 2.31 0.00 0.00 0.00 2.31
金融・保険業 0.87 1.67 2.54 1.31 0.32 1.62 0.92
不動産業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
運輸業・郵便業 9.43 19.21 28.64 17.01 3.42 20.43 8.20
情報サービス業 0.76 2.21 2.97 0.58 1.20 1.78 1.19
宿泊・飲食業 0.00 3.93 3.93 2.76 1.15 3.91 0.03
科学技術・教育 0.02 0.66 0.68 3.47 19.15 22.62 -21.94
医療・福祉業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
対事業所サービス業 25.88 0.00 25.88 2.33 0.00 2.33 23.55
他のサービス業 4.55 26.13 30.68 0.85 12.75 13.59 17.09
合　計 510.97 1,234.24 1,745.20 4,044.65 1,073.85 5,118.50 -3,373.30



 
 

96 
 

設定が日本に比べて安すぎるためと推測される。 

 

表 6-6 2012年日中間貿易に含まれた仮想水の貨幣価値量 

 

出所：筆者作成。 

 

（３）輸入品が自国で生産される場合の水使用量の比較 

 仮想水貿易では、日本と中国の産業別水資源使用効率の差異について、地表水、地下水、

水道水の移動量を反映させて検討した。しかし、これらの水移動を検討しただけでは、水資

源全体、そして日本と中国の水資源量に対する影響を考察したことにはならない。ここでは、

輸入品が自国で生産される場合の水使用量を計算し、それが水資源全体に及ぼす影響につ

いて考察する。表 6-7 は、中国が日本から輸入した商品とサービスが自国で生産される場合

の水使用量と、日本から輸入した仮想水量を比較したものである。表 6-8 は、日本が中国か

ら輸入した商品とサービスが自国で生産される場合の水使用量と、中国から輸入した仮想

水量を比較したものである。 

 表 6-7 から、2012 年は日本から輸入した商品とサービスにより、中国で合計 42 億 1,990

万㎥の水資源を節約したことがわかった。農林水産業、パプル・紙・印刷業、一次金属製造

業と科学技術・教育の四つの産業では、全体の水資源の総節約量がマイナスになっている。

これらの産業では、輸入より自国で商品を生産した方が水資源を節約できる。水資源別に見

ると、地表水は 58 億 1,086 万㎥節約でき、そのうち、農林水産業のみ中国で生産する場合

に地表水を節約でき、それ以外の産業は日本から輸入した方が水を節約できる。地下水につ

いては、すべての産業で輸入した方が節約でき、その節約量は 14 億 1,892 万㎥となってい

る。水道水について、節約量はマイナス 30 億 989 万㎥となっており、その節約量は特に製

造業に集中している。全体的に見れば、中国は日本から商品を輸入することより、自然環境

から取水した地表水と地下水を節約でき、その節約効果は特に製造業で大きい。 

 表 6-8 から、日本は中国からの商品とサービスを輸入するより、自国で生産した方が水資

源を節約でき、その総節約量は 55 億 141 万㎥となることがわかった。日本の農林水産業、

一次金属製造業などの産業には水を節約する効果があり、総節約量は約 4 億㎥である。これ

以外の産業では、中国から輸入するより、日本で生産した方が水資源を節約できる。全体と

して、中国からの輸入により、地表水資源に 58 億 6,715 万㎥、地下水資源に 13 億 6,963 万

㎥の負荷がかかったことになる。同時に、日本は水道水を 17 億 1,136 万㎥節約した。 

地表水 地下水
水道水

（工業用水）
水道水

（サービス業用水）
合計

純輸出量（百万㎥） 6,910.04 1,635.76 ▲ 3,413.45 40.15 5,172.50
単価（元/㎥） 1.14 2.09 3.81 3.41 -
貨幣価値量（億元） 78.97 34.14 ▲ 130.15 1.37 ▲ 15.68
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表 6-7 輸入品が自国で生産される場合の水使用量（中国） 

 

出所：筆者作成。 

単位：百万㎥

地表水使用（中間財） 地表水使用（最終財） 地表水 地下水使用（中間財） 地下水使用（最終財） 地下水 水道水使用（中間財） 水道水使用（最終財） 水道水 水資源

日本で生産
（輸入）

自国生産
日本で生産
（輸入）

自国生産 節約量
日本で生産
（輸入）

自国生産
日本で生産
（輸入）

自国生産 節約量
日本で生産
（輸入）

自国生産
日本で生産
（輸入）

自国生産 節約量 総節約量

農林水産業 22.45 17.84 3.22 2.56 -5.28 2.98 4.08 0.43 0.59 1.25 0.70 0.36 0.10 0.05 -0.38 -4.41
鉱業 5.23 11.16 0.00 0.00 5.93 0.48 5.23 0.00 0.00 4.76 6.29 2.95 0.00 0.00 -3.33 7.35
飲料食品製造業 1.33 4.96 10.32 38.55 31.86 0.24 1.17 1.86 9.06 8.13 0.24 0.25 1.84 1.97 0.16 40.15
繊維工業 47.76 175.72 6.63 24.38 145.72 19.01 40.29 2.64 5.59 24.23 38.57 23.90 5.35 3.32 -16.71 153.25
木材・木製品製造業 2.58 9.46 0.25 0.93 7.56 0.48 2.19 0.05 0.22 1.88 0.94 1.01 0.09 0.10 0.07 9.51
パルプ・紙・印刷業 28.34 31.66 23.71 26.49 6.10 3.21 7.83 2.69 6.55 8.49 16.43 5.31 13.75 4.45 -20.42 -5.83
石油・石炭製品製造業 11.02 32.55 0.00 0.00 21.53 1.43 11.76 0.00 0.00 10.33 21.88 9.94 0.00 0.00 -11.94 19.92
化学工業 626.31 2772.15 111.30 492.62 2527.16 171.46 667.40 30.47 118.60 584.06 2164.07 588.13 384.56 104.51 -1856.00 1255.23
窯業・土石製品製造業 13.05 43.05 0.32 1.06 30.74 4.23 12.09 0.10 0.30 8.06 26.07 12.01 0.64 0.30 -14.41 24.39
一次金属製造業 243.43 612.10 0.00 0.00 368.68 39.16 172.12 0.00 0.00 132.95 1157.21 171.94 0.00 0.00 -985.27 -483.64
金属製品製造業 8.18 36.46 1.77 846.40 872.91 2.03 8.88 0.44 206.09 212.50 22.31 11.33 4.82 262.99 247.18 1332.59
一般機械製造業 71.37 312.31 147.79 646.72 739.86 15.50 74.07 32.11 153.39 179.86 143.77 105.11 297.70 217.67 -118.69 801.03
電気機械製造業 41.97 159.40 26.19 99.45 190.69 8.96 39.34 5.59 24.55 49.34 78.03 50.72 48.68 31.65 -44.34 195.69
情報通信機器製造業 128.26 458.28 73.76 263.55 519.82 40.20 106.06 23.12 60.99 103.73 266.56 214.65 153.29 123.44 -81.76 541.79
輸送機械製造業 25.69 100.52 43.86 171.61 202.57 5.68 24.63 9.69 42.05 51.31 73.08 33.16 124.77 56.62 -108.07 145.81
その他の製造業 0.17 0.43 0.21 0.53 0.58 0.02 0.11 0.03 0.14 0.21 0.20 0.14 0.25 0.18 -0.13 0.65
電気・ガス・水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
建設業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
商業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
金融・保険業 1.48 4.51 0.36 1.09 3.76 0.23 1.03 0.06 0.25 1.00 1.31 1.29 0.32 0.31 -0.02 4.74
不動産業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
運輸業・郵便業 10.77 71.71 2.17 14.43 73.20 1.71 17.91 0.34 3.60 19.46 17.01 23.08 3.42 4.64 7.29 99.95
情報サービス業 0.51 1.84 1.05 3.78 4.05 0.08 0.40 0.17 0.83 0.98 0.58 0.60 1.20 1.22 0.04 5.07
宿泊・飲食業 12.41 23.90 5.17 9.96 16.28 2.08 5.49 0.87 2.29 4.82 2.76 3.31 1.15 1.38 0.79 21.89
科学技術・教育 0.21 0.77 1.18 4.26 3.63 0.03 0.18 0.18 0.99 0.95 3.47 0.63 19.15 3.50 -18.49 -13.90
医療・福祉業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
対事業所サービス業 1.99 11.23 0.00 0.00 9.24 0.35 2.74 0.00 0.00 2.39 2.33 3.32 0.00 0.00 0.99 12.62
他のサービス業 3.22 3.22 14.30 48.57 34.28 0.22 0.73 3.31 11.02 8.23 0.85 1.69 12.75 25.46 13.56 56.06
合　計 1307.75 4895.23 473.56 2696.94 5810.86 319.80 1205.75 114.13 647.11 1418.92 4044.65 1264.85 1073.85 843.76 -3009.89 4219.90
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表 6-8 輸入品が自国で生産される場合の水使用量（日本） 

 

出所：筆者作成。

単位：百万㎥

地表水使用（中間財） 地表水使用（最終財） 地表水 地下水使用（中間財） 地下水使用（最終財） 地下水 中間財の水道水使用量 最終財の水道水使用量 水道水 水資源

中国で生産
（輸入）

自国生産
中国で生産

（輸入）
自国生産 節約量

中国で生産
（輸入）

自国生産
中国で生産

（輸入）
自国生産 節約量

中国で生産
（輸入）

自国生産
中国で生産

（輸入）
自国生産 節約量 総節約量

農林牧漁業 122.03 153.63 352.80 444.15 122.95 27.92 20.42 80.72 59.03 -29.19 2.47 4.77 7.14 13.79 8.96 102.71

鉱業 40.96 19.21 0.00 0.00 -21.76 19.21 1.75 0.00 0.00 -17.47 10.84 23.08 0.00 0.00 12.24 -26.98

飲料食品製造業 126.24 33.80 1055.57 282.58 -865.43 29.67 6.08 248.11 50.85 -220.85 6.47 6.01 54.06 50.29 -4.23 -1090.51

繊維工業 56.96 15.48 2709.95 736.51 -2014.93 13.06 6.16 621.40 293.21 -335.09 7.75 12.50 368.54 594.85 231.07 -2118.94

木材・木製品製造業 59.02 16.08 194.17 52.91 -184.20 13.66 2.97 44.95 9.76 -45.89 6.30 5.87 20.72 19.32 -1.82 -231.91

パルプ・紙・印刷業 54.21 48.53 15.05 13.47 -7.26 13.42 5.50 3.72 1.53 -10.11 9.10 28.14 2.53 7.81 24.32 6.95

石油・石炭製品製造業 11.36 3.85 0.00 0.00 -7.52 4.11 0.50 0.00 0.00 -3.61 3.47 7.64 0.00 0.00 4.17 -6.95

化学工業 909.95 205.58 291.10 65.77 -929.70 219.07 56.28 70.08 18.01 -214.87 193.05 710.35 61.76 227.25 682.79 -461.78

窯業・土石製品製造業 22.64 6.86 8.41 2.55 -21.64 6.36 2.22 2.36 0.83 -5.67 6.31 13.71 2.35 5.09 10.14 -17.16

一次金属製造業 364.53 144.97 0.00 0.00 -219.56 102.50 23.32 0.00 0.00 -79.18 102.39 689.16 0.00 0.00 586.76 288.03

金属製品製造業 55.87 12.53 225.57 7.43 -261.47 13.60 3.12 54.92 1.85 -63.56 17.36 34.19 70.09 20.28 -32.97 -358.01

一般機械製造業 45.65 10.43 172.35 39.39 -168.18 10.83 2.27 40.88 8.56 -40.88 15.36 21.01 58.01 79.34 26.98 -182.09

電気機械製造業 35.64 9.38 319.41 84.11 -261.56 8.80 2.00 78.84 17.96 -67.67 11.34 17.45 101.64 156.35 60.82 -268.41

情報通信機器製造業 134.43 37.62 791.75 221.58 -666.98 31.11 11.79 183.23 69.45 -133.10 62.96 78.19 370.84 460.52 104.91 -695.17

輸送機械製造業 38.29 9.79 28.25 7.22 -49.53 9.38 2.16 6.92 1.60 -12.55 12.63 27.84 9.32 20.54 26.43 -35.65

その他の製造業 4.93 1.97 154.96 61.99 -95.92 1.30 0.24 40.89 7.53 -34.43 1.63 2.29 51.15 72.17 21.69 -108.66

電気・ガス・水道業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

建設業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

商業 0.03 0.04 4.70 5.94 1.25 0.01 0.01 1.03 0.92 -0.11 0.02 0.03 2.29 3.61 1.33 2.47

金融・保険業 3.03 1.00 5.85 1.92 -5.97 0.70 0.16 1.34 0.30 -1.58 0.87 0.88 1.67 1.70 0.04 -7.51

不動産業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運輸業・郵便業 29.30 4.40 59.68 8.97 -75.61 7.32 0.70 14.90 1.43 -20.10 9.43 6.95 19.21 14.15 -7.53 -103.24

情報サービス業 2.36 0.66 6.81 1.90 -6.61 0.52 0.11 1.50 0.31 -1.60 0.76 0.75 2.21 2.16 -0.06 -8.27

宿泊・飲食業 0.00 0.00 28.35 14.72 -13.63 0.00 0.00 6.51 2.47 -4.04 0.00 0.00 3.93 3.27 -0.66 -18.33

科学技術・教育 0.02 0.01 0.81 0.22 -0.60 0.00 0.00 0.19 0.03 -0.16 0.02 0.09 0.66 3.63 3.03 2.28

医療・福祉業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

対事業所サービス業 87.55 15.55 0.00 0.00 -72.00 21.35 2.71 0.00 0.00 -18.64 25.88 18.18 0.00 0.00 -7.70 -98.34

他のサービス業 8.68 2.56 49.85 14.67 -41.30 1.97 0.59 11.31 3.39 -9.30 4.55 2.28 26.13 13.08 -15.32 -65.92

合　計 2213.69 753.92 6475.38 2068.01 -5867.15 555.86 151.05 1513.82 549.00 -1369.63 510.97 1711.36 1234.24 1769.21 1735.37 -5501.41
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６．５ 結論と今後の課題 

 この節では、仮想水貿易理論を利用して独自で作成した日中間国際供給・使用表をベース

に、SEEA の水資源使用における国際展開の視点から、2012 年の日中間の地表水、地下水、

水道水の輸出入量等を計算し、水資源への負荷を分析した。結論は以下の通りである。 

 2012 年に、中国は日中間の商品貿易を通じて、日本に地表水と地下水を輸出、日本から

水道水を輸入したが、輸出量の方が多く、すなわち水資源の純輸出国となっている。しかし、

単価の高い水道水は日本からの輸入量が多く、中国は日本から水資源マージンを得た。 

 国際貿易により、必ずしも水資源の節約効果が得られるわけではない。中国は日本からの

商品輸入によって節水効果を得たが、日本は中国から輸入するより自国で生産した方が水

資源全体への負荷が軽い。特に、自然環境から直接取る地表水と地下水に関しては、中国で

大きな節約効果が得られた。 

 本研究における SEEA に基づいた水資源分類の日中間の水移動分析は、中国の節水目標

実現に貢献するものである。その目標実現において特に重要なのは、外部への水資源流出に

注意を払い、かつ商品輸出に伴う国内の水資源需要を低減させることである。先行研究によ

ると、中国は水資源の流出国である。また、本研究の日中間の分析により、特に中国の農業、

飲料食品製造業で日本への水資源流出が多いことが明らかになった。これは、中国水資源不

足をさらに深刻化させる懸念材料である。長期的に、外部への水資源流出に注意を払い、商

品貿易の構造を改善し、高付加価値で水使用量の少ない製品を輸出し、国内で生産する際に

十分な水資源を持たない製品を輸入するなど、商品貿易を通じて水資源不足の問題を緩和

していくことが望まれる。 
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７．まとめ 

 2000 年以来、急速な経済成長と持続的な人口増加に伴い、中国において水の総使用量は

増加し続けている。中国の水資源の保有状況と使用状況を分析するために、本論文は SEEA-

CF に基づいて、水資源と対象とした資産勘定表、水 SAM を利用して水資源が経済社会に

与える影響を分析した。また、環境産業連関分析の肝要となる投入係数の安定性、そして環

境産業連関分析を利用して日中間の産業別の水移動を計算した。本論文の主な結論は次の

とおりである。 

 

 第一に、中国の例では、商品技術仮定により発生した負の投入が他産業に与える影響が大

きい産業に集中している。本研究で提示した手法は、中国の産業別の供給表をアクティビテ

ィ別の供給表に転換することによって商品技術仮定の負の投入係数が発生する問題を解決

でき、投入係数がより安定している。商品技術仮定より、混合技術仮定によって導出した投

入係数の方が安定である。 

 第二に、2017 年末の水資源ストック量は、36055.9 億㎥であり、河川水は最も主要な存在

形式で、降水は最大の水源である。2017 年環境から総取水量は 5,962.2 億㎥で、経済生産活

動による取水の絶対量は多いが、水資源全体から見れば、流出と蒸発は減少の主因である。

2017 年に使用された地表水の価値量は約 5,651.63 億元、地下水の価値量は約 2,121.62 億元、

合わせて約 7,773.25 億元である。2017 年の水資源ストックの総貨幣価値量は約 44,571.38 億

元である。水資源は経済発展に意義があるが、その役割は、労働の 1/7、資本の 1/4 に留ま

っている。2017 年に中国では、地表水資源の役割が地下水資源より大きいが、単位当たり

の地下水の役割が地表水より高い。 

 第三、2012 年に、日中間の商品貿易を通じて中国は日本へ地表水と地下水を輸出し、日

本から水道水を輸入して、中国は水資源の純輸出国である。商品貿易は、必ずしも節水の効

果を実現できるわけではない。本研究において、中国は節水効果を得て、特に地表水と地下

水は多量に節約したが、日本は輸入より自国で生産した方が水資源全体への負荷が軽い。中

国の節水目標を実現するため、中国は貿易構造を適切に調整して、仮想水の形で水の輸入を

増やせば、水資源不足の問題はある程度緩和できる。 

 

 この分析と計算の結果を利用して、中国の水資源の不足を緩和するために、以下の二点を

提言する。第 1 に、各産業における水資源の利用効率をさらに向上させ、利用技術を改善す

べきである。中国では、人口と家計消費水準の向上は、水資源への需要増加に引き起こして

いるが、水資源使用効率の向上と利用技術の進歩が水資源の不足を緩和する重要なポイン

トとなる。中国での都市化の進展と産業構造のアップグレードは、また大規模なインフラを

もたらし、製造業、建設業等の産業が水資源の不足にストレスをかける可能性がある。各産
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業の水資源の使用効率の向上、生産技術のイノベーションによって、用水量の高い商品への

需要の低減、または用水量が低い代替品を探るのは将来の水資源の不足を緩和する需要な

ルートである。 

 第 2 に、農業用水の管理を強化する。中国において、農業の水資源使用効率は改善して

いるが、農業部門における水資源の消費量が高いという用水特徴から見れば、農業部門は

中国の水資源不足の問題を緩和するもう一つ重要なポイントである。確かに、農業の生産

過程において、大量の水資源が必要となるが、中国では、地域によって、農業灌漑用水の

方式はまた伝統的な、湛水灌漑なところがまた一般的であるため、農業の用水効率がなか

なか改善できない。将来、農業の水使用管理を強化し、水資源の使用効率を向上させ、さ

らに灌漑技術を改善することが中国の水資源不足を緩和することが可能であろう。 
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